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（内容の要旨） 
 本研究は、日本の宇宙状況把握（SSA：Space Situational Awareness）のため
のデュアルユースシステムを設計し、デュアルユースシステムで情報共有する
場合のプロフィットとリスクの妥協点を定量的に評価するプラットフォーム
を提供することを目的として実施した。日本では民生分野が主導して宇宙開発
利用を進めてきたが、北東アジアの国際情勢の急激な変化に伴い、法律、国家
戦略、外交、防衛、科学技術など幅広い観点から更に積極的な宇宙利用が求め
られる。その中で宇宙利用の基盤となる SSA は安全保障分野を含めた国全体
としての取り組みが命題となっている。観測センサーを用いてスペースデブリ
や人工衛星の軌道位置を正確に把握するためのデータ収集、分析、カタログ化
を行う SSA は、スペースデブリと衛星との衝突の危険性を衛星運用者に事前
に警報を発して衝突を回避することで宇宙環境の保全を図ることを目的とし
ている。複雑かつ大規模なシステムで構築される SSA のシステムを、民生分
野と安全保障分野の双方のデュアルユースで運用することで、効率性や冗長性
など多くのプロフィットが期待できる。しかしながら、異なる目的を持つ分野
が一つのシステムを構築することはシングルユースよりも複雑なシステム構
造になりやすく、各々の目的を達成することも容易ではない。特に安全保障プ
レーヤーは機微な情報を取り扱うため、GNSS やコスモスカイメッドなどの諸
外国のデュアルユース事例でも情報共有などに課題がある。デュアルユースに
よって得られるプロフィットとともに、データへのアクセス性低下や機密性の
欠如などのリスクが発生しうる。デュアルユースシステムを構築する際には、
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双方が受け取るプロフィットとリスクの妥協点でシステムが成立する。この設
計にあたっては民生分野と安全保障分野のステークホルダーが受け取る情報
の複雑なやりとり見える化した上で、SSA のデュアルユースにおける情報共有
をモデル化して、そのプロフィットとリスクについて定量的に分析できる手段
を検討する必要がある。 
本研究は、まずデュアルユースにより SSA のシステムを構成するステーク
ホルダーの関係と SSA データの流れをコンテクストダイアグラムで分析した。
また、複雑となる SSA データの流れを ISM（Interpretive Structural Modeling）
や DSM（Design Structure Matrix）といったシステムズアプローチの手法を用い
てそれらの関係性を可視化することで明確化した。デュアルユースによるシス
テムは、異なるプレーヤー双方に対してプロフィットとリスクを同時に生起す
る特性を有しているため、システムの構築にはプロフィットとリスクのバラン
スを取って妥協点を明確にする必要があるが、妥協点を探索するための定量的
な手法は未だ開発されていない。そこで、本研究では、この課題を解決するた
めに、定量化したリスクとプロフィットとの比を最適化（最小化）することで
デュアルユースシステムの構築に対する指針を与えるとした。そして具体的な
最適化手法としては SQP 法をベースにした非線形計画法を適用することを提
案した。その結果、民生と安全保障のデュアルユースシステムにおける情報共
有モデルを構築し、双方が受け取るプロフィットとリスクの妥協点について、
SQP 法による非線形計画法を用いて計算して一定条件下での収束解を得た。こ
の結果、プレーヤー相互の妥協という定性的な議論に対して、定量的な評価が
できるプラットフォームの有効性を示した。これにより日本の宇宙状況把握の
ためのデュアルユースシステムを設計するにあたっての指針を得ることが出
来た。 
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Abstract 
Title 
Design and Evaluation of Dual Use System for Space Situational Awareness in Japan 
Keywords 
Dual Use, Space Situational Awareness (SSA), Civil, Defense, SQP method 
Summary 
The objective of this study is to design dual use system for Space Situational 
Awareness (SSA) in Japan and to provide a platform for quantitatively evaluating the 
compromise point between profits and risks when sharing information in dual use 
system. This article first deals with possibilities and challenges of Japan’s dual use SSA 
system. Japan is unique in that defense utilizations of outer space had been generally 
prohibited for almost forty years. The change of Japanese space policy was decided due 
to the rapidly worsening security environment in the Northeast Asia, accompanying the 
pre-eminent threats to the safe, stable and sustainable use of outer space that constitutes 
prerequisite of the safety and welfare of any country. This has led Japan to begin 
developing a full-scale SSA operation. However, the long-standing non-military 
practice of Japan forces it to design and develop its SSA systems in a different manner 
compared with other advanced spacefaring nations. Considering such 
conditions/restrictions, this article, first, identifies Japanese type of constructing a 
full-scale dual use SSA systems, taking into account particularly the functions and 
capabilities of Japanese space industries, significance of the Japan-U.S. Alliance, and a 
series of the recent governmental decisions. Then, the profits and risks of Japan’s 
whole-of-the-government construction of dual use SSA will be explored, which 
involves thorny processes to coordinate different defense and civil mission 
requirements. The concluding remarks include the envisioned balance between the 
superior defense capability and civil accumulated technical capabilities, which would 
enable full-fledged defense space utilization starting with SSA. For large and complex 
 6 
systems, such as space applications, there exist several cases wherein civilian and 
defense stakeholders enable interoperability and data sharing with each asset. For this 
reason, there is concern that both stakeholders are hesitant to architect a dual use 
system. This study aimed at optimization by searching for points where a compromise 
can be reached when developing a civilian and defense dual use system. Specifically, I 
modelled the relationship of information sharing between civilian and defense 
stakeholders, and then performed calculations in the dual use system by using the 
sequential quadratic programming (SQP) method. I focused on the relative changes in 
the risk and profit of each player in the dual use system. To find a compromise between 
profit and risk, I formulated an information sharing model by defining appropriate 
preconditions. Consequently, by defining profit and risk as prerequisites, I was able to 
converge to a point where both sides reached a compromise. The result of this study 
provides a quantitative optimal solution that can determine how much information 
should be provided mutually when constructing a dual use system. In other words, I 
provided a quantitative platform for the validation to derive a compromise between 
conflicted relationships. 
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 序論 第１章
1.1 研究の背景 
1.1.1 宇宙利用環境の変化 
宇宙利用を巡る国内外の環境は大きく変化しつつある。宇宙利用の最先進国
といわれる米国では、月面探査や国際宇宙ステーションの運用、火星探査など
の宇宙の大規模プロジェクトは NASA や米空軍といった国家的な組織が伝統的
に推進してきた。しかし近年では新たな動きとして、ロケットの打ち上げ事業
に参入した Space X[1]や Blue Origin[2]、あるいは小型衛星通信サービス提供を
試みる One Web[3]など、民間企業レベルで積極的に宇宙利用を展開して宇宙利
用を活性化させつつある。他方、ロシアや中国では、安全保障上のニーズを受
ける形で国家が主体的に宇宙利用を推進し続けている。特に中国は 2019 年 1 月
3 日に月面探査機「嫦娥 4 号」が人類史上初めて月の裏側に軟着陸するなど、中
国国家航天局のような国家組織が主導して国益を見据えた独自路線を歩み続け
ている。このように現在、宇宙利用を取り巻く状況は激動の時代といえる。 
安全保障分野に目を転じると、日本を取り巻く北東アジアの情勢は依然混沌
としていて安全保障上の懸念は高まりつつある。その中で宇宙空間は、軍事力
を発揮する上での陸、海、空に次ぐ第 4 の空間として、そしてサイバーや電磁
波とともに新たな領域として、そこでの優勢を獲得することが必須の要件にな
っている[4][5]。一方、民生分野での宇宙利用の重要性も高まってきており、通
信、放送、航法、測位、地球観測、気象など幅広い分野でますます利用が拡大
しつつある。宇宙利用の民生用アセットは、今やグローバルコモンズ（国際公
共財）として、我々の日常生活を過ごすために無くてはならないものと位置づ
けられる。このような宇宙利用を取り巻く環境の変化から、日本では宇宙基本
法が 2008 年に制定され、以前の研究開発主導の宇宙利用から、利用ニーズ主導
の宇宙利用へと転換するとともに、安全保障分野の宇宙利用を積極的に推進す
ることとなった。 
そもそも日本の安全保障分野の宇宙利用は、1969 年の国会決議で「非軍事」
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としての宇宙利用に限るという解釈を踏襲し、1985 年の政府統一見解により、
国民の日常生活において利用が一般化した衛星を利用することはできるが、そ
の段階に至らない衛星の利用は制約されてきた[6]。すなわちこれまで日本の安
全保障分野では、その利用が「一般化」されたものに限定した形でしか宇宙利
用が行われてこなかった。その代わりとして日本が目指した宇宙利用の姿は、
民生分野における技術開発や広範な民生利用であり、民生分野の技術資産を多
く蓄積してきた。このような民生技術を安全保障分野に派生させ最大限活用し
ていくことは、宇宙利用アセットが複雑かつ大規模となる宇宙システム1として
の特性上、分野毎の縦割りの利用形態を超えた全体としての利用の効率化を図
っていく上で重要と考えられる2。 
軍事技術分野では、一般的に民生技術を軍事技術に転用することをスピン・
オン、その逆をスピン・オフ、民生と防衛のいずれの分野においても使用可能
な技術をデュアルユース技術と呼ぶ[7]。最近の軍事技術の進展は民生技術の発
展に拠るところが大きく、防衛装備品の改良や開発に際してスピン・オンやデ
ュアルユース技術の活用がしばしばみられる。特に宇宙利用にも多く適用され
ている ICT 関連の民生技術は防衛装備品へも波及が拡大している状況にある。
このため、宇宙利用での安全保障と民生の共通した目的に合致する新たなシス
テムの開発に際してデュアルユースにより宇宙システムを設計し評価すること
は、システムとして相互運用性を確保し、目的達成を効果的にし、双方の施設
建設を効率的に集約し、データの獲得をより冗長にできる、等々のプロフィッ
トを享受できる方策として大いに期待できる。 
しかしながら、デュアルユースはシステムを効果的かつ効率的にする方策と
しては確かに理想的かもしれないが、デュアルユースの概念を適用したシステ
ムを実際に構築して運用することはそれほど容易なことではない。なぜならば、
                                                 
1
 INCOSE 学会によると、システムとは「それぞれに役割を持った要素同士が有機的に結び付き
全体として要素単独では成し得ない有用な機能を有するもの」と定義される。 
2
 本論文では、人工衛星などの宇宙空間にある「宇宙機システム」とともに、地上インフラであ
り宇宙利用に資するシステムである宇宙状況把握システムも含めて、これらを広義の「宇宙シス
テム」と称して取り扱う。 
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民生分野と安全保障分野のプレーヤーがそれぞれに異なる目的を達成するため
に一つのシステムを運用するのであるから、どこまで各々の目的を達成できる
かという点が設計段階で見通しづらくなるからである。現実解としてデュアル
ユースシステムを構築すると、民生側と安全保障側の双方にとって妥協しなけ
ればならない状況が生起しうる。デュアルユースはシングルユースのシンプル
なシステムに比べ、システムを複雑化させ、その結果としてシステムの運用プ
ロセスを阻害して運用を困難にすることすらあり得る。特に、安全保障分野特
有の性質を持ったプレーヤーがシステムのステークホルダーであるため、民生
と安全保障双方のニーズを同時に満足させるための高いハードルが存在する。 
1.1.2 デュアルユース運用への課題 
それでは日本の宇宙利用にとって、民生と安全保障の双方が協力してシステ
ムを運用するためいくつかのハードルを越えて妥協できる点を見出し、デュア
ルユースのシステムを構築することが果たして可能だろうか。民生と安全保障
のデュアルユースでの妥協点を見出すことを実現するためには、民生と安全保
障のデュアルユース運用に際しての本質的な課題を理解する必要がある。民生
と安全保障の各プレーヤーがデュアルユースによって得るもの、失うものがそ
れぞれ何なのか、そして得失が生じた場合に双方がそれでも妥協できる点を探
ることが出来るのか。更には、定性的な議論で終わらずに客観的に判断できる
ような定量的な評価手法を確立することは可能なのか。このような疑問に対す
る答えを得ることで初めてデュアルユースのシステム構築の実現に向けた可能
性を論じることが出来る。 
これらの疑問に答えるためのヒントが、日本が近年積極的に取り組もうとし
ている宇宙状況把握（SSA：Space Situational Awareness）のシステム構築にある
と考える。SSA は、地上または宇宙空間にあるセンサーにより宇宙ゴミ（スペ
ースデブリ、以下デブリ）や不審な衛星などの軌道位置や現状を把握するため
に観測データを収集分析し、デブリと衛星との衝突を回避、あるいは危害を与
える可能性のある衛星の動きを把握して我の宇宙アセットへの意図的な行為を
防ぐ活動である。このため SSA は宇宙空間において安全保障の情報を含めた各
種情報を収集してステークホルダーに配布するまでの活動を行う。SSA は民生
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分野と安全保障分野両方の宇宙アセットの保全を図るための活動である。安全
保障分野の宇宙利用が宇宙基本法の制定以降で緒に就いたばかりの日本にとっ
ては、SSA は次章で後述する様々な理由から推進せざるを得ない新しいプロジ
ェクトであり、SSA の活動では安全保障と民生のプレーヤーがそれぞれ存在す
ることとなる。この活動の中で SSA システムの構築にあたってデュアルユース
の概念を適用する可能性を見出すことができれば、デュアルユースを多くの宇
宙利用プロジェクトに対して適用するための足掛かりになると考えられる。 
1.1.3 課題解決へのアプローチ 
SSA のための民生と安全保障のデュアルユースシステムの実現に向けて、双
方のプレーヤーが運用ニーズを満足するために重要な要素が情報の取り扱いで
 
図 1 本論文のストーリー展開 
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ある。双方が持つ情報をお互いが共有することにより、双方にプロフィットを
生み、しかし双方でリスクを抱えることとなる。情報共有モデルを構築して 2
者の関係を定量的に表すことが出来れば、安全保障分野あるいは民生分野のス
テークホルダーが持つ運用上の要求をどの程度満足できそうか、システム構築
に前もって定量的に予測することが出来る。これは具体的には、相互の情報の
やり取りにより生じるプロフィットとリスクを情報共有モデルとして構築し、
それを最適化問題として取扱うべく、プロフィットとリスクの比を最大となる
点を妥協点として計算上で収束するかチャレンジするものである。そしてデュ
アルユースを適用するためにシングルユースよりも複雑化してしまうシステム
を、システムズアプローチの手法を用いて構造を出来る限り見える化すること
で、システムの特性をより分析しやすくなり、デュアルユースシステムの運用
上の課題を解明することにも役立つと考えられる。以上のような本論文のスト
ーリー展開を図で示したものが図 1 である。 
1.2 研究の目的 
民生と安全保障のデュアルユースの適用は理想的ではあるが、それを実現さ
せるためには多くの困難が伴う。デュアルユース適用の困難性を克服すべく以
下の研究目的を掲げる。 
本研究の目的は、日本の SSA のための民生分野と安全保障分野のデュアルユ
ースシステムを設計するとともに、デュアルユースシステムで情報共有する際
のプロフィットとリスクの妥協点を定量的に評価するためのプラットフォーム
を提供することである。このため、 
① 日本の SSA へのデュアルユース適用に対する意義 
② デュアルユースシステム設計によるデュアルユースの本質的課題の解明 
③ 課題解決に向けた定量的な評価手法の有効性と限界 
を研究の具体的目標とする。 
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1.3 論文の構成 
本論文の構成を図 2 に示す。まず第 2 章では、日本が特異な宇宙開発利用を
歩んできたにもかかわらず、東アジア情勢の急激な変化にともなう国内外の要
請のもとで、国内法整備、国家戦略、外交、防衛、科学技術などの観点を踏ま
えて、今後なぜ日本は SSA を推進していかなければならないのか、そして国全
体として取り組むにあたってデュアルユースが有効な手段といえるのかを論じ
る。 
第 3 章では、デュアルユースの概念を説明し、デュアルユースによる宇宙利
用の実行可能性とともに先行運用例における課題を論じる。まずデュアルユー
スの意義を確認して、民生分野と安全保障分野のデュアルユースによる宇宙利
用の特徴を理解する。諸外国の宇宙利用でのデュアルユースの実例や、情報共
有モデルの先行研究から、デュアルユースの特性、困難性、そして課題を抽出
して SSA システム設計の資とする。 
第 4 章では、前章で確認したデュアルユースの課題を解決するためのアプロ
ーチとして、SSA のためのデュアルユースシステムを設計する。設計するにあ
たっては、システムズエンジニアリング手法に基づきステークホルダー分析、
要求分析とともにコンテクストダイアグラムを用いて設計を行う。また本論文
で適用すべきシステムズアプローチ手法を考察してシステムの可視化を行う。 
第 5 章は、SSA のためのデュアルユースシステムに対する評価を行う。SSA
データを取り込むためのシステムに対して、ステークホルダー間の関係性をよ
り明確にしてデュアルユースシステムの評価を試みる。民生と安全保障に SSA
情報が共有される点に着目し、デュアルユースシステムの情報共有モデルを構
築する。双方が受け取るプロフィットとリスクの発生がデュアルユースシステ
ムの本質的課題であることを示し、双方の妥協点について非線形計画問題に対
する SQP 法により最適解を計算し、計算結果とその分析により定量的評価のた
めのプラットフォームの提供を論じる。 
第 6 章では、考察としてこれまで論じてきた内容の論点整理を行い議論する。
すなわち、今後日本が本格的運用する SSA が持つデュアルユース適用に対する
意義や適用の妥当性を考察し、デュアルユースシステムの設計による課題の解
明を論じる。そしてデュアルユースシステムの定量的評価の有効性とその限界、
更には宇宙利用の更なるデュアルユースの適用の可能性について論じる。 
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 日本の宇宙利用の特異性 第２章
2.1 日本の宇宙利用を巡る状況 
2.1.1  日本の衛星利用の変遷 
日本の宇宙開発利用の歴史は、1955 年の糸川東京大学教授によるペンシルロ
ケットに始まる。約半世紀が経過して、日本は宇宙先進国の一員を占めるに至
った。例えば 2018 年 6 月の時点で打ち上げ成功率 97.8％を誇る H-2A ロケット
[8]や、世界で初めて小惑星の物質を持ち帰ることに成功した探査機「はやぶさ」
シリーズ[9]、そして国際宇宙ステーション（ISS : International Space Station）の
日本実験棟「きぼう」[10]における日本の宇宙飛行士の活躍は、高度な宇宙分野
の技術力を示しつつ宇宙活動を国民の身近なものとした。 
安全保障分野の衛星利用は、1969 年の「宇宙の平和利用決議3」の趣旨を尊重
し、自衛隊による宇宙利用を「その利用が一般化している衛星及びそれと同様
の機能を有する衛星（1985 年 2 月 6 日政府見解）」すなわち通信、気象、測位、
画像情報収集衛星のようにその利用が一般化している衛星及びそれと同様の機
能を有する衛星に対してのみ利用を継続してきた4。日本の安全保障分野の宇宙
利用は、1969 年の国会決議で導かれた「非軍事」としての宇宙利用という解釈
                                                 
3
 我が国における宇宙の開発及び利用の基本に関する決議（1969 年 5 月 9 日衆議院本会議） 
「我が国における地球上の大気圏の主要部分を越える宇宙に打ち上げられる物体及びその打ち
上げロケットの開発及び利用は、平和の目的に限り、学術の進歩、国民生活の向上及び人類社会
の福祉を図り、あわせて産業技術の発展に寄与すると共に、進んで国際協力に資するためにこれ
を行うものとする。」とされた。 
4
 宇宙利用が平和目的かどうかの議論として、例えば、海上自衛隊の派米訓練の際にフリートサ
ット衛星を経由した放送により訓練に必要な情報を受信するための装置について、「フリートサ
ット衛星は、米軍用の通信衛星ではありますが、既にその利用が一般化しているインテルサット
（国際通信衛星）、インマルサット（国際海事通信衛星）、ＣＳ－２（さくら２号）のような衛
星と同様な通信中継機能を有するものでありまして、このようなフリートサット衛星を自衛隊が
利用することは、国会決議の「平和の目的」の趣旨に反しない」との政府見解がある。（昭和
60 年 2 月 6 日衆議院予算委員会） 
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を 1985 年の政府見解により再定義を図りつつも、実体としては安全保障上の積
極的な利用が行われてはこなかった。 
一方、冷戦期の米ソを軸とした安全保障上の対立から、米国やロシア、欧州
諸国、そして中国などの宇宙利用国では積極的な安全保障利用を宇宙政策の目
的として政府全体として取り組んできており、商業衛星の機能・性能を凌駕す
る画像情報収集衛星や、弾道ミサイルの発射を探知するセンサーを搭載する早
期警戒衛星等を保有、運用している状況にある。 
専守防衛を旨とする日本にとって、各種事態の兆候を事前に察知するための
情報収集機能や、日本周辺地域の警戒監視機能を強化する上で、また大規模災
害の災害派遣活動や国際平和協力活動等での通信手段等を確保する上で、いか
なる国家の領域にも属さず、地表の地形等の条件の制約を受けない宇宙空間の
利用はきわめて重要である。これまでのところ日本の安全保障分野の宇宙利用
は気象や測位あるいは通信・放送等の一部の分野で浸透してきているものの、
米露のように安全保障全般にわたる広範な利用については未だ抑制的である。
北東アジアの国際情勢等を背景として、日本の安全保障を強化するための宇宙
利用の推進が求められている[11]。 
2.1.2  日本を取り巻く安全保障環境の変化 
特に、1989 年に東西ドイツを遮るベルリンの壁が崩壊して以降、日本を取り
巻く東アジアの安全保障環境は中国の軍事的台頭と北朝鮮の弾道ミサイル開発
を背景に厳しさを増した。1993 年には北朝鮮が日本海に向けて巡航ミサイルで
あるノドンの発射実験を行った[12]。日本は北朝鮮の空からの攻撃という脅威に
対抗すべく、日本国内に防空用のレーダーを配備して航空機と弾道ミサイルの
対処（BMD : Ballistic Missile Defense）の態勢を強化し、日本周辺の警戒監視を
継続してきた5。 
                                                 
5
 例えば敵航空機に対する固定式警戒管制レーダーJ/FPS-5 は、防空用とともに弾道ミサイルに
も対処するための探知性能を要求し、国内開発により弾道ミサイルを捕捉することを可能とした。
このレーダーは BMD 用レーダーとして全国各地に整備された。 
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一方、日本の隣国である中国は、2007 年に自国の運用を終了した気象衛星（風
雲 1号C）に向けて破壊実験を行い成功させた[13]。これは衛星攻撃兵器（ASAT ： 
Anti-Satellite Weapon）に関する実験であり、衛星の運用に対する脅威を現実の
ものとした。中国はその後も ASAT 開発を進めているとみられており[13]、宇宙
はもはや攻撃を免れる聖域ではなくなったのである。更に、自国の衛星を破壊
するという結果以上に世界各国にとって深刻となる状況が生起した。それは、
この実験の結果生じた衛星等の破片が、周回軌道上にばらまかれることとなり
断片化破片（Fragmentation Debris）として 3300 個まで増加したという事実であ
り、このことは米宇宙監視網（U.S. Space Surveillance Network）によって詳細が
報告されている[14]。これがデブリの大量発生を生み、ASAT 実験から 10 年後
の 2017 年の時点において依然 2800 個以上のデブリが軌道上に存在するとの報
告がある[15]。図 3 に低軌道上に存在するデブリの概念図を示す。 
 
 
 
 
 
図 3 宇宙空間における宇宙ゴミ（デブリ） 
出典：JAXA スペースデブリ対策の研究[64] 
http://www.kenkai.jaxa.jp/research_fy27/mitou/mit-debris.html. 
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2.1.3  「非軍事」から「非侵略」へ 
前述したような日本を取り巻く北東アジアの国際環境の変化と、宇宙の安定
的な利用に対する脅威に対処すべく、日本政府は 2008 年の宇宙基本法の施行に
より、民生分野中心の宇宙開発から安全保障分野を含めた積極的な宇宙の安全
保障利用へと舵を切った。 
すなわち、宇宙基本法第 2 条（宇宙の平和利用）において「宇宙開発利用は、
月その他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用における国家活動を律する原則
に関する条約等の宇宙開発利用に関する条約その他の国際約束の定めるところ
に従い、日本国憲法の平和主義の理念にのっとり、行われるものとする。」と
してまずは平和主義の下での宇宙開発利用を明記した。 
その上で、第 3 条（国民生活の向上等）で「宇宙開発利用は、国民生活の向
上、安全で安心して暮らせる社会の形成、災害、貧困その他の人間の生存及び
生活に対する様々な脅威の除去、国際社会の平和及び安全の確保並びに我が国
の安全保障に資するよう行われなければならない。」と定め、宇宙開発利用に
おける安全保障の位置付けを明確化した。 
更に第 14 条（国際社会の平和及び安全の確保並びに我が国の安全保障）では
「国は、国際社会の平和及び安全の確保並びに我が国の安全保障に資する宇宙
開発利用を推進するため、必要な施策を講ずるものとする。」とし、国として
安全保障に資する宇宙開発利用を進めることを明らかにした。 
この法律の制定により、宇宙基本法によって安全保障上の宇宙利用がこれま
での政府見解であった「非軍事」という概念から「非侵略」という概念に変換
したのである。 
一方、日本でこれまで宇宙分野の研究開発を進めてきたのが宇宙航空研究開
発機構（JAXA：Japan Aerospace Exploration Agency）である。JAXA の活動は国
立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法（いわゆる JAXA 法）により規定され
ており、宇宙基本法が制定される以前は国会決議に基づき「非軍事」の範疇で
業務を整理してきた。しかし宇宙基本法の理念に合わせて JAXA の活動内容に
ついても整合を図る必要があることから、2012 年に JAXA 法が国会において改
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正された6。改正のポイントは、①内閣総理大臣を司令塔機能の観点で主務大臣
として追加、②宇宙の平和的利用に関する基本理念に則り、従来の民生分野の
研究開発に加え、安全保障を目的とした研究開発も実施可能とする、③民間の
事業活動促進に関する業務を新規に追加して経済産業大臣も主務大臣とする、
などであった。この法律改正により、日本の宇宙利用のメインプレーヤーとも
いえる JAXA が、安全保障分野の宇宙利用を本格的に実行できる環境がいよい
よ整えられたのである。 
2.2 安全保障分野の宇宙利用 
2.2.1  国家戦略と宇宙利用 
日本の安全保障分野の国家レベルの戦略として、2013 年 12 月「国家安全保障
戦略」が策定された[16]。この中で安全保障上の宇宙利用について、「宇宙空間
は、これまでも民生分野で活用されてきているが、情報収集や警戒監視機能の
強化、軍事のための通信手段の確保等、近年は安全保障上も、その重要性が著
しく増大している。他方、宇宙利用国の増加に伴って宇宙空間の混雑化が進ん
でおり、衛星破壊実験や人工衛星同士の衝突等によるデブリの増加、対衛星兵
器の開発の動きを始めとして、持続的かつ安定的な宇宙空間の利用を妨げるリ
スクが存在している」との認識を示した。その上で「宇宙空間の安定的利用を
図ることは、国民生活や経済にとって必要不可欠であるのみならず、国家安全
保障においても重要」であり、「安全保障上の観点から、宇宙空間の活用を推
進する。特に情報収集衛星の機能の拡充・強化を図る。また、自衛隊の部隊の
運用、情報の収集・分析、海洋の監視、情報通信、測位といった分野において、
我が国等が保有する各種の衛星の有効活用を図るとともに、宇宙空間の状況監
視体制の確立を図る」として、具体的な宇宙利用の活動を国家戦略上で初めて
明確に位置付けた。 
日本の宇宙戦略として政府は、宇宙基本法第 24 条で規定される「宇宙基本計
                                                 
6
 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法（平成十四年法律第百六十一号） 
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画」を作成することとしている。この法律によると「（内閣総理大臣を長とす
る）宇宙開発戦略本部は、宇宙開発利用に関する施策の総合的かつ計画的な推
進を図るため、宇宙開発利用に関する基本的な計画（以下「宇宙基本計画」と
いう。）を作成しなければならない」とある。この計画は、宇宙開発利用の推
進に関する基本的な方針や政府として総合的かつ計画的に実施すべき施策など
を記している。2009 年 6 月 2 日に宇宙開発戦略本部は初めて宇宙基本計画を策
定した。それ以降は、2013 年 1 月 25 日、2015 年 1 月 9 日、2016 年 4 月 1 日に
それぞれ計画が策定されている。2016 年に更新された宇宙基本計画における記
述では、「宇宙政策を巡る環境変化を踏まえ、『国家安全保障戦略』に示され
た新たな安全保障政策を十分に反映し、また産業界の投資の『予見可能性』を
高め産業基盤を維持・強化するため、今後 20 年程度を見据えた 10 年間の長期
的・具体的整備計画として新たな『宇宙基本計画』を策定する」こととされた。
宇宙政策を巡る環境認識として、まず宇宙空間のパワーバランスが変化して商
業宇宙市場が拡大しつつあることと同時に、宇宙空間の安全保障上の重要性が
増大していることを挙げている。また宇宙空間の安定利用を妨げるリスクとし
てデブリが増えて対衛星攻撃の脅威も増大していること等を記している。これ
らの背景から宇宙政策の目標を①宇宙安全保障の確保、②民生分野の宇宙利用
の推進、そして③産業・科学技術基盤の維持強化が掲げられた。そしてその基
本的なスタンスとしては①宇宙利用による価値の実現（出口戦略）を重視、②
予算配分に見合う政策効果の実現を重視、③個々の取り組みの達成目標を固定
化せず環境変化に応じて意味のある目標にすることが掲げられている。 
更に 2015 年 1 月 9 日には初めて「工程表」も作成された。これは各個の宇宙
関連施策を具体化して年表として示したものであり、その後 2015 年 12 月 8 日、
2016 年 12 月 13 日、2017 年 12 月 12 日、そして 2018 年 12 月 11 日にも作成さ
れた。工程表の具体的内容については、最新の改訂である 2018 年の記述では、
政策体系として①宇宙安全保障の確保、②民生分野における宇宙利用推進、③
産業・科学技術基盤の維持・強化といった体系を推進することを掲げ、この方
向性に即した具体的な宇宙施策を国として推進することとしている。 
一方、2013 年 12 月には国家安全保障戦略の下位概念にあたる中長期的安全保
障戦略として、初めて作られた国家安全保障戦略を踏まえる形で「防衛計画の
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大綱[17]」と「中期防衛力整備計画[18]」を決定し、いくつかの宇宙利用の方向
性を明らかにした。2013 年当時の文書である防衛計画の大綱の記載では「様々
なセンサーを有する各種の人工衛星を活用した情報収集能力や指揮統制・情報
通信能力を強化するほか、宇宙状況把握の取組等を通じて衛星の抗たん性を高
め、各種事態が発生した際にも継続的に能力を発揮できるよう、効果的かつ安
定的な宇宙空間の利用を確保する。こうした取組に際しては、国内の関係機関
や米国との有機的な連携を図る」とされた。また 2013 年作成の中期防衛力整備
計画では「様々なセンサーを有する各種の人工衛星を活用した情報収集能力を
引き続き充実させるほか、高機能なＸバンド衛星通信網の着実な整備により、
指揮統制・情報通信能力を強化する。また、各種事態発生時にも継続的にこれ
らの能力を利用できるよう、宇宙状況把握に係る取組や人工衛星の防護に係る
研究を積極的に推進し、人工衛星の抗たん性の向上に努める。その際、国内の
関係機関や米国に宇宙に係る最先端の技術・知見が蓄積されていることを踏ま
え、人材の育成も含め、これらの機関等との協力を進める」として、C4ISR7の
強化や宇宙状況把握などの推進を盛り込んだ。 
これらの政府決定を受けて、防衛省は 2014 年 8 月に「宇宙開発利用に関する
基本方針」を改定し、「宇宙開発利用によって得られる能力は C4ISR 機能を補
強・確保する上で極めて重要」とした上で、「防衛省・自衛隊が、宇宙ゴミや
対衛星兵器などの宇宙物体の精確な動きを把握する宇宙監視機能を新たに保持
することを前提に、宇宙物体を追跡するために必要なセンサーや解析システム
などの整備を目指して、内閣府及び文部科学省と連携して具体的な検討を進め
る」として、防衛省は宇宙監視機能を新たに保持し、具体的な検討を他省庁と
連携して進めることを示した。更に「JAXA 等が保持する知見等を最大限活用
できるよう関係府省等と連携」し、「同盟国などとの観測情報等の相互共有を
図る」ともしており、民生分野や米国との協力を掲げている。 
更に、2018 年 12 月 18 日に、新たに「平成 31 年度以降に係る防衛計画の大
                                                 
7
 Command, Control, Communication, Computer, Intelligence, Surveillance and Reconnaissance の略。
指揮、統制、通信、コンピュータ、情報、監視、偵察を意味する。 
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綱について（防衛大綱）」[4]と「中期防衛力整備計画（平成 31 年度～平成 35 
年度）について（中期防）」[5]がそれぞれ策定されている。その細部は 3.4 章に
おいて詳述するが、今回の大綱では宇宙領域の利用として宇宙状況監視8（SSA）
や宇宙システム全体の機能保証等を含めた様々な分野での連携・協力の推進が
謳われている。また、中期防では宇宙領域における能力の獲得・強化のため宇
宙領域専門部隊の新編や宇宙状況監視（SSA）システムの整備等が盛り込まれて
いる。 
このように効果的かつ安定的な宇宙空間の安全保障上の利用推進が国家戦略
レベルにまで浸透してきている。これにより日本では宇宙の安全保障利用が政
府全体として取り組むべき新たな課題と認識され、安全保障分野の新たな宇宙
利用システムを構築する胎動期の段階に入ったといえる。 
2.2.2 安全保障分野の宇宙利用の重要性 
宇宙利用において量・質ともに世界最先端の米国は、安全保障分野の宇宙利
用でも先進国である。第 2 次世界大戦後、米ソ間の争いは宇宙空間でも引き継
がれた。2 大強国は核兵器を保有するに至り、世界のどの地域にも核攻撃を実施
できるための運搬手段として空軍を戦略的に他の軍種と独立させて運用するこ
とで世界的な行動範囲を手にすることとなった。当時の米空軍の運用思想では、
核兵器の運用はあくまで有人機に搭載させた大気圏内飛行による運用であった
が、1957 年のスプートニックショック9を契機として、これまでの政策を転換し
て宇宙の軍事利用に向けて動き出した。これに合わせて米軍は宇宙政策に呼応
した数々の軍事ドクトリンを公表し、安全保障分野の宇宙利用に関する方向性
を示してきた10。1982 年 10 月に公表された空軍のドクトリン「Air Force Manual 
                                                 
8
 SSA の日本語訳として宇宙状況把握の他、宇宙状況認識や宇宙状況監視がある。防衛省では
宇宙状況監視が用いられており、また学術論文では宇宙状況認識を用いた例がある[34]が、本論
文は宇宙基本計画でも用いられている宇宙状況把握とした。 
9
 1957 年 10 月 4 日にソ連が人類初となる人工衛星「スプートニク 1 号」を打ち上げた。これに
よる米国や西側諸国の衝撃がそれ以降宇宙の軍拡競争に導いたとされる。 
10
 米国の軍事ドクトリンについては、例えば以下の文献を参照。Robert D. Newberry, “SPACE 
DOCTRINE FOR THE 21ST CENTURY,” March 1997,  
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1-6, Military Space Doctrine」では、航空機が中心となって遂行する作戦である航
空作戦の概念に宇宙空間が新たに加わり、そこでの軍事的優勢を獲得するため
には１つの軍種としての空軍があてがわれ、その宇宙優勢を主体的に取り組む
姿勢を見せたものとして解釈できる。 
1992 年 5 月に作成された空軍ドクトリンマニュアル「AFM1-1, Basic Aerospace 
Doctrine of the United States Air Force[19]」は、空軍のこれまでの航空宇宙分野の
概念に加えて、宇宙空間の任務として「対宇宙（Counterspace）」、「宇宙輸送
（Spacelift）」及び「軌道上支援（On-Orbit Support）」の３つを典型的任務とし
て位置づけた。対宇宙とは、敵対する軍事力が宇宙空間で活動することに対抗
するだけの攻防含めた作戦能力を遂行するものであり、宇宙空間での作戦全体
を表す重要な事項である。宇宙輸送と軌道上支援はそれぞれ宇宙作戦を遂行す
るために必要不可欠な機能として位置づけられた。宇宙輸送は、湾岸戦争での
米軍の砂漠の嵐作戦において、即応性が求められる地上戦に対して迅速に通信
衛星等を打ち上げて通信機能の増強を可能としたことが教訓となり、宇宙輸送
として位置づけたものである。軌道上支援では、軌道上で追尾、監視、発見、
機動、そして戦力維持するという機能を意味し、これらが衛星運用を出来るだ
け効果的かつ効率的にするという目的で位置づけられた。 
これらのマニュアルに対する下位ドクトリンの位置づけで「AFM2-25, Space 
Operations」11が同じく 1992 年に、その後「ADFF3-14, Space Operations」（この
内容は後述する）が 2012 年にそれぞれ公表されている。これらの文書において
米空軍は、すべての任務を遂行し支援するため宇宙システムと宇宙環境を効果
的に利用するべきと主張した12。その理由としては、宇宙空間が国境を越えて展
開することができる空間であり、弾道ミサイル攻撃、通信、偵察といった軍事
作戦を実行するには宇宙空間でこそ最大限の能力を発揮できる特性を有してい
                                                                                                                                               
(http://www.au.af.mil/au/awc/awcgate/acsc/97-0427.pdf, 2018.8.9 accessed.) 
11
 1992 年 5 月の段階では本ドクトリンはドラフトの取扱いであった。 
12
 米空軍 HP（http://www.au.af.mil/au/awc/awcgate/au-18/au180047.htm 2018.8.9 アクセス）によ
る。 
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るからだとした。 
これらのドクトリンは４つの前提で成立している。第一は、米軍が行う軍事
活動は宇宙空間を利活用することを主眼とすること、第二に、軍事的合理性を
追求しつつ軍事戦略と交戦規定（Roll of Engagement: ROE）を導くためにはドク
トリンと国策（National Policy）の両方を使用すること、第三は、宇宙ドクトリ
ンは将来の宇宙軍のあり方を示しておりその発展を導くものであること、そし
て第四は、戦いの原則13は宇宙作戦においてもすべてを適用できるということで
ある。 
これら４つの前提条件は、現在の戦略環境や科学技術の動向などの視点から
もその方向性は正しいものと考えられる。今後、日本の安全保障分野の宇宙利
用においても、日米両国間の取極め（2＋2）等での宇宙政策と宇宙安全保障に
関わる戦略との吻合により、国として進むべき方向性を定めて、宇宙空間の安
定的な利用を確保していく必要がある。その際、国際間協力や各省庁間協力は
もとより、ベンチャー企業を含めた多種多様な企業体と学術団体、そして政府
との連携等、多様な枠組みを活かした連携が必要となる。 
ここで安全保障上の宇宙利用が最も進んでいる米軍において、宇宙関連の任
務が具体的にはどのようなものかを確認する。2013 年 5 月に公表され、2018 年
4 月に改訂された統合宇宙ドクトリン「JP3-14, Space Operations」は、米国の陸・
海・空軍及び海兵隊が宇宙作戦を遂行する上でのエッセンスが記述されている
文書である。このドクトリンにある宇宙作戦上の能力としては、①SSA、②宇宙
統制、③位置・航法・時刻（全球測位衛星システム）、④インテリジェンス・
監視・偵察（Intelligence, Surveillance, Reconnaissance）、⑤衛星通信、⑥環境モ
ニタリング、⑦ミサイル警報、⑧核爆発検知、⑨宇宙への打ち上げ、⑩衛星運
用、の 10 項目から構成されている。 
これら 10 項目の中で最初に記載されている SSA は、残り 9 項目すべての宇宙
                                                 
13
 各国各軍種において様々な「戦いの原則」が存在するが、ここでいう米空軍の戦いの原則と
は、Objective, Offensive, Mass, Economy of force, Maneuver, Unity of command, Security, Surprise, 
Simplicity をいう。 
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作戦を遂行するにあたっての基盤と位置づけられている。SSA は宇宙作戦を決
定するのに必要不可欠な、宇宙物体と宇宙環境に関わる基礎的かつ現在から将
来までの知識であり、実施しているすべての実体と要素に関係する任務である
としている。SSA は、宇宙監視、収集、および処理の統合、環境モニター、米
国と協力国のシステムステータス、宇宙領域（Space Domain）の分析に依存する
ものであり、我の宇宙能力と脅威を与える側の宇宙能力と意図の理解を取り入
れる必要がある、とまで記述している。つまり、例えば日本が運用している弾
道ミサイル防衛（BMD: Ballistic Missile Defense）システムに必要な早期警戒情報
を獲得するための早期警戒衛星を米国が運用するためには、作戦基盤として継
続的かつ完全性をもったシステムとして SSA を運用できなければならない。ま
た例えば全球測位衛星システムを恒常的に利用できるようになるためには、全
球測位衛星システムの運用基盤として SSA を確実かつ継続的に機能発揮させる
ことが、有事と平時を問わず、防衛分野と民生分野の両方の利用者に対して必
要になる。以上のことから、安全保障分野の宇宙利用の重要性は今後ますます
増大していく見通しがあり、特に SSA は宇宙利用の作戦基盤として不可欠な機
能と位置付けられている。 
2.2.3  同盟国からの協力の要請 
2008 年の宇宙基本法制定までの非軍事の範囲でしか宇宙を利用しないとして
きた日本に対して、日本の唯一の同盟国である米国は、それが米軍の軍事行動
に対して直接的な障害とはならないとみて一定の理解を示してきたものと推察
される。しかしながら冷戦終結以降、北朝鮮の弾道ミサイル実験の活発化や中
国の軍事的台頭など、東アジアが急激に不安定な安全保障環境に置かれ、その
渦中にある日本とその同盟国である米国にとって、東アジアの安定と自国の平
和と独立を守る重要な手段の一つが日米同盟の強化であり、同盟を維持するた
めの具体的手段が防衛力の強化であるとの認識で両国は一致している。米国は、
日本が宇宙基本法を制定し安全保障分野の宇宙利用を積極的に行うことを決意
したことに対して、それが防衛力の強化に資するものとして前向きに評価した。 
これまで日米両政府の安全保障上の具体的な宇宙政策は、「日米ガイドライ
ン（the Guidelines for Japan-U.S. Defense Cooperation）」において方針が示されて
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きた。2015 年 4 月に改訂された日米ガイドラインで、米国政府は日本政府に対
して宇宙分野での協力を正式に要請している[20]。ガイドライン第６章の宇宙及
びサイバー空間に関する協力について、「日米両政府は、宇宙空間の安全保障
の側面を認識し、責任ある、平和的かつ安全な宇宙の利用を確実なものとする
ための両政府の連携を維持し及び強化する」とした。更に具体的な取り組みに
ついても明記しており、宇宙システムの抗たん性の確保及び宇宙状況把握に係
る協力の強化を盛り込んだ。そして日米両政府は相互に支援しつつ、宇宙空間
の安全及び安定に影響を与え宇宙利用を妨げ得る行動や事象について情報共有
する、などとした。また自衛隊及び米軍の任務である早期警戒、ISR14、測位、
航法及びタイミング、宇宙状況把握、気象観測、指揮、統制及び通信並びに任
務保証のために不可欠な関係する宇宙システムの抗たん性の確保等の分野にお
いて協力することまで踏み込んで盛り込まれた。 
米国の宇宙分野の協力要請に呼応する形で、日米両政府は継続的に対話を行
ってきた。宇宙外交の一環として 2017 年 5 月には「宇宙に関する包括的日米対
話」第 4 回会合が開催された[21]。この会合で両政府は、民生，商業，国家安全
保障上の宇宙に関する関心と協力に対する政府一体となったアプローチを強調
し、両国の宇宙システムの抗たん性を含む宇宙空間の機能保証の強化が非常に
重要であるとの認識を共有した。このような対話ではその時々にマッチする議
題を論じる場合が多いが、ここで特筆すべき点は、宇宙活動基盤たる SSA に対
する具体的活動として、自衛隊を含めた政府による多国間演習（グローバルセ
ンチネル）への継続的な参加が議論され、2016 年以降は毎年日本がこの演習に
参加した。更にこれに加えて、米空軍宇宙コマンド（AFSPC）が主催するシュ
リーバー演習（Schriever Wargame15）に日本が招聘されたことを受けて、国家安
全保障局、内閣府、防衛省など複数の関係省庁、そして JAXA がこの演習に参
                                                 
14
 ISR とは Intelligence, Surveillance and Reconnaissance（情報 · 監視 · 偵察）を意味する。 
15シュリーバー演習の目的は、宇宙に関する各種事象への対応等を参加国とともに演練すること
により、宇宙空間における各国との連携強化や将来の宇宙政策立案の資とするものとされる。（防
衛省 HP） また宇宙空間で自国の衛星が電波妨害や攻撃を受けた場合などが演習想定とされる。
（2018 年 11 月 25 日付朝日新聞デジタル版） 
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加した。この演習は、概ね 10～12 年先の将来を想定した宇宙空間での作戦に係
る机上演習であり、これまで米、英、豪、加、新、仏、独の参加実績があるも
のである。本演習への参加の意義は、日米ガイドラインで示された宇宙空間に
関する日米協力の強化や、日本の宇宙システムの機能保証の向上等の観点から
有意義であるとされ、日本は 2017 年と 2018 年に継続して参加した。 
宇宙分野の日米間での協力内容がより具体的かつ実効的となったことは、東
アジア情勢や宇宙空間を巡る脅威の増大、あるいは科学技術の進歩などを背景
として、日米同盟が宇宙利用にも確実に影響を与え、そして宇宙利用の促進に
つなげる機能を担っていることを示唆した例といえる。このような政府全体の
動きは、対米という点を考慮しても、安全保障政策の議論としては異例なほど
関係省庁が一丸として具体的な内容にまで踏み込んでいると感じられる。2008
年の宇宙開発戦略本部創設から 10 年以上が経過し、今や内閣府のリーダーシッ
プの下で政府として連携の取れた安全保障上の活動が徐々にではあるが確実に
定着してきた証といえる。 
このように、北東アジアの安全保障環境が急激に変化し、宇宙空間の軍事的
な脅威とともに宇宙環境の悪化が進行しつつある中で、日本は自国の平和と独
立を守り安全を保障するための対応を図る必要がある。このためには、日本の
国力を結集して、商業、学術、政府、安全保障等といった枠組みを超えた協力
を行うことで、宇宙利用に積極的に取り組むことが出来る。 
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 デュアルユースによる宇宙利用 第３章
3.1 デュアルユースとは何か 
デュアルユースという言葉は「デュアル」と「ユース」の多重語である。こ
れを文字通りに解釈すると「両方で用いる」ことと訳すことができる。そして
誰が、何に対して、どのように用いることがデュアルユースなのかという点で
考察していくと多くの定義が存在しそうである。デュアルユースの一般的な定
義としては「複数の主体があるアプリケーションを一つのシステムとして利用
すること」と捉えることができる。またガーツ（Gartz）は「新たに開発する当
初の段階から、安全保障と民生の両方の適用を想定したシステム」のことだと
している[22]。この定義で注目したいのは、デュアルユースの主体が安全保障と
民生であることは明らかにしているが、システムの対象やそれをどのように利
用するかはこの定義では不明確なことである。カプツィ（Capuzi）は、コスモス
カイメッド衛星のデュアルユース化を担当した自身の経験から、デュアルユー
スを「利用可能な資源を効率化して利益を最大化することを目的とした、民間
の分野と軍の分野のための 2 つの異なる急迫事態（exigencies）を共存させるこ
と」と定義した16。 
一方、デュアルユースの効果に着目して定義することもできる。複数の主体
がそれぞれ独立してシステムを構築するよりも、双方が保有するアセットを相
互に協力して利用することが出来れば、利用の効率性が向上すると見込まれる
ことに注目した捉え方である。本論文では、利用する主体、利用する対象、そ
して利用する手段を含めた定義として、「民生と安全保障の主体が、それぞれ
のアセットを、一つのシステムとして運用すること」をデュアルユースと定義
することとする。なおデュアルユースの対象は、デュアルユースに適用される
「技術」そのものではなく、それぞれの主体によるシステムの「運用」を対象
                                                 
16
 Arnaldo Capuzi 氏と筆者とのやり取り（2018 年 11 月 16 日付）の内容。氏はイタリア宇宙庁
(Italian Space Agency)でコスモスカイメッド衛星のプログラムマネージャーを務めた。 
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として論じることとする。 
デュアルユースに関する先行研究ではデュアルユースと技術とを一体化して
論じられているものが多い。例えば松村は、第 2 次世界大戦後のアメリカの軍
民両用技術をデュアルユースとして捉え、その成り立ちと特徴を詳細に論じて
いる[23]。松村は、デュアルユース技術とは軍事民生両領域において利用可能な
技術である、と定義している。そもそもほとんどの技術は生来的に軍民の垣根
がないとした上で、軍事技術はかつて民生技術体系の中にほぼ包含され、20 世
紀初頭の軍事技術体系が民生技術体系から離れて国家資源と結びつき独自の進
化を開始したとする。また軍事技術は軍事戦略上要求される特殊な仕様が付与
されるが、これは市場のニーズに対応するための柔軟な製造技術、高い品質、
そして低コストなどを重視する民生技術開発とは指向性が明らかに異なるとそ
の特性を論じている。松村のように、デュアルユースを技術的視点から論じた
研究は多くあるが、例えばソフトウェアのアプリケーションや人工衛星などア
セットを対象として安全保障分野と民生分野がそれらのアセットを共同で運用
する観点からデュアルユースを論じている研究は、国内外でほとんどみられな
い状況にある。 
デュアルユースによるシステム運用（Operation）が行われている事例は数々
あるが、運用の初期段階で軍事用途専用のアプリケーションであったものが、
時を経るに従い民生用に転用されるようになることは代表的なケースといえる。
このようなケースが代表的となるのは、1960 年代以降の冷戦期の軍事用アプリ
ケーションの多くが多額の軍事予算により成長してきたためであり、民生分野
の高付加価値産業を誕生させてきたことがその証左といえる。とりわけ現代の
人々の日常生活に欠かすことのできない「インターネット」は、もともと
ARPANET という軍事システムから民生利用へ派生したデュアルユースの典型
的な事例である17。また、現在多くの車両等に搭載されているカーナビゲーショ
                                                 
17
 インターネットの起源に関する文献は数多く存在する。例えば Waldrop, Mitch (April 2008). 
"DARPA and the Internet Revolution". 50 years of Bridging the Gap. DARPA. pp. 78–85. Archived from 
the original on 15 September 2012. Retrieved 26 August 2012.がある。 
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ンシステムに用いられる GPS 信号18は、元々は米国の軍事用の測位情報として
利用されてきた経緯があるが、これを民生利用に転用したシステムといえる。
軍事用から民生用へのこれらの技術的な流れは、一般に「スピン・オフ」と呼
ばれている19。これとは逆の流れである「スピン・オン」として、民生用のアプ
リケーションを軍事に利用するデュアルユースも見られる。例えば、航空自衛
隊が運用する E-767 早期警戒機は、民間旅客機 B-767 をベースに米国で派生機
として開発された航空機であり、これは民生から転用されたスピン・オンの一
例である。その他の議論として国際宇宙ステーション（ISS）の利用分野に関し
て安全保障と民生が ISS 利用のプレーヤーとなることについて日本国内では議
論があり、ISS 協定20の平和利用に関連して国会でも議論がなされた。結果とし
て各国の解釈で読み込むものとすることで解決したという経緯がある。すなわ
ち日本では ISS の利用は非軍事とする一方で、米国では利用がデュアルユース
としているが、この結論は玉虫色の決着といえよう。 
このように、デュアルユースという概念は、民生分野と安全保障分野の関係
性や転移の方向までも包含した意味を有しているといえる。このような広範な
意味を含有するデュアルユースという概念ではあるが論点を明確にしていくた
めに本論文では民生分野と安全保障分野の 2 者をデュアルユースの主体として
取り扱うこととする。 
  
                                                 
18
 GPS 信号とは、米国 Global Positioning System を構成する衛星群から発する信号のこと。 
19
 軍事分野から民生分野へのスピン・オフ事例として、戦闘機搭載用レーダー技術が高速道路
の ETC ゲートの電波管理技術へ応用された例、あるいは潜水艦に関する構造技術が宇宙ステー
ションに応用された例などは興味深い事例として挙げられる。 
20
 1988 年 9 月、関係各国と政府間協定（正式名：民生用国際宇宙基地のための協力に関するカ
ナダ政府、欧州宇宙機関の加盟国政府、日本国政府、ロシア連邦政府及びアメリカ合衆国政府の
間の協定、Inter Government Agreement: IGA）が締結された。 
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3.2 デュアルユースによる宇宙利用 
単一分野に適用するシステムはその分野に特化した設計ができるためシンプ
ルな設計となり得る。しかし民生と安全保障の 2 つの分野をデュアルユースと
して適用するためには、それぞれの主体の特性に応じたシステムを構築する必
要があり、設計がシングルユースに比べて複雑化する傾向がある。宇宙利用で
のデュアルユースの運用を検討するには、その前提として各主体が運用するシ
ステムの特性を分析して十分に把握しておくことが必要となる。 
本節では、国外でデュアルユースでの宇宙利用がされている先行事例を確認
し、宇宙利用のデュアルユースの主体となる民生分野と安全保障分野のステー
クホルダーを分析した上で、デュアルユースの運用上の制約や課題を明らかに
していく。 
3.2.1 民生分野と安全保障分野の宇宙利用の特性 
宇宙利用のプレーヤー21を民生分野と安全保障分野で区分した場合の主要な
プレーヤーを図 4 に示す[24]。 
宇宙利用において民生分野は大きく公共、学術、そして商業の 3 つのプレー
ヤーに区分することが出来る。公共とは、文部科学省など安全保障にほとんど
関与していない官公庁を表しており、JAXA などの宇宙機関もここに含まれるも
のとする。学術とは、大学や研究機関などの学術団体を表している。また商業
とは衛星メーカーや宇宙通信事業主、宇宙へのアクセスに必要なロケット製造
やロケット打ち上げ企業、あるいは衛星が軌道上から地球上を撮像した際の画
像の収集や配信といった機能を含め、宇宙関連の企業を表す。 
このような分類以外にも、他の分類例として米国統合参謀本部が作成した統
合ドクトリン[25]がある。これによると、宇宙利用のユーザーを軍事（military）、
                                                 
21
 ここで用いられるプレーヤーとは、当該システムに関連した多くのステークホルダーの中で
システムに対して重要な意味合いを持つものを意味する。 
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公共（civil）、および商業（commercial）の３つに区分しており、この中では学
術としての分類は特に行っていない。しかし本論文では、宇宙利用を論じるに
あたって安全保障に対する概念として大きな特徴の差を有さない公共（Public）、
商業（Commercial）、そして今や宇宙利用の大きな役割を演じつつある学術分
野（Academia）を含めた主体を総じて「民生（Civil）」として一括区分した。 
一方、安全保障分野（National Security）は、防衛省・自衛隊の防衛分野を中
心に、内閣官房（国家安全保障局、内閣情報調査室、内閣衛星情報センター）
や内閣府政策統括官（防災担当）などの危機管理を主管する組織、及び内閣情
報調査室、警察庁、外務省など、インテリジェンスに関連する組織を含めて安
全保障分野に該当するプレーヤーと区分した。 
 
 
 
 
 
図 4 宇宙利用における民生分野と安全保障分野のプレーヤー 
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また、デュアルユースで運用する際、そのシステムが備えておくべき事項に
ついて整理する。この事項は英語で「…ity」という単語により表現されること
から「イリティ」と呼ばれる[26]。デュアルユースのイリティを表 1 に示す。 
アクセス性については、民生と安全保障双方が保有する複数のセンサーから
得られたデータへの双方すべてのステークホルダーからの容易なアクセスが可
能となることが必要である。また相互運用性については、双方の目的に応じた
異なる運用要求を同時に満足するようなシステムであり、それを運用すること
に支障なく出来ることが必要となる。機密性については、特に安全保障上の機
微な情報であるとか、あるいは企業の保有する営業秘密を含む情報など確実に
保全することが出来ることが必要となる。迅速性については、SSA のセンサー
でデブリを観測し双方のユーザーが情報を入手するまでに時間がユーザーの要
求を満足する程度に迅速であることが必要である。特に大規模災害などの安全
保障上の要請に対しては緊急に対応を要することがありうるので重要な項目と
なる。効率性については、アセットの運用や設備の維持、あるいはプロジェク
トへの投資等、経費を削減できて効率化を図ることが必要である。冗長性につ
いては、複数センサーによりシングルユースの場合よりも観測範囲が拡大する
ことによって、SSA のデータ収集に対しての冗長性があることが必要となる。
そして情報精度については、センサーで検知することが可能なデブリのサイズ
の極小化が図れるなど、情報の精度が向上することが必要となる。これら以外
にもシステムの特性と用途に応じてデュアルユースとしてのイリティがある。 
これらのイリティは、デュアルユースシステムにとって重要な要素となるも
のの、すべての項目が双方にとってのプロフィットとなる訳ではない。なぜな
らば、仮にお互いの利害が対立するようなケースでは、どちらかにとってのプ
ロフィットが反対側にとってはリスクになりうるということに留意しなければ
ならない。このようなケースを含め、デュアルユースシステムの利害得失を客
観的に考慮することを、本研究はデュアルユースシステムの設計と評価を通じ
で確認していくこととする。 
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表 1 デュアルユースのイリティ 
項目 内容 
アクセス性 
Accessibility 
双方の複数センサーから得られたデータに対して、すべての
ステークホルダーから容易にアクセス出来ること 
相互運用性 
Interoperability 
双方の運用要求を同時に満足する運用が支障なく出来ること 
機密性 
Confidentiality 
安全保障上の機微な情報、あるいは企業情報を確実に保全す
ることが出来ること 
迅速性 
Rapidity 
センサーで観測してからユーザーが情報を入手するまでの時
間が、ユーザーの要求を満足する程度に迅速であること 
効率性 
Efficiency 
アセット運用、設備維持、投資等の経費を削減でき効率化出
来ること 
冗長性 
Redundancy 
複数センサーによる観測範囲の拡大によりデータ収集に冗長
性があること 
情報精度 
Accuracy 
検知可能なデブリサイズの極小化が図れるなど情報の精度が
向上すること 
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また、デュアルユースの仕組みを検討してデュアルユースシステムを設計す
るにあたっては、民生分野と安全保障分野がどのような特性を持った分野なの
かを明らかにすることが必要となる。ここで図 5 は、民生分野と安全保障分野
それぞれのシステムの一般的な特性と、デュアルユースシステムとして運用し
た場合の特性を整理して示したものである[27]。 
まず民生用システムは、ものづくりや品質保証にあたって ISO などの商業上
のスタンダート・規格が適用されることが一般的である。またアプリケーショ
ンやサービスには数多くの企業が市場に参画しており多重度があるといえる。
一方、民生分野は産・学・官あるいは膨大な企業数の主体から成り立っている
ため、民生の情報源は均質でなく異質性の傾向にある。民生用の宇宙システム
はまた出来るだけ利潤を得ようとする観点から、その装置や衛星プラットフォ
ームが単一の用途に限定されることなく多用途性を有する傾向がある。秘密保
全については商習慣上の営業秘密などに関わる保全措置が必要となる。 
一方、安全保障用システムは、民生以上にハイスペックなミルスペックに依
存している。兵器や装備品に対して安全保障上の要請に基づく高機能かつ高性
能が要求される。保全上では厳しいクリアランスが求められセキュリティ認証
があり、情報の区分も複雑かつ高度である。安全保障上の機密情報の取り扱い
も必要となる。1 年 365 日継続して運用することが求められるため、サービスは
継続運用が可能となる可用性が求められる。 
これらの特性を融合するデュアルユースステムの特性としては、運用上の高
多様性とともに玉石混合となるほど様々な性能レベルとなる。また秘区分の高
いドメインと民生ドメインの 2 種類の存在を柔軟に運用する必要がある。さら
には異なるユーザーがシステムを運用することから相互運用性（インターオペ
ラビリティ）の確保を要する。そして安全保障上の要請どおりに高いサービス
の可用性が求められることとなる。 
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広範な宇宙分野で現在活用されている民生分野と安全保障分野双方のアセッ
トは、両方の分野の様々な用途で使うことができる。表 2 は、安全保障分野と
民生分野それぞれのアセットの視点から、デュアルユースとしての利用可能性
を整理したものである。防衛用途として米軍が保有し運用しているミサイル探
知追尾のための早期警戒衛星は赤外線技術を適用していることから、民生用途
としては森林火災監視の利用が可能である。ただしこれまではミサイル探知追
尾の機能を有するミサイル防衛システムは機密性が非常に高く、ミサイル発射
図 5 民生分野と安全保障分野のデュアルユースシステムの特性 
 
出典：I.C.A. Penazzi, Assets and Technologies for Space-Based Dual Use systems, in: G. 
Pietro Finocchio, R. Prasad, M. Ruggieri (Eds.), Aerosp. Technol. Appl. Dual Use, 
Riverpublisher, 2008: p. 65.[27] 
 44 
の事態が生じたら緊急に対処する必要があるため、民生分野のプレーヤーと共
同して運用することは考えにくい。同様の理由から安全保障分野だけが運用の
主体とならざる得ない偵察衛星や情報収集衛星といった一部の衛星はシングル
ユース利用となる。 
一方、通信分野は通信衛星システムを安全保障分野が一般ユーザーの一つと
して用いているデュアルユースの例が多い。例えば防衛省・自衛隊は、海外企
業の通信衛星であるインマルサットを一般ユーザーと同等に利用している。ま
た防衛省は、Ｘバンド帯の防衛通信衛星について、スカパーＪＳＡＴなど複数
企業が設立した特別目的会社ディー・エス・エヌに対して PFI（Private Finance 
Initiative）方式により製造から設計寿命間の運用や基地局整備等を任せることで
専用の通信機能を運用している[28]。この要領はデュアルユースとして民生の利
用はないが民生分野の協力により成り立つ仕組みとなっている。Ｘバンド衛星
通信中継機能等の整備と運営については、民間の資金や経営能力、そして技術
的能力の活用により財政資金の効率的活用を図るため PFI 方式を用いている。
Ｘバンド衛星通信システムの整備にあたっては、既存の通信機能に加えて、将
表 2 安全保障利用と民生利用でのアセット 
 
適用可能なアセット 安全保障利用 民生利用
通信衛星
放送衛星
画像収集衛星
C4ISR
通信
災害監視
偵察
通信/放送
リモートセンシング/画像
地理情報
災害監視
GPS(米国)
ガリレオ(欧州)
準天頂衛星(日本)
軍用アセットの航法装置
精密誘導爆弾
民生用のナビゲーション
精密時刻
救急
早期警戒衛星(米国)
早期警戒システム
ミサイル探知追尾
核爆発探知/監視
資源開発
森林火災監視
火山噴火監視
ロケット追尾
防空システム
衛星観測システム
宇宙状況把握
ミサイル/衛星/デブリ探知追尾
軍事衛星のヘルスモニタリング
宇宙状況把握
衛星/デブリ探知追尾
民生用衛星のヘルスモニタリング
GOES(米国)
ひまわり（MT-SAT）(日本)
気象観測 気象観測
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来の高速大容量通信を可能としつつ、自衛隊の運用に即した通信回線の柔軟な
割当て等の機能が必要となる。また、通信衛星のバス管制や中継器の管制を行
う地上施設に関しては、防衛上の観点から抗たん性や指揮通信の即応性に優れ
た体制を構築する必要がある。これらのＸバンド衛星通信に係る課題やニーズ
から、衛星の調達（衛星の製造・打上げ）、運用、地上施設整備、維持管理を
PFI による企業からの協力の下で運用している。 
安全保障アセットを民生側に提供した例として、米国の GPS システムがある。
GPS は開発当初は軍事衛星の信号を一般にも解放することで民生分野の利用が
可能となった事例である。また SSA は、民生分野と安全保障分野それぞれのア
セットをそれぞれが利用しあうデュアルユースのケースとなる。SSA はこの点
で上記の利用ケースとも異なるものである。一方のプレーヤーが利用するため
に他のプレーヤーのアセットを制限せずに、それぞれが相互運用性を確保でき
るデュアルユースシステムといえる。 
3.2.2 デュアルユースシステムの運用例と先行研究 
宇宙システムの中でも代表的な例である地球観測衛星システムは、一般的に
衛星が取得したデータを地上にダウンロードして配布する構成となっている。
また全球測位衛星システム Global Navigation Satellite System （GNSS）では衛星
が発信する信号を地上の各所受信機が受信するシステムである。これに対して
SSA システムは、地上に所在するセンサーで観測したデブリや衛星の軌道情報
を各所に配布する構成となっているため、観測衛星や GNSS のように衛星がシ
ステムに内在しておらず宇宙システムとは異なるという解釈もできる。 
宇宙システムの中でも様々な情報獲得手段のスキームがあるが、宇宙空間に
関わる情報を収集する手段として SSA システムを宇宙システムと位置付けるこ
とは出来る。そして軌道上に SSA 衛星を打ち上げて宇宙空間を直接観測する手
段22も他国において実際に運用されていることから、SSA システムを宇宙システ
                                                 
22
 日本政府は宇宙基本計画工程表（平成 30 年度改定）において、SSA 衛星について調査検討す
ることとしている。しかし本論文では、デュアルユースとしての議論に焦点を当てる観点から、
軌道用にある SSA 衛星は検討の対象外とした。 
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ムの一つとして論じることは妥当である。本論文では、宇宙空間の情報を収集
する手段によってもたらされる情報の収集から配布まで焦点をあてて論じてい
く。この観点から衛星システムと SSA システムの双方とも比較対象として本節
で論じることとする。 
情報収集手段として運用され注目されている宇宙システムの中でもデュアル
ユースとして運用される典型的なシステムが、全球測位衛星システム、地球観
測衛星システム、そして宇宙状況把握システムであり、以下にこれらの細部に
ついて過去の先行研究を含めて論じていく。 
3.2.2.1 GNSS システム（米国 GPS 衛星システム） 
《システムの概要》 
GNSS とは Global Navigation Satellite System の略であり日本語では全球測位衛
星システムと呼ばれる。このシステムは、米国の GPS（Global Positioning System）、
ロシアのグロナス（GLONASS）、欧州のガリレオ（Galileo）、そして日本の準
天頂衛星（QZSS）等の衛星測位システムの総称である。この中でも安全保障分
野と民生分野とのデュアルユースシステムとして最も代表的なシステムが、米
空軍が運用する GPS システムである。 
 
図 6 GNSS 衛星の軌道イメージ 
出典：E. Howell, “Navstar: GPS Satellite Network,” Space.com. [Online]. Available: 
https://www.space.com/19794-navstar.html. （2018.8.6 アクセス）[29] 
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GPS システムは衛星群によるシステム構成となっている。図 6 は GNSS 衛星
の軌道イメージである。衛星群の軌道は、地球の赤道に対して約 55 度傾いてい
る。このシステムは、少なくとも 4 つの衛星が、地球上のどこでも、受信者か
らみて水平線から少なくとも 15 度上に見えるように存在するよう設計されてい
る。 
《デュアルユースとしての運用》 
GNSS システムは自己の位置を確認するためにわざわざ自分から電波を送信
する必要がないため、受信側が無制限に利用可能となる。そのため安全保障ユ
ーザーのみならず一般の民生ユーザーも容易に利用できるメリットがある。し
かし米空軍は、開発後間もなくは GPS 信号を受信するための装置を軍事専用の
高精度な情報精度を保って配信していたのに対して、民生側はそのような受信
装置が公開されず、精度を劣化させた状態での情報配信となっていた。やがて
GPS が民生用途に拡大していくに伴い、民生側の必需品としての地位を獲得し
てくると、GPS 信号が民生サービスの提供に死活的に重要になったため、安全
保障上のリスクによって民生側に信号が配信されなくなるのではないかといっ
た懸念の声が高まった。このような状況を受けて 2000 年、クリントン大統領は、
GPSシステムに関わる民生用データの「選択的な可用性（Selective availability）」、
すなわち軍事的な利用から民生分野にデータ提供を行わないようにするという
選択肢を今後取らないことを承認し、それ以降は民生も軍事と同様のデータを
利用できることとなった[30]。この点について米空軍のスタードバンドは、「GPS
の開発の主な理由は、兵器を目標に正確に着弾させ、米軍のナビゲーションシ
ステムの普及を逆転させる必要があったからだ」23と述べている一方、「当初か
ら国防総省（DOD）は世界中の民生コミュニティに対して GPS の有用性がある
ことを認識していた」とも記している。いずれにせよ GPS は軍事と民生の両方
に利用可能なシステムとして構築されており、デュアルユースシステムとして
の運用になっている。  
                                                 
23
 NASA HP 参照（Rick Sturdevant, 2007, https://history.nasa.gov/sp4801-chapter17.pdf, 2018.8.6 ア
クセス.） 
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《デュアルユース運用による情報の共有》 
GPS 情報の精度に関しては、軍事的な要求に基づく精度が安全保障ユーザー
に対して M コードと呼ばれる耐妨害性に優れた周波数のもとで提供されている。
この効果は一部の地域では信号強度が 100 倍になるといわれる[30]。現在の GPS
システムは、軍が安全保障側のメリットを最大限に享受し得るシステムであり、
敵地勢力まで同等のメリットを享受させることはシステムの目的にも反してい
ることとなる。そしてこのことは、米国政府が例え正式に「選択的な可用性」
を否定した現状であっても、高精度な GPS 信号を民生側ユーザーを含めた全て
のユーザーに均一に提供される仕組みではないことは留意すべき点である。 
ちなみに、2008 年以降の次世代の衛星開発として GPS III シリーズが推進され
ている。このシステムは、L1C / A 信号を合計 4 つの民間信号に対して動作させ
たまま、L2C、L1C、および L5 の 3 種類の新しい民間信号を追加している24。 
他方、GPS システムの脆弱性として、ポケットサイズの GPS ジャマーが 1990
年代後半から広く利用されており、イラク戦争やアフガニスタンでいくつかが
起こっているとの報告がある25。GPS 支援車両および武器システム、セキュリテ
ィの観点から、航空宇宙、輸送、輸送を混乱させるための GPS ジャマーの使用
についての懸念が生じている。GPS III のデザイン、特に L5 信号は、GPS を妨
害に対してより耐性にするようにも設計されている。しかしながら民生分野で
も広く利用されるシステムであるため、システムの脆弱性や敵対する脅威によ
る強制については、軍民両方のステークホルダーに直接的に影響を与える恐れ
があることを念頭に置いてシステム構築する必要があろう。 
  
                                                 
24
 Digital Trends HP 参照
https://www.digitaltrends.com/cool-tech/gps-iii-explained-everything-you-need-to-know-about-the-next-
generation-of-gps/, 2018.8.6 アクセス。 
25
 同上 
 49 
3.2.2.2 地球観測衛星システム（コスモスカイメッド） 
《システムの概要》 
宇宙軌道上には数多くの地球観測用途の人工衛星システムが存在しているが、
デュアルユースとして運用されている衛星システムの事例として代表的なもの
がイタリア宇宙機関（Italian Space Agency）とイタリア国防省（Italian Department 
of Defense）が委託し資金提供して開発されたコスモスカイメッド
（Cosmo-SkyMed）衛星システムである。本システムは 4 基の衛星コンステレー
ションを構成するシステムであり、その概要を図 7 に示す[31]。本システムは、
主として２つのユーザードメインから構成される。１つは民生用ドメインであ
り、もう一つは防衛用の地上セグメントと、民生と防衛の 2 つの主要ユーザー
カテゴリからの情報が統合されて処理されるいわゆる「デュアルユースセンタ
ー」を含む安全保障用ドメインとデュアルドメインとで成り立っている。デュ
アルドメイン（Dual GS Elements）として構成されている要素としては、衛星コ
ントロールセンタ （ーSCC）とミッション計画センタ （ーCPCM: Mission Planning 
Center）の 2 つである。 
このシステムには環境観測や地域監視、そして国家安全保障のための宇宙の
レーダー観測用のアセットがある。コスモスカイメッドは３つのセグメント、
すなわち、宇宙、地上、そして統合後方支援運用（ILS&Ops : Integrated Logistic 
Support and Operations）で構成される。宇宙セグメントは４基の中型衛星のコン
ステレーションで構成され X バンド帯の合成開口レーダーを搭載している。最
初の衛星は 2007 年に軌道上に投入され 2011 年から運用開始となっている。地
上セグメントは地理的に分散したいくつかの地上基地局で構成される。民生と
安全保障の共通ドメインである中央管制センターは、マテラの民生ユーザーの
地上セグメントと防衛ユーザーの地上セグメントが衛星からのデータを受信す
る一方で、 受信したデータを処理して画像情報としてユーザーに提供している。 
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《デュアルユースとしての運用》 
3.1章で先述したイタリア宇宙庁でコスモスカイメッド衛星システムのプログ
ラムマネージャーであったカプツィ（Capuzi）は、当該システムをデュアルユー
スとして運用する際の使命は以下の項目であると述べている。すなわち、 
○ 共通のニーズに対応してそれを満足させる（大量のデータ／情報を取
得し管理すること、運用の柔軟性／敏捷性、データの利用準備、サービ
スの可用性と持続性） 
○ 民生ニーズ（農業、森林、地質、環境および地図作成の用途）に対応
して満足する 
○ 軍事ニーズ（セキュリティ優先度管理、機密性と情報の完全性、保護
されたシステム）を満足する 
○ 民間人と軍との間に存在する相乗効果に投資するという決意を実行す
ること、プログラムの開始から完成まで、そしてその後の利用段階（デ
ータの取得と適用）までのプログラム/プロジェクトの開発段階全体を特
徴付ける 
○ 共通のセキュリティ要件を定義する 
○ 経済的資源だけでなく、人的資源と技術資源を共有し、幅広い合意と
能力の成長を生み出す 
○ 国際協力を可能にするような公平なバランスを実現する共通の「デー
タポリシー」と「システムリソース」の「共有」を定義する 
○ 「機密」技術とデータを保護する 
○ 本システムの運用上の実現および実施のために（２つではなく）単一
の初期投資をする 
○ 運用上でのシステムメンテナンスの費用を分担する 
○ 外部投資を誘致する 
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○ 国際協力を規定する 
またこれらと同時に、本システムに対するデュアルユースシステムとドメイ
ンの特徴について、以下のように述べている。 
○ デュアルユースは民生と安全保障の両方のニーズを満たすことに適す
る 
○ 情報の機密性を保ちながら、知識を共有する補完的かつ相乗的な方法で、
文民機関および/または国防省によって構想、開発、製造、および運用さ
れる 
○ 同じ技術を使用／共有し、利用可能な資源（経済的、機能的および運用
的）と知識（管理、工学的および産業的）を共通の要因として持ちなが
ら、相反する補完的な方法で実現される 
○ 情報の整合性と可用性がある。経済的資源や人材およびノウハウを共有
する独自の共同プログラム／プロジェクト事務所（民間および軍事）を
設置することを許容する。このため 2 つの独立したシステムに関してコ
ストを大幅に削減する（デュアルユースは民生と軍事別々のプログラム
の合計よりも 30％少ないコストを達成） 
○ デュアルユースシステムとして別々にあるいは相乗的に使用され、所有
者／利用者によって定められた「ガバナンス」および「権利」の原則（デ
ータポリシーおよびリソース共有の原則）に合致する 
○ 予め確保された／制限された方法で、または民間および科学共同体によ
って公然と利用される可能性がある大規模データバンクの作成を可能に
する資源（コスト、性能／機能）を最適化する利益を最大にする 
○ 2 つの地上セグメント（民生用と軍用）をもう片方のバックアップにす
ることを許可する 
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○ 真のシステムオブシステムズを構成するシステム（Cosmo-SkyMed は最
大 6 人のユーザー/親システムを従事させる能力を持つ）のマルチユーザ
ースキームを実行することを可能にする 
これらの項目はイタリアでデュアルユースとして運用されているコスモスカ
イメッド衛星の特徴を明確に示している。 
この他にも、コベッロ（Covello）らは、この衛星システムがデュアルユース
システムであり民生ユーザーと安全保障ユーザーの両方に撮像情報を提供可能
なシステムであることを概括的に示した[31]。またコレッタ（Coletta）らは、こ
のシステムで民生と安全保障の両方のステークホルダーに撮像した情報を提供
するために、リソースシェアリングの概念としてデータポリシーを明確にして
おく必要があることを論じている[32]。しかしながらコレッタらは、このシステ
ムにおける運用管理（Operations Management）の課題として、衛星と地上の運用
を同時に調整する際にシステムリソースを最適に活用することとしており、民
生と軍事という異種のユーザーコミュニティによるさまざまな競合する取得要
求に対応して調和させることにハードルがあることを挙げている。 
《デュアルユース運用による情報の共有》 
本システムの情報提供スキームとしては、まず軍事用途の衛星情報の場合は
安全保障上のネットワークを経由して伊国内の軍事部門と海外の軍事協力者に
配布される。民生側は民生ユーザー地上セグメントから民生ネットワークを経
由して世界的な民生側の顧客に配布されることとなる。ここで、地球観測衛星
システムが観測した衛星からの情報を、優先度に応じつついかに公平に配布す
るかといった運用上の課題が存在する。その課題に対して、イタリア宇宙庁は、
コスモスカイメッドのシステムのデータアクセスを特別のデータ配分ポリシー
により規定している。そこには国内外の民生ユーザー（公共機関と企業）と軍
事ユーザーがあらかじめ決められた規則に則りシステムのリソースを分配して
いるとされる。確かにこのような規則を制定して運用上のルールを作成するこ
とにより、デュアルユースシステムの制約条件として一定の効果を得ることは
可能である。しかしながら、その制約条件が果たして特質の異なる双方のユー
ザーにとって最適な情報分配と成り得ているか、あるいは分配された情報量が
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どのようなバランスであったならばシステムとして最適と判断されるのか、な
どの点についてまで解決策とはなっていない。 
3.2.2.3 宇宙状況把握（SSA）システム 
《システムの概要》 
SSA は、主に米国において、元来は軍事分野のミサイルディフェンス、すな
わち大陸間弾道弾の探知技術を適用したセンサー機能や指揮通信機能（C4ISR）
などのシステムを含めたシステムオブシステムズ（SOS：System of Systems）と
して発展してきたものである。この技術を軍から民にスピン・オフしてデブリ
や人工衛星の軌道を観測しデータベース化するなどの活動が SSA として確立さ
れた。現在は世界的に民生分野と安全保障分野の両方が密接に関連したシステ
ムとして運用されている。SSA の詳細は 3.4 章で記述する。 
《デュアルユースとしての運用》 
まず SSA を SOS として捉えた先行研究がある。シャー（Shar）らは、SSA シ
ステムのデブリ低減効果について国家間協力に焦点をあて、各国が有する観測
施設を含めたシステムとして国家の協力関係の度合いに対する最適化について、
ゲーム理論とシステムダイナミクスモデリングにより検討した[33]。この研究で
は SSA システムを SOS として俯瞰的に捉えたことにより、リスク分析に向けた
モデルを作り計算することで最適解を得ている。技術的及び社会的なつながり
を含めた国家間の協力関係と軌道上の物体を低減する関係をシステムダイナミ
クスモデルにより最適解に結び付け、ゲーム理論を用いて数値計算した。計算
結果では、公益事業を含めた経済項に対して国家安全保障項が相対的に敏感に
反応することとなっていた。この研究から推察できることとして、安全保障上
のデュアルユースの適用が当該システムに大きく影響を及ぼすことを示唆して
いるといえる。 
また政策的な観点から SSA を議論した先行研究がある。青木は、国連や欧州
の状況を踏まえて日本が長期的かつ安全に宇宙利用を行うためには自国の SSA
の拡充と確固たる国際協力が重要であると論じた[34]。この観点から、日本が国
全体として SSA システムを発展させるにあたっては、日本で先行して行われて
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きた民生システムとしての SSA に、安全保障システムとしての SSA をデュアル
ユースとして参加させることで国家全体のシステム構築を行うことが近道とな
るのではないかと考えられる。 
《デュアルユース運用による情報の共有》 
SSA 情報の共有に関する先行研究として、チョウ（Chow）は SSA の運用を複
数のステークホルダーで分担してデータを共有した場合に、メリットがあるに
もかかわらずいくつかの懸念があることを研究の中で指摘している。米国政府
以外の SSA 情報のユーザーにとって、プログラムの共有と情報の信頼性や正確
性だけでなく、米軍への情報連接についても懸念があるとした。米国内では一
方的な SSA サービスの提供によるコスト負担や、軍の秘匿度の高い衛星の軌道
位置が公表される恐れなど潜在的な国家安全保障問題の懸念を指摘した[35]。 
カイザー（Kaiser）は民生の組織体が SSA データを取り扱う場合、たとえ民
生と軍事の SSA が同じデータを使用するとしても、軍事用に検証された偵察情
報などは民間用途に関連しない要素を伴うため、軍事的に収集した SSA データ
に民生が依存しなくても大きな影響はなく SSA が可能であるとしている[36]。
国家安全保障上の懸念が SSA における軍民の協力や国際協力自体を阻むもので
はないが、安全保障側が情報共有をより困難にし、交換されたデータや情報を
意図的に劣化させる可能性があると論じた。とはいえ、現段階の SSA システム
として既存の軍事アセット無しでは存在し得ないことも同時に言及している。
カイザーは、民生分野のステークホルダーから見た場合、安全保障分野のステ
ークホルダーが関与することが民生にとってリスクとなり得ることを示唆した
といえる。 
本節では SSA の活動プロセスがデュアルユースシステムとして運用した場合
のプロフィットが大きいことを確認した。また、それと同時にデュアルユース
の運用に関わる懸念も存在していることも確認した。実際にデュアルユースシ
ステムをどのように運用し、SSA の情報をどのように扱うべきか等といった検
討について、第 4 章以降で詳細を論じていく。 
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3.2.3 デュアルユースの課題 
 それではデュアルユースにより宇宙システムを運用する場合には、どのよう
な制約あるいは課題が存在するだろうか。以下、デュアルユースの課題につい
て検討していく。 
デュアルユースとして民生分野のシステムに安全保障分野のニーズをどのよ
うに取り込むかというデュアルユースの実際的な課題について考察することは
有益である。この点に関して、国際宇宙大学元学部長であるジョセフ・ペルト
ン（Joseph N. Pelton）教授は、衛星に関わるホステッド・ペイロード26に関連し
て「安全保障分野が民生分野の衛星にペイロードを搭載させるべきかどうか決
定する際の大半の検討事項は、サービスを効率的に提供できるかどうかだけで
なく、商用衛星に対して軍事アプリケーションを組み込む知恵が双方にあるか
どうか」と論じている[37]。すなわち、デュアルユースとしてシステムを構築す
ることは従来からすると容易ではなく、システムの構築には双方が組み込むた
めの工夫が必要ということである。また、同教授は「新技術を実験するニーズ
がある場合、あるいは 2 つ以上の運用要求を組み合わせるコスト効率の良い方
法がある場合、民間衛星に政府あるいは安全保障ペイロードを組み込む実証は
意味を持ち、そうでなければ実行は不可能となろう。にもかかわらず、国際的
な情報通信政策決定者は、アプリケーションに民生と軍事を組み合わせるのは
適切かどうか長年議論してきた。しばしば生じる重要な問いである企業と政府
を組み合わせたデュアルユースの要求を満足する最も効率的な方法については
未解明のままである」としている。 
同様に、デュアルユース適用の困難性について、カプツィ（Capuzi）とレオナ
ルディ（Leonardi）は Cosmo-SkyMed 衛星システムのデュアルユース運用に携わ
った経験を踏まえて「真に運用可能なデュアルユースシステムを実現すること、
                                                 
26
 ホステッド・ペイロードとは、別目的の主ミッションで開発された衛星バスに政府や企業等
がその衛星に装置を追加してその衛星を利用することを意味する。ホステッド・ペイロードはデ
ュアルユースの一形態であるといえる。 
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そして真の付加価値を実現することは、民間人と軍人の間の最良の妥協点を見
出す必要がある。このため非常に困難なものである。」と語っている27。 
宇宙利用にデュアルユースを適用したシステムを運用する際は、プレーヤー
相互にとってシステムが効率化することや冗長性が確保されるといった利点が
存在する一方で、宇宙空間を利用するシステムに多くのステークホルダーと大
規模かつ複雑なシステムのマネジメントが要求される。特に GNSS や地球観測
衛星、それ以外でも例えば SSA で必要となる情報のやり取りは、多くのステー
クホルダーの間で複雑に行き交うことから、システムを設計するにあたって考
慮しなければならい「システム内のどのポイントが全体に影響を与えるビバレ
ッジポイントとなるか」という点を判断することが容易でない。特にデュアル
ユースでは民生ユーザーと安全保障ユーザーに SSA 情報が適切に配布されるか
を考慮しなければならないが、別々のセンサーで収集したデータをどのように
配布してすべてのユーザーの要求を満足させることが出来るかがデュアルユー
スシステム設計の鍵となる。例えば図 8 は、SSA をデュアルユースで運用する
システムを構築する場合の情報共有の概念を示したものであるが、デュアルユ
ースの中核的な役割としてデータセンターを設置する案とした。この図はステ
ークホルダーの関係性を単純化したものではあるが、ステークホルダーが数百
を超える程度に複雑化してくる状態に対しては、少しでもシステムの全体像を
把握できるように「見える化」する工夫を施すことが設計と評価に有効な手段
となる。 
                                                 
27
 Capuzi はデュアルユースの運用が決して解決できない課題だとはしていない。彼はまた「多
くの課題は“オープンマインドアプローチ”で取り組まれなければならない。そしてそれが成功
の鍵となる。」とも述べている。 
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図 8 デュアルユース運用の情報共有の概念 
前項で概観したデュアルユースシステムの事例から考察すると、宇宙利用に
おけるデュアルユースの具体的な制約あるいは課題は以下のように考えられる。 
① GNSS システムで例示した GPS システムのデュアルユース運用では、も
ともと軍事と民生の両方に利用可能なシステムとして構築されていたにも
かかわらず、実際は双方のユーザーが均質にサービスを提供されるシステ
ムとなっていないため、民生ユーザーが利用するにあたって性能差による
制約が生じ得る。さらに GPS システムを攻撃して無力化することが可能な
GPS Jammer の存在は、軍事利用の健全性に対する懸念のみならず、民生分
野のステークホルダーに至るまでその運用に大きな影響を与え、軍民合わ
せたシステム全体としての対応を迫られる可能性がある。 
②  地球観測衛星であるCosmo-SkyMedシステムのデュアルユース運用では
データポリシーの取極めが制約となる場合がある。このシステムでは民生
と安全保障の共通ドメインである中央管制センターがデータ受信するが、
ユーザーがデータにアクセスするために本システム独自のデータ配分用
のデータポリシーに従って行われている。これは緊急時の安全保障ニーズ、
あるいは費用を多く負担するユーザーに対するデータ配分の優先順位を
あらかじめ決めておくメリットがある一方、優先度が低いユーザーに対す
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るニーズをタイムリーに満足できるとは限らなくなり公平性という観点
で課題がある。 
③  デュアルユース運用については、民生と安全保障分野の両方が密接に関
連したシステムとして運用されている特徴があるが、双方を組み合わせた
デュアルユースの要求を満足する最も効率的な方法については未解明の
ままである。 
④ 宇宙利用のデュアルユースは各国の関連施設を取り込んだ国家レベルの
大規模システムとなるため、国家レベルでシステムに関与する度合いが強
まり、国際的な協力関係が直接的にシステムのパフォーマンスに影響を与
える可能性がある。言い換えれば国際的な軋轢があればシステムの健全な
構築に懸念が生じうる制約としてリスクが存在するともいえる。 
宇宙空間の利用は現代の安全保障分野の活動に不可欠な機能となっている
ことから、地域情勢の不透明さや国家間の争いなどが生起することにより軍
事力を含めた国家レベルの動きに発展することが、デュアルユースであるが
ゆえに民生分野にも影響を与える可能性があることに留意する必要がある。 
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3.3 宇宙環境に対する2種類のリスク 
安全保障分野における宇宙利用の重要性が増すにしたがって、中国や米国と
いった軍事分野での宇宙利用先進国では ASAT 兵器を開発することで、軌道上
の宇宙アセットに対する攻撃能力を強化させている。ASAT は世界各国のすべて
の宇宙利用ユーザーに対する具体的で現実の脅威となっている。他方で、宇宙
環境の悪化として近年増え続けているデブリもロケットの打ち上げや軌道上の
衛星運用に対して大きな脅威となりつつある。本節では、SSA の重要性の背景
ともなるこれら 2 つのリスクが、宇宙利用を巡る状況を変化させつつあること
を取り上げる。 
3.3.1 宇宙空間の安全保障上のリスク 
 これまで軌道上の宇宙アセットに対する安全保障上の脅威が現実的な問題と
して存在することを述べた。米国やロシア、中国は ASAT 兵器の開発を引き続
き進めているといわれている28。米国国家情報長官コーツによると、ロシアと中
国は、潜在的な将来の紛争の際に、非破壊的かつ破壊的な対宇宙兵器を使用可
能にすることを目指しているとされる。ここ数年のロシアと中国の軍事改革は、
宇宙システムやサービスに対する攻撃を他の分野の軍事作戦と統合するよう設
計された運用体制の確立に重点を置いていることを示しており、ロシアと中国
の破壊的な ASAT 兵器はおそらく今後数年間で初期作戦能力（IOC: Initial 
Operating Capability）に達するとみなされている[38]。米ワシントンタイムズ紙
は、ロシアは2018年3月と8月にASAT用兵器の新型ミサイル「ヌードルNudle」
の発射実験を実施して成功したと報じている[39]。両国はまた、指向性エネルギ
ー兵器29の技術を進歩させている状況にある。特に懸念されるのは、ロシアと中
                                                 
28
 例えば Space News の記事が参考となる。 
https://spacenews.com/u-s-intelligence-russia-and-china-will-have-operational-anti-satellite-weapons-in-a
-few-years/（2018.8.9 アクセス) 
29
 指向性エネルギー兵器に向けた日本の動向として「高出力レーザーシステムの研究」が防衛
装備庁で行われている。 
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国は軌道上で精密な活動を行う「実験的」衛星を継続的に打ち上げており、少
なくともその一部は対宇宙能力を向上させることを意図しているといわれる。
この技術は民生分野の利用としては衛星の点検、給油、あるいは修理などとい
った非軍事的な用途技術でもあるが、この中には他国の軌道上の宇宙アセット
に対しても使用可能となる。 
このような宇宙アセットに対する軍事的脅威が現実となった現段階において、
軌道上の宇宙アセットをどのように確実に保全することができるかが喫緊の課
題となっている。健全であった軌道上の衛星の機能が停止したことが判明した
際に、その機能停止の原因が何であるかを判断するため、衛星の自己診断機能
による診断といった手段を用いると同時に、外部からの意図的な侵害行為に基
づくものかどうかを判断するための手段として、地上あるいは軌道上から衛星
をモニターできる宇宙状況把握の機能を有することが重要となる。 
3.3.2 宇宙環境の悪化 
宇宙空間に漂うスペースデブリは、ロケット打ち上げ後の残骸や運用終了し
た衛星などその数が合計 18,000 以上とされる。NASA は増大するスペースデブ
リの状況を図 9 のようにグラフ化して継続的に全世界に対して報告している
[15]。 
図 9 では、1960 年代から増加し続けて 2016 年時点で 19000 個程度のデブリ
量となっていることを表している。宇宙に漂う物体を、断片化したデブリ、宇
宙機器、任務関係のデブリ、およびロケット打ち上げ時の残骸デブリの 4 つに
区分して表記している。この内、断片化したデブリは 2007 年と 2009 年に急激
に増加している。2007 年の激増は中国が実施した ASAT 実験による自国気象衛
星の破壊に伴うデブリの大量発生が原因である。また 2009 年の激増は、イリジ
ウム社の通信衛星 Iridium33 とロシアの軍事通信衛星コスモス 2251 が宇宙空間
で衝突したことによるデブリの大量発生が原因である。 
このように 1960 年代から増加を始めたスペースデブリは、2018 年現在も増加
途上にあり、今後ともその傾向は幾何級数的な増加を招くといわれるケスラー
シンドロームとして急拡大する可能性すらあり得る。 
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図 9 増大するデブリの状況 
出典：NASA Orbital Debris Program Office, “Orbital Debris Quarterly News,” 2018 
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3.4 宇宙状況把握（SSA）の概要 
SSA は、国益に関連する国全体としての民生と安全保障を含めたすべての宇
宙空間の運用の健全性を維持すること、そして地球または宇宙に関連する脅威
や状況等を把握することを大目的としている。この目的を達成するためには、
「宇宙環境の把握」、「物体の追跡」、「衝突解析」、「宇宙天気等」が大き
な柱となる。具体的な内容として「宇宙アセットへの妨害に対する脅威の監視」、
「デブリ／衝突の監視」、「宇宙天気の情報収集」、「地球近傍小惑星の監視」
あるいは「地球周辺環境の観測／監視」などが中心的な活動として挙げられる。 
SSA の実施主体として、米国では米空軍（USAF : United States Air Force）や
NASA が、欧州では欧州連合や欧州宇宙機関（ESA : European Space Agency）が
実際に活動を行っており、宇宙における総合的な安全保障の観点から近年非常
に重要な活動となっている。日本では JAXA が保有する観測用センサーなどの
SSA アセットと観測に不可欠な軌道計算のデータ解析技術を活用して、民生と
安全保障の両面で必要とされる新たな SSA システム構築の具体化に向けた動き
が活発化している。 
デブリとは地球周辺の軌道上に散らばる人工物体のことである。例えば、人
工衛星、ロケット、人工衛星から切り離された部品、ロケットから切り離され
た部品、人工衛星の劣化に伴って剥がれた塗料、断熱材の破片、衛星破壊実験
で発生した破片、衛星やロケット自体が破裂した時の破片、宇宙飛行士が宇宙
遊泳中に手放してしまった手袋、工具等はデブリとなって存在する。1957 年に
旧ソ連が人類初の人工衛星スプートニク 1 号を打上げて以来わずか 50 年で、
地球の周りには大小の人工物体で満ち溢れており、現在直径 10cm 以上のサイ
ズのデブリは 16,000 個以上となっている。2007 年の中国による衛星破壊実験
や 2009 年の米露の人工衛星同士の衝突で大量の破片が発生するなど、ここ数年
でデブリにより宇宙環境が急激に悪化しており、現在の宇宙開発にとっての脅
威になっている。特に、国際宇宙ステーション（ISS）や地球観測衛星等が周回
中の中低高度軌道（約 400km～1,000km）帯が顕著であると同時に、気象衛星、
通信衛星等が位置する静止軌道にも、現状のデブリ推定数の２～３倍のデブリ
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が存在する可能性を NASA が指摘している。全地球測位システム（GPS）など、
人工衛星は国民生活にとって重要なインフラとなっており、デブリとの衝突に
よりインフラが破壊されたときの社会的・経済的被害は計り知れない。更に近
年では国内外の大学や企業が超小型衛星の打上げに参画しており、従来の宇宙
機関間での合意形成では想定できなかったような宇宙空間が混雑していく状況
に鑑みて、宇宙先進国との国際協力を推進しつつ、日本が行う SSA を産・官・
学が協力して担うことが求められる。 
SSA は宇宙基本計画の中で、宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクト
の実施方針の一つとして位置づけられている。そこでは「日米連携に基づく宇
宙空間の状況把握のために必要となる SSA 関連施設及び防衛省や JAXA を始
めとした関係政府機関等が一体となった運用体制を、平成 30 年代前半までに
構築する。これに並行して、我が国関係機関と米国戦略軍等との間で連携強化
の在り方について協議を進め、運用体制構築等に資する情報収集及び調整を図
る。」としている。ポイントは、政府・機関で一体となった運用体制の構築、
そして日米連携の強化の 2 点である。SSA の中には「デブリ観測／デブリ接近
解析・衝突回避処置」、「宇宙天気の情報収集」、「地球近傍小惑星の監視」、
「デブリ低減のための国際規格化」など人類共通の課題が含まれており、我が
国独自の対処を要するものの他、海外と連携協力しながら対処することが適切
なものがある。特に、米国は米ソ冷戦時代に構築したグローバルな監視網（SSN：
Space Surveillance Network）を保有しており、欧州は ESA 及び EC との連携に
よる域内の国際協力が前提になっている中で、我が国のみで欧米と同程度の活
動を行うことは能力的、財政的にも限界があり、SSA 構築の先進国である欧米
との協力が不可欠である。効率的な観測、リソースの有効利用の観点からもい
かに効果的に米国や欧州と協力していくべきかを整理する必要がある。 
世界中のSSAセンサーを活用して24時間態勢で監視活動を行ってデータベー
スを構築している米国にとってみると、米国の観測の範囲外である日本の地理
的位置（東経 135 度付近）が、特に静止軌道の物体に対する観測データへの要
求として顕在化しているものと推測できる。なお、同様の経度上にはクワジャ
リン環礁とオーストラリアの SSA 観測施設の建設が予定されているが、2018 年
12 月現在のところ未だに計画段階にある。 
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SSA で世界の中核的な役割を果たしている米軍では、SSA に関連した以下の
機能を有している。 
 
① 衛星、デブリや弾道ミサイルを発見するための探知機能 
② 衛星の状態やデブリの形状等を確認するための識別機能 
③ 軌道を決定するために必要な追尾機能 
④ 各種情報を共有するためのネットワーク機能 
⑤ データベースを作成するためのカタログ化機能 
⑥ 衛星運用者等へ危険を通報するための情報提供機能 
 
米国では上記の機能全てを発揮するために必要なシステムを整備して運用し
ている。他方、世界各国ではすべての機能を有してはいないものの、国際協力
につながる複数の機能を有している国も存在する。以下、各国の SSA の状況と
我が国における SSA の状況をそれぞれ確認していく。 
3.4.1 各国の SSA の状況 
3.4.1.1 米国 
米国における SSA は、北米航空宇宙防衛司令部（North American Aerospace 
Defense Command：NORAD）により、宇宙物体の検知と追尾として開始された
[40]。米軍は軍用のセンサーを整備してきたが、軍事センサー以外にも NASA を
はじめ民生分野のセンサーを含め、国内外の地上センサー及び軌道上の衛星搭
載センサー（Space-Based Surveillance system：SBSS）を擁して SSA システムの
構築を継続している。これら SSA 装備としてのハードウェアの充実は、米国の
国家宇宙政策（The U.S. National Space Policy）が「デュアルトラック」のアプロ
ーチを承認することの裏付けに他ならない。すなわち米国は、「責任のある利
用や宇宙環境の長期的な持続可能性に反する宇宙内の行動を探知し、特定し、
属性付けするため、商業、公共機関、そして安全保障のソースから SSA を開発
し、維持し、そして利用する」と政策で明確化している。種々のセンサーで得
られた SSA データは、情報としてデータベースを構築し、世界各国の軍民を問
わず宇宙利用エンティティに直接情報提供する。このような米国の軍事主導型
の SSA システムをデュアルユースとして捉えられるのは、軍事分野と民生分野
の両方のセンサーを利用し、かつ SSA 情報を軍民双方に提供している点である。
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さらに米国では公式なウェブサイト（SPACE-TRACK.ORG）に SSA データを共
有して衛星の運用者が運用の全段階で最適な情報に基づいた意思決定を行える
ようにすることとしている。 
一般に、軍事主導型のデュアルユースシステムは、当初の運用では軍事の単
一目的または単一分野のユーザーを念頭においたものである。そのため途中で
ユーザー範囲を拡大して利用を進化させる場合、システムの拡張性や柔軟性が
乏しくなる特性がある。軍事主導型のデュアルユースシステムの課題として、
ラーセン（Larsen）は、GPS のようなデュアルユースを行う場合には、軍民両方
のユーザーがサービスの継続性に不安を抱きやすく、情報のアクセス性の確保
も課題だと論じた[41]。ラーセンが指摘した「情報の民生ユーザーへのアクセス
性確保」の課題を解決するために、例えば GPS システムではかつて米国防省は
かつて測位精度を低下させる等の技術的措置を施した上で情報をリリースして
いた。このように情報の民生への共有には一定の制約あるいはそれに伴う新た
な物理的手段を設ける必要がある。軍事主導型のデュアルユースシステムは軍
民両方を効率化するためには何らかの工夫が必要なシステムといえる。 
軍事ニーズに基づいた宇宙開発を政策の柱として実施してきた米国では、宇
宙の監視、自国及び友好国の宇宙システム保全、敵対国の宇宙システム使用能
力の阻止並びに戦場管理や C4I の直接支援を任務とする米戦略軍
（USSTRATCOM）の指揮の下、米国防総省戦略軍統合宇宙運用センター
（Combined Space Operations Center: CSpOC）が主体となり地球軌道上のすべて
の人工物の検知、追尾及び識別を実施している。CSpOC は、全世界に所在する
軍民合わせて 29 箇所あるレーダー・光学望遠鏡、さらには 2010 年 9 月に打ち
上げられた宇宙監視衛星を含めた宇宙監視用センサーを連接し、宇宙監視網
（Space Surveillance Network）を構成している30。図 10 に宇宙監視網の全体図を
示す。 
                                                 
30
 例えば米空軍 HP が参照となる。
http://www.au.af.mil/au/awc/awcgate/usspc-fs/space.htm（2018 年 8 月 10 日アクセス） 
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興味深い点は、これらの監視施設が①宇宙状況把握を主任務とする施設
(Dedicated Sensor)、②副次的任務とする施設(Collateral Sensor)、そして③要求に
より監視可能な施設(Contributing Sensor)、の３種類に大別されていることである。
すなわち純粋な軍事施設のみならず、協力可能な民生施設についてもこのシス
テムに取り込んでいるということである。 
このネットワークにより、運用中及び運用終了した衛星や打ち上げられたロ
ケットの残骸、あるいは破片などの人工物を監視する能力を有する。また JSpOC
ではこのネットワークを用いて既存のデブリ以外に新たに宇宙に打ち上げられ
た物体を探知し、それらの位置や軌道を確定してカタログ化してデータベース
にしている。これらのカタログ情報は TLE（Two Line Element）と呼ばれ、現在
までのところ無償で世界に提供されている。さらに国際宇宙ステーションや運
用中の衛星に対する衝突予測、大気圏内に再突入する物体の落下位置等の予測
を行い、米国内のみならず諸外国の衛星運用者に対して情報提供を行っている。 
なお、近年は米軍以外にも、米国の Aerospace Corporation 等の商業団体が宇宙
 
図 10 米国の宇宙監視網（Space Surveillance Network） 
出典：http://www.au.af.mil/au/awc/awcgate/usspc-fs/space.htm（2018 年 8 月アクセス） 
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状況把握の業務に参入し、詳細な衛星軌道情報等を衛星運用者に対して有償提
供するサービスを開始していることも注目に値する。 
また 2019 年に入って米国政府は弾道ミサイル対処のためのレーダーを日本国
内に設置することを計画中であり、そのレーダーは SSA 用途としても運用する
ことを念頭においているとの報道がなされている[42]。記事によると、日本への
配備を検討しているのは「米本土防衛レーダ （ーHDR：Homeland Defense Radar）」
と呼ばれる新型のレーダーであり、米本土のほかハワイ、米領グアムなどに向
かう ICBM を発射地点近くから追尾する。人工衛星を攻撃する「キラー衛星」
やデブリの監視にも利用し、レーダーが得た情報を自衛隊とも共有する方向と
のことである。レーダー性能等の詳細までは現時点で不明であるが、運用概念
として安全保障用途と SSA 用途とが同一アセットでの運用を実現することから、
これもデュアルユースシステムの構築の一例といえよう。 
3.4.1.2 欧州 
欧州の SSA は、欧州各国が協力関係を構築して、民生分野が主体となって実
施している例が多い。ESA は民生分野の SSA を行っており、軍事分野は民生分
野のユーザーと同様にエンドユーザーとして成果物を利用している[43]。この例
はいわば民生主導型のデュアルユースとして分類することができる。 
ちなみにSSA以外の民生主導型のデュアルユースシステムとしてはGalileoを
挙げることが出来る。欧州の GNSS である Galileo は、米国の GPS とは異なり民
生用途としてシステム構築されつつあるが、一方安全保障分野も民生ユーザー
の一部としてサービスを利用できることを想定している[44]。 
このような民生主導型のシステムの特性として、軍事分野も含めて多種多様
な分野のステークホルダーを抱えたシステムが、その広範なエンドユーザーに
応じたサービスを継続的に提供しなければならないということが挙げられる
[45]。このような複雑化するシステムでサービス提供するために、様々な国や機
関や個人レベルのエンドユーザーが利用できるよう、システム全体最適化の設
計をしておくことが必要である。 
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3.4.1.3 ロシア 
人類初の衛星打ち上げロケットと有人宇宙飛行を成功させた旧ソビエト連邦
時代からの宇宙開発利用は、1955 年以来の軍事宇宙活動を基盤としている。旧
ソ連は 1957 年 10 月、世界初の人工衛星「スプートニック 1 号」の打ち上げ以
来、そのほとんどが軍用となる人工衛星を数多く打ち上げ、ソ連崩壊まで世界
一の人工衛星打ち上げ数を誇った。冷戦期における米国との軍拡競争が積極的
な宇宙利用に拍車をかけてきたといえる。冷戦終結と旧ソ連崩壊により宇宙活
動は低調となったが、近年再び活動を活発化させている状況にある。 
宇宙分野における基本政策は、2013 年 4 月に大統領により承認された「宇
宙活動に関する 2030 年までおよびそれ以降の展望に関する国家基本方針」に
おいて定められている。民生分野の宇宙政策は、ロシア連邦宇宙計画「2013-2020
年のロシアの宇宙活動」として公表されており、2020 年までに宇宙活動及び宇
宙産業の発展目標や目標数値が表されている。 
一方、軍事分野では、2010 年 2 月、国家安全保障戦略の理念を軍事分野にお
いて具体化する文書として策定された「ロシア連邦軍事ドクトリン」において、
宇宙空間における優勢の確保が軍の目標達成のための決定的な要件の一つであ
るとしている。また 2015 年 12 月に承認された「ロシア連邦家安全保障戦略」
において、米軍による宇宙への兵器の配備が、グローバル及び地域的な安定を
阻害している要因の一つと指摘し、宇宙利用における米軍への対抗意識を鮮明
にしている。 
国営宇宙企業であるロスコスモがロシアの科学分野や経済分野の宇宙活動を
担う一方で、国防省は国家安全保障目的の宇宙活動に関与し、航空宇宙軍が実
際の軍事面でも宇宙活動や衛星打ち上げ施設の管理などを担当し、役割を分担
しているようにみえる。ロシアはまた衛星攻撃兵器の開発に関して長い歴史を
有しており、ミサイルによる衛星攻撃技術の他、近年では他国の衛星に対して
ロシア衛星の意図的な接近の例が確認されており、軍事的活動の積極的な利用
が更に進展しているものと思われる。 
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ロシアの SSA に関して、2008 年に策定されたロシア連邦宇宙政策の要旨によ
れば、デブリ発生を最小限にするための宇宙船や軌道上の構造物に対する設計
などに配慮することを挙げている。そして軍事のみならず種々の SSA センサー
により取得できた SSA 情報は、主要情報分析センターに集積された後、民生と
安全保障に渡る情報ユーザーに対して配信されるデュアルユースを運用してい
る模様である[46]。ロシアは世界的なレーダー及び光学センサーを保有しており、
それら SSA システムは基本的にミサイル警戒システムとして構築されている。
代表的な例として、バイスタティックフェーズドアレイレーダーがロシアのペ
チョラとアゼルバイジャンのガバラに配置されている。ロシア軍はまた北部タ
ジキスタンにある「Okno（オクノ）」と呼ばれる光学捕捉設備を運用している
[47]。 
ロシアでは、軍事分野は宇宙開発利用を主導して現在にまで至っている経緯
があり、大陸間弾道弾を活用してロケット推進を行ってきたことなどを踏まえ
て考えると、ロシアの宇宙利用は軍事主導型のデュアルユースと捉えることが
できる。 
3.4.1.4 豪州 
 豪州は日本と同様に SSA に関しては「新入り」である。豪州の SSA の取り組
みは安全保障が主体となっている。豪州の防衛戦略ガイドライン（Australian 
defense strategic guideline）では、「宇宙利用能力の安全を確保するために、政府
は、豪州と米国が共同で運営する宇宙監視レーダーや米国の光学宇宙監視望遠
鏡の豪州への移転を含む国防省の宇宙監視と状況認識能力を強化する」として
いる。この戦略的文書から、米国との共同作業の前提として、宇宙監視レーダ
ーと米国光学センサーを国内に移転させることによって、豪州とその同盟間の
関係を強化する豪州の意向を読み取ることができる。これは、SSA の活動分野
における戦略的同盟国として米国との協力を強化しようとする日本と同じ構図
である。豪国防省はまた、「オーストラリアの既存の SSA 能力は、米国で調達
された SSA 情報へのアクセシビリティに大きく依存している。既存の取り決め
は、C バンドレーダーや宇宙監視望遠鏡のプロジェクトを通じて強化することが
できる。国防省はまた、今後豪州の SSA センサーによる観測覆域を拡大するた
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めに、他のセンサーを検討する予定である。」と将来展望を示している。豪空
軍（RAAF: Royal Australian Air Force）は豪州での SSA を担当している。現在の
SSA 能力は、C バンドの宇宙監視レーダーを搭載したオーストラリアの宇宙オ
ペレーションセンタ （ーAUSSOC: AUStralian Space Operation Centre）に大きく依
存している。このレーダーはオーストラリア北西部で運用されており、RAAF
と USAF によって共同で運営されているため、これらのセンサーは米国宇宙監
視網（SSN: Space Surveillance Network）の一部として機能している。米国と同盟
関係にある豪州も日本とは準同盟関係にあり、東アジアの安全保障の安定に貢
献している。オーストラリアは、SSA の分野で米国と密接に協力しながら、東
アジア地域で収集された日本の高精度観測データから大きな利益を得ることが
できる。SSA 分野で日本とオーストラリアが相互に恩恵を受けることを考慮す
れば、日本は SSA の将来の発展のためにオーストラリアと提携することを真剣
に考えなければならないだろう。 
3.4.1.5 中国 
中国の宇宙利用政策は、第 2 次世界大戦が終了した 4 年後の 1949 年、建国間
もなく毛沢東が掲げた「両弾一星」のスローガンから始まる。両弾はすなわち
核爆弾とミサイル、そして一星は人工衛星を示す。中国は 1970 年には中国初の
人工衛星打ち上げに成功した。 
近年の動きとして、中国政府は 2015 年 7 月に国家安全保障政策である「国家
安全法（National Security Law）」を制定している。この中で、宇宙に関わる記
述（第 32 条）として平和的な宇宙探査を行う上での進め方として宇宙への安全
な進出を確保し、科学的な考察を行い、開発利用の能力を獲得し、国際協力を
図ることを挙げている31。宇宙利用の活動が国家安全保障に寄与するという考え
に基づき、宇宙資産を国家インフラとして守ることを規定している。 
また中国政府は 2016年に中国の宇宙白書を出版している。この白書によれば、
「宇宙強国の建設」や「中国の夢の実現」といった方針が示されたとともに、
                                                 
31
 中国国家安全法（http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/2015-07/07/content_1941161.htm） 
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「中国は 2011 年以降、中国は宇宙デブリの監視と低減、早期警戒と保護に改善
している。SSA に関連して、規格や規制も強化されている。宇宙デブリに対す
る監視と早期警戒が定期的に行われ、宇宙船の軌道上での安全な運航が確保さ
れている。中国はまた、宇宙デブリに対する宇宙船の保護プロジェクトにそれ
らを適用して、防護用の設計技術に突破口を作った」などと宣言している。2016
年から 2020 年における主要な任務として、中国が、デブリ、近地球の物体およ
び宇宙気候の標準化システムを改善して、データベースおよびデータ共有モデ
ルを強化し、宇宙デブリ監視施設の開発を進めることであるとしている。さら
には、「宇宙環境モニタリングシステムの改善と防災能力の向上のための災害
早期警戒と予測プラットフォームの構築に努める」とも述べている。更に、「近
地球の物体を監視する施設の建設についての研究を行い、そのような物体を監
視し、カタログ化する能力を高めるために計画を運用する」と記述されている。 
また中国は、欧州や米国などと協力してデブリ対策などの分野で協力を強化
する予定であるとしている。 中国と ESA は、中国・欧州合同宇宙協力委員会の
枠組みの中で、2015 年から 2020 年までの中国 ESA 間の宇宙協力の概要に署名
した。中国と米国の枠組みの中で、「戦略的・経済的対話」を開催し、宇宙に
関する対話を開催し、地球規模の気候変動とその関連分野に照らして、宇宙残
骸と宇宙天気の協力を強化することに合意した。にもかかわらず、中国におけ
る宇宙利用のための国内の民生と軍との協力関係はあまり明確ではないように
観察される[48]。最近の中国の積極的な軍事能力の拡大を考えると、中国の SSA
は安全保障主導のデュアルユースとして考えることが出来る。 
3.4.2 日本の SSA の状況 
3.4.2.1 現在までの日本の SSA 
日本は米国に比して小規模ではあるが JAXA 及び NPO 法人日本スペースガー
ド協会が衛星やデブリ等の観測・追尾・識別・カタログ化等を実施している。
日本国内の SSA 関連施設を図 11 に示す[49]。2018 年現在、日本国内で宇宙空
間を観測できるシステムはすべて民生分野が担っており、その施設は JAXA や
天文台、大学などにある。その中で SSA のセンサーとして利用できる設備は、
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岡山県苫田郡上齋原（かみさいばら）村にある観測施設のレーダー望遠鏡と、
岡山県小田郡美星（びせい）町の観測施設の光学望遠鏡がある。これらは両方
ともスペースガードセンターが運用している[50]。 
美星スペースガードセンターの外観を図 12 に示す。３種類ある内の口径 1m
の望遠鏡は主に新小惑星やデブリを発見のための観測用として、またこれ以外
の 50cm と 25cm 望遠鏡は追跡観測用途となっている。当該システムでは、1m
と 50cm の両方の望遠鏡で 16.5〜18 等級を検出することができるとされ、光学
望遠鏡は地球を周回する同期軌道にあるデブリを観測する[50]。宇宙デブリの観
測では、天体が一気に流れるように望遠鏡を固定させる。星が示す方向とは異
なる方向に移動するため、人工物体を認識することが出来る。 
一方、レーダー望遠鏡の外観を図 13 と図 14 に示す。このレーダーは平面型
のアクティブフェイズドアレイを採用している。大きさは 10m 四方で高さ 4m、
3/4 球形のレドームとなっている。図 14 はレーダーそのものを示し、サイズは
3m x 3m である。レーダー仰角は 45 度に固定され電気走査で 15 から 75 度まで
観測できる。1395 個のトランシーバモジュールがあり、ピークレベル 70kW を
送信する。方位角走査領域は東西方向に機械的に 270 度回転させることができ、
電気的にも 45 度走査できる。測定精度は、モノパルスで方位角が 0.18 度未満、
逐次ロービングで仰角が 0.28 度で測定される。レーダーシステムは、577km の
傾斜範囲で 1m 幅の球体を検出する機能を備える。観測距離の制限は 1350km で
あり、このレーダーが地球低軌道（LEO）のデブリを観測する目的であること
を意味する。このレーダーは日本に設置されている関係上、傾斜角が約 30 度未
満の物体を観察することは困難であるが、10cm 級（高度 650ｋｍ）のデブリを
同時最大 30 個追跡することができる[51]。 
筑波市にある JAXA 筑波宇宙センターのデータ解析システムは、観測対象物
体数が最大 100,000 個、レーダー望遠鏡を持つ上斎原から自動的に送付される観
測データ数は 10,000 パス／1 日の量である。また観測立案計画などを自動的に
立案させる機能を有している。 
SSA に関する政策面では、日本政府の宇宙開発戦略本部が 2009 年「宇宙基本
計画」を決定して、それ以降改訂を繰り返している。宇宙開発利用の具体的な
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方向性を示すこの計画の中で、SSA システムの構築に向けた内容をデュアルユ
ースという概念を取り入れた戦略として実行するとは明確に謳われていない。
また中長期的な計画や政策文書にも、両用技術という意味でデュアルユースと
いう言葉が使われているが、民生と安全保障の一体的な運用を想起できる記述
は見当たらない。 
しかしながら日本が SSA に取り組むアプローチについて関連法制や政策、そ
して科学技術などを含めて注意深く確認していくと、あたかもデュアルユース
という概念に基づく戦略として、緻密に宇宙開発利用が進められているとも考
えられる。まず宇宙基本計画に盛り込まれた内容で政府が具体的に行うことと
して、2015 年度以降、米国戦略軍との連携強化の在り方を検討し、運用態勢の
構築に向けて情報収集を行うとされた。2016 年度以降は SSA の関連施設や運用
システムの具体的なシステム設計を開始していくこととされた。SSA の運用を
担う防衛省は、2014 年 8 月に宇宙開発利用に関する基本方針を改定し、X バン
ド衛星通信の整備や衛星画像収集の重層的な取得、BMD 用赤外線センサーの実
証研究の実施とともに、SSA システムを新たに保持することを前提に検討する
こととした。そして 2017 年に改訂された宇宙基本計画によると、航空自衛隊は
2022 年までに SSA の初期運用能力の獲得を目指すこととされた。さらに防衛省
による新たな SSA 施設を 2022 年度までに設置することとした。防衛白書（平成
29 年度版）では、JAXA や米空軍との協力も明確にしている。防衛省・自衛隊
による今後の活動については次節において詳細を論じる。 
この間に民生分野で SSA を担ってきた JAXA も、JAXA 法の改正以降に防衛
省との人的交流を開始し、科学技術分野をはじめとして防衛省との関係を更に
成熟させつつある。このように民生と安全保障との双方向の歩み寄りが奏功し
て、デュアルユースの概念に基づく SSA システムの新たな開発へつながってい
るのである。 
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図 12 美星スペースガードセンター 光学望遠鏡 
出典：JAXA HP 
http://jda-strm.tksc.jaxa.jp/archive/photo/P100012101/74a94b8358b0dd91e58179838a8f2a70.jpg
（2018.12.18 アクセス） 
http://jda-strm.tksc.jaxa.jp/archive/photo/P100011776/2939a1bf90b813044631990ae6780483.jpg
（2018.12.18 アクセス） 
 
図 11  SSA システムの関連施設 
出典：JAXA HP  http://www.jaxa.jp/projects/ssa/（2018.8.7 アクセス） 
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図 13 上斎原スペースガードセンターの外観 
出典：JAXA HP 
http://jda-strm.tksc.jaxa.jp/archive/photo/P100012103/a27d0a7575fde90acb2dd313aaf9fa69.jpg 
（2018.12.18 アクセス） 
 
 
図 14 上斎原スペースガードセンター 観測用レーダー 
出典：JAXA HP 
http://jda-strm.tksc.jaxa.jp/archive/photo/P100012105/bd1eb169ffb839ed49b05e913ac3a266.jpg 
（2018.12.18 アクセス） 
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図 14 に示す上斎原のレーダー望遠鏡は、主に低軌道（LEO）に存在するデ
ブリの観測を行っており[50]、美星の光学望遠鏡は主として静止軌道（GEO）の
デブリや小惑星の観測を可能とする。どちらの設備もメートル級のデブリ観測
能力であり、センチメートル級のデブリの詳細な軌道情報を獲得する能力まで
は保有していない。このため、2018 年の現時点ではデブリと衛星との衝突を予
測して衛星等を回避させるに至るまでの軌道情報は、米国や欧州が観測した情
報に依存せざるを得ない。 
この他の宇宙観測用の施設として JAXA は長野県伊那市の入笠山観測所に光
学望遠鏡を装備し、観測技術の研究を行っている。また、天文台や京都大学な
どにおいても光学望遠鏡や電波望遠鏡を宇宙観測用としての研究設備を有して
おり、デブリや衛星を不定期に観測している[52]。 
3.4.2.2 日本の防衛分野の SSA 
航空自衛隊は防空・BMD 任務用の地上レーダーを国内に複数保有して運用し
ている。これらは上斎原の SSA 用レーダー望遠鏡と原理的に同じ観測機能を有
しているため、空自が保有するレーダーにより宇宙監視することは基本的には
可能と推測される。固定式警戒管制レーダーである J/FPS-5 レーダーは、日本の
領域内に飛来する航空機等の警戒監視を行うとともに弾道ミサイルを探知及び
追尾することを任務とするＬバンド周波数帯の固定式地上設置型レーダーであ
る。このレーダーを構成要素とする BMD システムとは、宇宙空間を飛来する弾
道ミサイルを洋上のイージス艦からの迎撃、あるいは地上配備された地対空誘
導弾（ペトリオットシステム）により迎撃する多層的なウェポンシステムであ
る。BMD における J/FPS-5 レーダーの役割を表したものが図 15 である。この
図では、誘導弾とセンサーを効果的に連携させて組織的に弾道ミサイルに対処
するため、指揮統制・通信システムとして自動警戒管制システム（JADGE: Japan 
Aerospace Defense Ground Environment）が構成されている。J/FPS-5 の大きさは、
高さ約 30 メートル、幅約 30 メートル、奥行約 25 メートルの規模である。J/FPS-5
レーダーの概観を図 16 に示す。 
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図 15 弾道ミサイル防衛における警戒管制レーダーJ/FPS-5 の役割 
出典：防衛省 HP (http://www.mod.go.jp/j/approach/defense/bmd/index.html)2019.1.30accessed. 
 
 
図 16 固定式警戒管制レーダーJ/FPS-5 
出典： 防衛省 HP (http://www.mod.go.jp/atla/saiyou/gallery/sobihin.html)2019.1.30accessed. 
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防衛省は、2013 年度から 2014 年度にかけて、防空・BMD 用途である J/FPS-5
レーダーを用いて、軌道上の衛星やデブリ等をどの程度探知・追尾する能力が
あるのか技術的に確認するため、基礎的な運用研究を実施している。この研究
は、民生分野が主体となって SSA を含めた宇宙利用が進められてきた日本が、
防衛分野で実際に運用中の主要装備品を宇宙アセットとして運用する可能性に
ついて防衛省自らが調査したことに大きな意義があるといえる。結果的に
J/FPS-5レーダーが今後SSA用途に転用する可能性があるかどうか公表はされて
いない。しかしながら、米国防省で分類されるような防衛と民生との共用のセ
ンサーとなる「Collateral Sensor」、あるいは一部の機能を提供してシステムに貢
献する形態である「Contributing Sensor」の位置付けとして、日本の宇宙利用に
おけるデュアルユースの運用可能性が考えられる。 
J/FPS-5レーダーのような安全保障専用のアセットを活用してSSA用途として
デブリ探知を行う場合、安全保障分野と民生分野の両方のニーズから得られる
宇宙観測データを JADGE システムを介しで取り扱うことが考えられる。そこで
安全保障システムで取り扱う情報の保全上の観点から、民生分野へのデータ開
示の適否が問題となり得る。これについては、民生分野に対して情報開示を前
提とするのであれば JADGEシステムで取り扱うデブリ情報を防空データとは隔
離して取り扱う等の措置が別途必要となることに留意しなければならない。 
これまで述べてきた民生と安全保障の SSA アセットの機能について、民生・
安全保障両分野の現有装備の関係を整理すると表 3 のようになる。レーダー装
備については防衛装備が強く、光学装備については民生装備が優位である。こ
のためデュアルユース運用に際しては、システムの弱点の相互補完が必要とな
ろう。したがって、レーダー機能で優位な安全保障分野での SSA アセットの拡
充、および民生分野で優位な光学アセットの充実が求められる。一方で安全保
障分野では未整備の機能であるカタログ化や情報提供機能は、データ管理面の
観点から統合して安全保障側が管理することが効率的と考える。 
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表 3 SSA の機能と現有装備の関係 
機能別 民生分野 安全保障分野 
① 探知 
【レーダー】 
レーダー望遠鏡（上斎原） 
【光学】 
光学望遠鏡（美星、入笠山など） 
【レーダー】 
固定式警戒管制レーダーJ/FPS-5 
【光学】 
なし 
② 識別 
③ 追尾 
④ 
ネットワー
ク 
JAXA 内のみ 自衛隊内のみ（JADGE システム） 
⑤ カタログ化 JAXA 内のみ なし 
⑥ 情報提供 JAXA 内のみ なし 
※ 2018 年 12 月現在 
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3.4.2.3 日本の科学技術の優位性 
東西冷戦期における東アジアの安全保障上の理由から、日本は米国との同盟
関係の下で防空と BMD に必要なレーダー技術を蓄積してきた。日本の航空自衛
隊が運用する固定式警戒管制レーダーJ/FPS-5 は、レーダー技術としてフェーズ
ドアレイレーダーを用いた国産の対空レーダーである。このレーダーに対して、
防衛省は 2010 年に J/FPS-5 レーダーの更なる利用発展性として、SSA 任務に転
用が可能かどうかを検討した。その詳細は不明であるものの、SSA の宇宙監視
を行う能力と経空脅威あるいは宇宙空間を飛来するミサイルを探知追尾する
BMD任務の遂行能力とは基本的に同等の機能であり適用技術は同様だと推察で
きる。この J/FPS-5 レーダーは防衛省が開発したレーダーであるが、製造は日本
国内の防衛企業である三菱電機（株）である。国内企業の優れたレーダー技術
を SSA で活用することができれば、センサーの基盤技術をデュアルユース技術
として位置づけ、世界的にも活用の道が開けるものと期待できる [11]。 
フェーズドアレイ技術以外にも先端的なレーダー技術が国内に存在している。
将来の日本の防空用及び BMD 用のレーダーシステムとして、防衛装備庁は
MIMO 技術（Multi-Input Multi-Output radar technology）を適用したレーダーを開
発中である[53]。安全保障分野の宇宙利用で後塵を拝している日本にとって SSA
への参画は、レーダー技術という防衛技術基盤を維持、育成、強化する重要な
手段となりえると考えられる。SSA のデュアルユース運用で、防空や BMD 任務
の一部機能を代替することができれば軍事的合理性とリソースの効率性の観点
からも必要性は高まることとなる。 
3.4.2.4 今後の防衛分野における SSA 運用 
防衛省は本格的な SSA 体制の構築を目指しており、日本の宇宙利用に資する
衛星、デブリ、不審な衛星に対し、常時監視可能なセンサーを整備していく予
定としている32。2018 年 12 月 18 日に閣議決定された「平成 31 年度以降に係る
防衛計画の大綱について（防衛大綱）」[4]と「中期防衛力整備計画（平成 31 年
                                                 
32
 防衛省，日本の防衛（2017 年度）。 
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度～平成 35 年度）について（中期防）」[5]によれば、大綱において「宇宙領
域の利用については、関係国との協議や情報共有、多国間演習への積極的な参
加等を通じ、宇宙状況監視（SSA）や宇宙システム全体の機能保証等を含めた様々
な分野での連携・協力を推進する」としたうえで、中期防では宇宙領域におけ
る能力の獲得・強化として、「宇宙空間の安定的利用を確保するため、宇宙領
域専門部隊の新編や宇宙状況監視（SSA）システムの整備等により、関係府省と
の適切な役割分担の下、宇宙空間の状況を常時継続的に監視する体制を構築す
るとともに、宇宙設置型光学望遠鏡及び SSA レーザー測距装置を新たに導入す
る」ことを決定した。 
これらの計画を実行すべく、防衛省では 2017 年に SSA システムの全体設計を
行い、2018年は SSAシステムを構成する各種アセットの基本設計を行っている。
今後の防衛省と民生分野を含めた建設予定を表した図を図 17 に示す。防衛省は
主としてGEO軌道を監視する能力を有するレーダーを山口県に整備することと
している。一方で、JAXA では、主として LEO を監視する能力を有するレーダ
ー及びGEO軌道を監視する能力を有する光学望遠鏡を別途整備する計画がある。
両者の計画を効率的に実行するための現実解として、関係するステークホルダ
ー毎の役割を分担したデュアルユース運用のための SSA システムが実際に構築
されようとしている。但しこのようなデュアルユースシステムを構築するにあ
たって現段階で留意すべき点の一つは、構築するシステムが SSA 情報を双方の
多種多様なステークホルダーの要求に合致した時期や内容で満足できる形での
提供ができるかどうかである。これまで防衛分野のアセットを用いて民生分野
のステークホルダーを対象（顧客）としたシステム構築の経験はほとんど無い
ため、エンドユーザーの視点からシステムの要求分析を行って設計しなければ
最終的に国全体として効果的に SSA の目的を達成することが出来なくなる。そ
こでシステムズエンジニアリングの考え方を取り入れ、システム全体を俯瞰し
つつ、細部も対応することが可能なシステムを構築するとすることが求められ
るのである。 
日本の SSA 体制は民生分野と安全保障分野とが同時期にデュアルユースシス
テムとしての構築に動き始めている状況にある。本研究を進めるにあたっては、
現実に動き出している SSA システムの構築に対して、より単純化してデュアル
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ユースの根本的な要素を抽出して議論していく。そのためシステム設計の途中
段階となる現在防衛省が進める山口 SSA システムについて、その構想レベルは
取り入れて議論するものの、性能などの細部にまで踏み込むことは行わない。
したがって本論文では、構想レベルの山口 SSA システムとともに現有の防空用
レーダーである J/FPS-5 レーダーを SSA 用途に活用した装備と仮定して、デュ
アルユースシステムとして次節以降で議論を進めていくこととする。 
 
 
 
図 17 今後日本で建設予定の SSA 施設 
出典：防衛省「防衛省の SSA に関する取組について」（2018.5）を一部抜粋 
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第４章 デュアルユースシステムの設計 
前章では SSA のためのデュアルユースの概要について記述した。デュアルユ
ースを適用した SSA システムを構築するために、まずシステム内部及び外部の
全体像を俯瞰して、更にシングルユースとの違いに着目することが必要である。
本節では、システムとして運用する SSA の活動に関与するステークホルダーを
洗い出すとともに、システムのバウンダリー（境界）を明確にしていく。 
4.1 ステークホルダー分析 
ステークホルダー分析では、システムのステークホルダーを定義し、立場、
目的、範囲、要求事項などシステムの仕様を明らかにする[54]。ステークホルダ
ーを分析する意味は、そのシステムの利害関係者を理解することで要求仕様を
明確にすることである。システムの内と外の関係性を定義することで境界を明
らかにすることができる。またステークホルダーのニーズや認識を共通化する
ため、システム仕様で使われる言語を明確に定義することも重要となる。 
SSA システムの主要なステークホルダーを表 4 に示す。表中の７つのステー
クホルダーは主要な対象を記述したものであるが、それぞれ SSA 情報を必要と
するステークホルダーか、あるいは SSA 情報から影響を受ける立場にあるステ
ークホルダーである。これらのステークホルダーはシステムのバウンダリ （ー境
界）の中にすべてが含まれるものではない。境界の外のステークホルダーは、
システムにとって外的に関与する要素が含まれる。具体的には、表中にある SSA
のセンサー運用者は、SSA システムに連動して光学及びレーダーセンサー、あ
るいは宇宙の軌道上の観測衛星のセンサーを運用して宇宙の観測任務を受け持
っているステークホルダーである。衛星運用者は、SSA システムの外に位置づ
けられ、自己が運用する衛星故に詳細軌道情報を掌握しているため、この軌道
情報を提供することができる。情報提供をする代わりに他者からの SSA 情報を
得ることで、デブリと自らの衛星との衝突回避が更に容易となる。衛星サービ
ス提供者は、SSA システムの外に位置し、サービスの継続性を保障することに
おいてシステムとの関係を有する。衛星サービスを履行するためには自己の衛
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星を軌道上の定位置に置く必要がある場合がある。例えば衛星画像配信といっ
たサービス提供者では、地上の撮像ターゲットへのアクセスを評価するために、
連続的に精密な軌道データが求められている。よってサービス提供の連続性を
目的として SSA 情報のユーザーとして影響を受ける立場となる。ロケット打ち
上げ企業は、ロケットの安全な打ち上げを目的としてシステムに関与する。ロ
ケットを投入しようとする軌道上の特定エリアにデブリが集中しているといっ
た情報を活用してロケット打上げを安全に遂行する。データベース管理者は、
SSA システムの内部において SSA データを保存する中核的な機能を有する。顧
客に対してデータポリシーに基づきデータ損壊なくデータベースを管理しなけ
ればならない。SSA 情報の収集・分析・管理を実施する立場である。安全保障
担当者は、民生と安全保障分野を含めて宇宙アセットの保全を目的としてシス
テムの外に位置し、宇宙アセットの保護や安全保障に影響を及ぼす協調性目標
あるいは非協調性目標の追尾などが任務となる。なお、ここでいう安全保障担
当者とは SSA システムの中に存在する防衛レーダー運用部隊、あるいはデュア
ルユースシステムを維持運用する部隊とは異なるものとして考える。もちろん
SSA システムのステークホルダーは、これら 7 つ以外に数多く存在する。例え
ば SSA 観測レーダー施設の運用者や、衛星打ち上げの成否に関与する損害保険
企業、更には海外の SSA 情報提供企業などエンドユーザーが含まれる。 
このように、デュアルユースシステムの対象であるシステムオブインタレス
ト（SOI : System of Interest）は SSA データを取り扱うデータベース管理者を中
心とした組織体であり、情報管理機能やデータ集積機能などを有することが考
えられる。システムに必要な機能については要求分析で改めて検討し、SOI を明
確化する。本論文では、まず民生分野と安全保障分野の両方に代表されるステ
ークホルダーを列挙して、それらがプレーヤーとなるシングルユースとデュア
ルユースの SSA を検討する。その後システムに関与するステークホルダー数を
拡大させることで SSA 情報の流れについて分析を深めていくこととする。 
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表 4 SSA の主要なステークホルダー 
ステークホルダー 内 容 
SSA センサー運用者 SSA のセンサーを用いて継続的に観測任務を実行する。 
衛星運用者 
SSA情報を基にデブリと衛星との相互干渉の低減を目的とし
てシステムに関与する。電磁干渉や物理的な障害を回避する
ため衛星運用者は自己の管理する衛星の軌道位置を把握しな
ければならない。 
衛星サービス提供者 
サービスの継続的な提供を保障することを目的としてシステ
ムに関与する。サービスの委託を履行するため衛星を定位置
に置く必要がある。画像提供者は地上のターゲットへのアク
セスを評価するため、継続的に精密な軌道データが求められ
る。 
衛星サービスユーザー 
システムのエンドユーザーとして関与する。救難捜索や環境
モニタリングのようなタスクでは、データを受信する衛星の
位置情報に依存している。 
ロケット打ち上げ企業 
ロケットの安全な打ち上げを目的としてデブリ衝突回避で
SSA データを利用するためシステムに関与する。宇宙空間の
デブリが投入軌道上の特定エリアに集中しているといった情
報を活用。 
データベース管理者 
SSA 情報をカタログ化するためにデータを保存する。データ
ポリシーに基づきデータ損壊なくデータベースを管理しなけ
ればならない。 
安全保障担当者 
自国の宇宙アセットの保全を目的としてシステムに関与す
る。宇宙・防衛アセットの運用を可能とするため、協調的/
反協調的な目標を追尾する必要がある。ASAT、レーザー、高
出力兵器、ジャマーを含む新たな脅威を排除する。 
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4.2 要求分析 
デュアルユースによる SSA では、民生分野と安全保障分野のステークホルダ
ーがそれぞれのニーズを有する。安全保障側の持つニーズであれば、例えば米
統合参謀本部の文書によると、そのニーズは衛星等の安全保障アセットの機能
性能が保全されることであり、ASAT 兵器に対抗することによる宇宙統制（Space 
Control）を行うことであるとされる[25]。一方民生分野のニーズは様々であるが、
例えば公共団体である JAXA は自身の衛星の保全や打ち上げ保全、あるいは衝
突回避予測の精度向上などを挙げることができる。宇宙アセットによるサービ
ス提供を行う企業のニーズであれば、提供できるサービスの持続性を保障する
ことが挙げられる。SSA データの一般のエンドユーザーであれば安心安全なサ
ービスの享受にたどり着く。さらに他国の SSA ステークホルダーはデータ精度
向上に役立つより多くの SSA データの獲得というニーズになる。 
このようにデュアルユースの SSA システムに対してはいくつものエンドユー
ザーからのニーズがあるが、本節ではデュアルユースシステムの中核となるべ
き System of Interest として、デュアルユースデータセンターに対する要求を検討
する。デュアルユースデータセンターに対する要求を検討するにあたっては、
システムズエンジニアリングの考え方に則って検討する。すなわち、対象とな
るシステムの運用要求を達成するために必要な機能と、その機能を達成するた
めの物理的手段とに分けて記述することが設計の基本となる。本研究でも基本
的な流れを踏襲することとして、デュアルユースデータセンターに要求される
機能を以下のように記述する。 
①  各種センサーで観測する SSA データの観測計画を立案管理する計画立
案機能 
②  探知機能により観測した SSA データのデータベースを構築しカタログ
管理するカタログ化機能 
③  運用中の衛星との衝突回避の判断をするため SSA データを解析する識
別機能 
 88 
④  衝突の危険性が高まった際に関係者に警報や情報を発信する情報発信
機能 
⑤  米軍などの安全保障ユーザーとも協力するため情報を保全する情報保
全機能 
⑥  民生と安全保障を統合した SSA 情報をオープン情報にして配布するネ
ットワーク機能 
以上の内容をデュアルユースデータセンターに必要な主な機能として挙げる
ことが出来る。このような要求事項を確認してみると、デュアルユースの SSA
で様々なステークホルダーのニーズに対して SSA のシステムを構築するために
鍵となるものは、SSA データを取り扱うデータセンターの機能そのものである。
デュアルユースシステムを運用して計画、観測、集約、解析、管理、配布など
を行うためには、SSA シングルユースにもある機能に加えて、デュアルユース
に対応するためのデータセンターを構築する必要が生じるが、そこでデュアル
ユースデータセンターにデュアルユースを実現するための上記の機能要求があ
る。この機能要求を踏まえて、本来は本格的な設計作業では各機能を達成する
ための物理的な手段の要求事項の策定に進むことになる。しかしながら、本研
究の目的に照らして設計の概要レベルにとどめることとし、各物理要求までの
検討は実施しない。そして本節で検討した機能要求を踏まえた設計作業を進め
るため、次節ではコンテクストダイアグラムを活用してシステムの構成を検討
していく。 
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4.3 コンテクストダイアグラム 
この節では、デュアルユースによる SSA システムを運用するにあたって前節
で述べた民生分野と安全保障分野それぞれのステークホルダーがどのような関
係性を有しているかを分析した上でデュアルユースシステムを設計する。活動
の全体像を一つのフローで表したものがコンテクストダイアグラムであり、こ
のダイアグラムはシステム外部への影響や外部からシステムが受ける影響を分
析することに用いられる。ステークホルダーを繋ぐものとして情報の流れ、資
金の流れ、あるいは人の流れなどがある。本論文では、SSA システム構築の際
に課題の一つである SSA 情報のステークホルダーへの共有に関わる検討をする
ために、SSA 情報の流れに着目してコンテクストダイアグラムを作成する。 
図 18 は、安全保障分野と民生分野がそれぞれ別々に SSA の活動を行った場
合（シングルユース）の代表的なステークホルダーに対して、SSA 情報のやり
取りを矢印線で結んだコンテクストダイアグラムである。この図の中で左側の
桃色で囲まれたグループは、民生分野のステークホルダーによる SSA 活動を表
している。そして右側のグループは、安全保障分野の活動を表しており、右上
部分は国外の代表的なステークホルダーを示している。この図では SSA アセッ
トとして J/FPS-5 レーダーを含めて記述しているが、これは現在利用していない
もののSSAの利用が可能な安全保障アセットとしてAs Isの形で表現したもので
ある。国外のステークホルダーが衝突回避警報提供者に繋がっているが、現在
までのところ日本におけるデブリとの衝突回避の警報は、JAXA が自主的に行っ
ているものである。 
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図 18 シングルユースのコンテクストダイアグラム (As Is モデル) 
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 図 19 は、民生分野の SSA におけるシングルユースのコンテクストダイアグ
ラムを表している。2018 年現在の日本では民生分野の SSA がその活動の主体と
なっており、SSA センサーは美星と上斎原のセンサーを中心に天文台や大学に
ある望遠鏡等により一時的な活動がなされている。これらのセンサーで収集し
た観測データは、筑波にある JAXA 筑波宇宙センサーのデータ解析システムに
集積されて解析されている。解析された SSA 情報はシステムの外部のステーク
ホルダーに配分されることとなる。この際、海外の宇宙機関との協力関係の下
で情報の共有がなされる。 
 一方、安全保障分野の SSA におけるシングルユースのコンテクストダイアグ
ラムを図 20 に示す。日本の SSA では安全保障分野は 2018 年現在まで本格的な
運用は行われていない。本論文では、大綱や中期防にあるような今後の防衛省・
自衛隊による本格的な SSA 活動を見据えて、航空自衛隊が運用する現有の固定
式警戒管制レーダーJ/FPS-5 を活用するとともに、図 17 にあるように山口県小
野田市に建設予定の防衛省の SSA 専用レーダーを念頭にして防衛センサーシス
テムとしてステークホルダーに記述した。これらの防衛センサーシステムによ
り収集された観測データは、航空自衛隊の指揮システムである JADGE システム
により伝達される。そして米空軍が収集蓄積している SSA 情報は BMD 対処に
おける早期警戒情報の例と同様に日本側にもたらされることとして考えること
ができる。なお JADGE から米軍へ SSA 情報をデータ送信することはシングル
ユースの現時点では想定していないこととする。 
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図 19 民生シングルユースのコンテクストダイアグラム 
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図 20 安全保障シングルユースのコンテクストダイアグラム 
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図 21 のシングルユースシステムに対して、デュアルユースシステムの外部因
子を含めたコンテクストダイアグラムを検討したものを図 22 に示す。この図は
デュアルユースのセンサーシステムから配布される SSA 情報の提供先及び国外
で収集した SSA 情報の提供元を示している。この図から、民生側のステークホ
ルダーと安全保障側の両方のステークホルダーに幅広く SSA 情報が配分される
ように見える。そしてほとんどのステークホルダーは情報を受け取る側である
ことがわかる。しかし安全保障分野のセンサーから得た情報が、果たしてすべ
てのエンドユーザーまで到達するのかどうかは図を追って確認する必要がある。
この図では 33 個のステークホルダーで構成されているが、仮に 100 を超えるス
テークホルダーを有する複雑化したシステムのコンテクスト図となれば、図面
上で情報のやり取りを追跡することは至難の業となる。これについては次節に
おいて、本節で作成したコンテクストダイアグラムを利用して SSA 情報が確実
に伝達されているかの判断を容易にする可視化手法を検討することとする。 
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次にデュアルユースシステムの有する機能を検討する。デュアルユースシス
テムの構成を概念的に示した To Be モデルを図 23 に示す。中心に位置している
デュアルユースデータセンターが SSA システムの中核となる。デュアルユース
システムとして民生と安全保障それぞれのグループの垣根は取り除いて記述し
ている。ここで民生と安全保障は、それぞれ宇宙観測のためのセンサーを有し
ているが、デュアルユース運用においてはそれらのセンサーが観測したデータ
は一カ所に集積させる機能が効率的であり、またデブリの軌道を詳細に解析す
る機能も同時に保有する必要があることから、デュアルユースデータセンター
としてそれらの機能を付加して存在させた。 
このデータセンターは両方のステークホルダーをバインドする役目を果たす
が、このセンターが取り扱うデータは、秘匿を要しないデータのみであれば民
間企業体であっても成立する。しかし秘匿を要するデータ、あるいは政府部内
のみに限定された情報を扱う場合などでは政府内組織であるほうが望ましいこ
ととなる。政府内組織とした場合、集約されたデータから情報を提供してサー
ビスにまでつなげる要領が課題となる。民間企業では情報管理に関わる規則の
順守要領や罰則規定を設けることも必要となる。安全保障分野では軍事情報に
関わる秘匿データなどは防衛省・自衛隊がリスク回避する観点で、指揮システ
ムである JADGEシステムからデータセンターに情報が送付されるまでの間にス
クリーニングして漏洩を防止できるフィルターをかけることが望ましい。 
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宇宙利用におけるデュアルユースの適用では、シングルユースのシステムに
比べてその特性に大きな差がみられる。大きく異なる理由はシステムの複雑さ
にある。デュアルユースシステムにおけるステークホルダーは、複数主体とな
る分だけシングルユースと比較するとステークホルダー数が増加する傾向にな
る。SSA システムを運用する際に、SSA のセンサーで観測したデブリや衛星の
軌道位置のデータをもとに分析した情報はステークホルダー間で共有される。
しかし数多くのステークホルダーに対して情報発信元である SSA センサーから
どのような経路を辿って最終的にエンドユーザーまで辿り着くのかを示すこと
は非常に複雑となる。シングルユースからデュアルユースにシステムを構築す
る際の複雑化する情報のやり取りを概念図として示したものが図 24 である。図
の中で示される矢印は情報のやり取りを示しており、矢印の方向は情報が向か
う相手先を示す。この図中で黄色に示されているのは民生側のステークホルダ
ーであり、青色に示されるのは防衛側のステークホルダーである。
 
 
図 24 ステークホルダーの拡大に伴う複雑化（概念図） 
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この図で明らかなように、SSA 情報のやりとりは一見して判断できないほど
複雑な経路を辿る。これが数百を超えるステークホルダーとなると更に複雑化
することが容易に想像できる。SSA システムがシングルユースの場合は、黄色
の民生側あるいは青色の防衛側のステークホルダー間のみでやり取りされるこ
ととなるが、ここでは更にデュアルユースシステムを構築しているため、黄色
と青色の両方のステークホルダーでの情報のやりとりが発生し、それが図のよ
うにシングルユース以上に複雑化することとなってしまう。このような点はデ
ュアルユースで運用することにより新たに生起する課題といえる。SSA デュア
ルユースシステムにおいて情報共有がどのようなルートでなされているかを把
握することが困難となりかねない。デュアルユースシステムを設計するにあた
っては、このような複雑化するシステムの全体像を把握できるように情報のや
り取りを可視化する工夫が大切となる。 
4.4 デュアルユースシステムの設計 
本節では SSA のためのデュアルユースシステムの設計について、図 25 のよ
うにシステムを記述した。このシステムはシステムオブシステムズ（SOS：System 
of Systems）である。デュアルユースシステムのサブシステム構成要素として「民
生センサーシステム」、「防衛センサーシステム」、「民生データ解析システ
ム」、そして「デュアルユースデータセンター」の 4 種類のサブシステムから
成る。 
4.4.1 民生センサーシステム 
まず民生センサーシステムについて記述する。このシステムは、岡山県美星
市にある美星スペースガードセンターの光学センサ （ー図中の表記は、美星 SGC
光学(1)）、上斎原市にある上斎原スペースガードセンターのレーダーセンサー
（上斎原 SGC レーダー(2)）、そしてこれらに加えて東京天文台や大学等に設置
してある光学望遠鏡のセンサー（天文台光学(3)）がサブシステムとして構成さ
れる。美星 SGC 光学(1)と上斎原 SGC レーダー(2)は、観測データを JAXA 筑波
宇宙センターにあるデータ解析システムに自動的に送付されるようプリプログ
ラムする。この他、常続的な観測活動は行われていないものの、国内の天文台
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や大学にある光学望遠鏡による観測結果は一時的にあるいは必要に応じてデー
タ解析システムに提供することとする。ただしこれらからデータ送付をするこ
となどについて、個別にデータポリシーの取り決めが必要となる。 
4.4.2 防衛センサーシステム 
次に、防衛センサーシステムについて記述する。防衛センサーの細部構成は、
防衛省 2019 年現在検討中であり、今後新たに防衛センサーとして構築する予定
の山口県の山口 SSA レーダー(4)がサブシステムとして構成される。これととも
に、現有の防空用レーダーとして運用中であり、同等のレーダー原理から成る
J/FPS-5 レーダーを宇宙監視能力も有するものとしてサブシステムに含めた防衛
センサーで構成される。実際の山口 SSA レーダーは 2019 年時点では設計中であ
るための詳細な能力は明らかになっていない。本研究では、このレーダーを SSA
用途専用に構築されるレーダーとして取扱い、観測した SSA データはデュアル
ユースデータセンターに直接送付することとする。また効率的な運用を見据え
てシステムとして一体的運用を目指す観点から、デュアルユースシステムで作
成した観測計画は直接センターから指令を受けて自動的に観測されるものとす
る。他方、固定式警戒管制レーダーである J/FPS-5 レーダーは自衛隊の C4I 機能
33を有する自動警戒管制システム(JADGE)と連接して情報のやり取りを行うも
のである。本研究ではこのレーダーを SSA 用途に転用可能な装備としてデュア
ルユースシステムとして構成し、観測した SSA データをデュアルユースデータ
センターに送付することとする。但し実際に防空レーダーを SSA 用途としても
運用するためには、防空任務と SSA 任務との吻合を事前に図った上で運用する
ことが必要となる。 
4.4.3 民生データ解析システム 
民生データ解析システムでは、観測した SSA データとして新たに観測したデ
ブリ軌道をカタログ管理する機能や、予め民生用途の衛星軌道を保有する機能
                                                 
33
 C4I：Command指揮, Control統制, Communication通信, Computersコンピュータ and Intelligence
情報の略。 
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を有しており、これらのデータを逐次比較分析する機能を有する。また、JAXA
が保有する研究用途の衛星とデブリとが衝突する危険性が高まった場合には自
ら衝突防止するための措置を実施することが出来る。危険予測及び警報発信の
機能は、現在まで日本国内では JAXA が民生分野の関係者に対して一元的に行
っている。この機能を有する JAXA のデータ解析システムをサブシステムとし
てデュアルユースシステムの一部に取り込むことで、海外からの SSA データの
窓口を一本化して情報の効率的な管理を行うとともに、日本の国内外に対して
警報を発する機能を民生と安全保障の区別なく一元的に実行できることとなる。 
4.4.4 デュアルユースデータセンター 
民生と安全保障の両分野のデータはすべてデュアルユースデータセンターに
送付されるように設計する。民生の SSA データは民生センサーが収集した SSA
データが一旦は筑波にある JAXA 宇宙センターのデータ解析システムに送付さ
れるが、そこから JAXA の研究用データを除くすべての情報をデュアルユース
データセンターに送付する。このデュアルユースデータセンターのガバナンス
は取り扱う情報の安全保障上の要請と、米軍や NATO 軍との諸調整の容易さか
ら判断して、防衛省・自衛隊の組織として一括管理することが適当と考え、自
衛隊の指揮統制の下で運用することを想定する。但しここに集約されるデータ
は民生と安全保障すべての情報であり、デブリと衛星との接近解析機能や警報
発信機能、デブリ監視の計画管理機能及びデータベース化のためのカタログ管
理機能を有するものとする。海外を含む民生分野への情報提供はデュアルユー
スシステムの内部にあるオープンアクセスノードを経由することで配布される。
その際、民生あるいは安全保障のどちらかが不開示にすべき情報だと判断した
場合には、このノード経由でフィルターをかけて情報管理することを可能とす
る。 
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4.5 システムズアプローチの適用 
4.5.1 システムズアプローチとは 
デュアルユースシステムの課題に対して適切にシステムを設計するためには、
まずシステムの全体像を俯瞰して、かつ細部についても複雑な部分を正確に把
握した上で分析するというシステムズアプローチが有効である。ここでシステ
ムズアプローチとは、「要素に捉泥して全体を見失わないように、まずシステ
ム全体のコンセプトを明確にした上で、要素の全体における価値を認識し、要
素をしっかり設計管理する考え方」であると定義される[54]。 
4.5.2 システムズアプローチの各種手法 
システムズアプローチを用いて複雑化したシステムを可視化するためには、
システム全体を通じて流れている情報のプロセスを対象として可視化すること
が有効と考える。システムズアプローチによるプロセスの可視化手法は数多く
存在している。 
例えば、フローチャート型の手法として、IDEF（ICAM-Definition, ICAM; 
Integrated Computer Aided Manufacturing）が有名である。IDEF は複雑化した組織
活動をモデル化してその内容を視覚的に記述する方法である。階層的に記述す
ることができ限られたスペースでの見える化に適している反面、見える化する
対象が複雑化、大型化するほど見える化が困難になる特性を持つ。また価値連
鎖を図示する方法もある。価値連鎖とは、ビジネスプロセスにおいて最終的な
企業価値や商品価値を生み出している伝達経路のことである。フローチャート
型の手法以外に、マトリクス型の手法がある。これはプロセスを表形式で表す
ことにより、時系列での定量化や最適化を表現することができる。マトリクス
型の手法の一つとして ISM（Interpretive Structural Modeling）がある。この手法
は複雑なシステム構造を分析して問題解決するための構造モデリング手法であ
る[55][56]。 
ISMは構造モデリング手法の一つとしてWarfield により 1970年代に開発され
たものである[57]。ISM はシステムを構成する要素間の相互関係の個別的また
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はグル―プとしての認識パタ―ンを明らかにすることにより、複雑な問題を分
析し、システム構築に役立てようとする手法といえる。このためコンピュ―タ
を利用したグラフ理論に基づく系統的処理により解析結果を視覚的に表現する
ことができる。 
システムズアプローチのマトリクス型の手法のもう一つにデザインストラク
チャマトリクス（DSM : Design Structure Matrix、以下 DSM と記述する）がある
[58] [59]。DSM は要素間の依存関係を表で見える化し、設計の効率化を図るこ
とができるツールである。デウェック（De Weck）は、DSM は主としてオブジ
ェクト、タスク、チームの構造的・機能的構造関係の二次元行列表現であると
する[60]。DSM で表現されるプロセスのアクティビティでは、以下の 4 つの関
係性を可視化して表現することが出来る。①依存アクティビティは、A が B に
情報を与える状態を B が A に依存しているとして表現する。②並行（独立）ア
クティビティは、B が C と D に情報を提供する状態を C と D の関係がそれぞれ
並行していると表現される。③連成（相互依存）アクティビティは、D が E と F
に情報を与えると同時に E と F が相互に情報を提供すると表現する。④条件付
きアクティビティは、下流のアクティビティの実行が上流のアクティビティで
下された決定に左右される。これらの関係性を図で表したのが図 26 である。特
に③連成アクティビティは情報を与えられた E と F が情報のやり取りを行うた
め、反復（Iteration）が行われることとなり、作業プロセスとしては手戻りにつ
ながることとなる。DSM はこのような手戻りを確認することが容易になるツー
ルとしても意味を持っている。 
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図 26 プロセス DSM における基本的な４つの関係性 
出典：S. D. Eppinger and T. R. Browning, Design Structure Matrix Methods and Applications, p134-135. 
DSM は、その他の見える化手法である PERT（Program Evaluation and Review 
Technic）や CPM（Critical Pass Method）と比較すると、特に情報交換モデルに
おいて見える化がしやすいという特徴がある。 
システムズアプローチの手法と特徴をまとめると表 5 のとおりとなる。 
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4.5.3 可視化のためのシステムズアプローチ手法 
表 5 のように、ISM と DSM は両方ともにプロセスの見える化として共通す
る分析手法であり、例えば情報伝達などを取り扱うことに優れた手法である。
本研究では、ISM と DSM によるシステムの可視化のための手法を用いる。これ
表 5 システムズアプローチの手法とその特徴 
出典：経営工学のためのシステムズアプローチ（中野，湊，2012）を参考に著者が一部改変。 
No. システムズアプローチの手法 特徴 
１ 
IDEF (ICAM-Definition, ICAM; 
Integrated Computer Aided 
Manufacturing) 
複雑化した組織活動、例えば企業の生産活動等
をモデル化し、その内容を視覚的に記述する手
法。ただし見える化する対象が複雑化・大規模
化するほど見えにくくなる。 
２ 
ISM (Interpretive Structural 
Modeling) 
システムを構成する要素間の相互関係の個別
的またはグル―プとしての認識パタ―ンを明
らかにすることにより、複雑な問題を分析し、
システム構築に役立てようとする手法。 
３ DSM（Design Structure Matrix） 
要素間の依存関係を表で見える化し、設計の効
率化を図ることができる手法。 
４ 
PERT (Program Evaluation and 
Review Technic) 
複雑に入り組んだ作業工程の流れを見える化
して正しく把握できるように表現する手法。 
５ CPM (Critical Pass Method) 
最低限のコストを見える化するための計画手
法。ただし、直接費だけが考慮されるので、実
際は間接費も含めた最小コストを考える必要
がある。 
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らを用いて多視点で分析することで、デュアルユースシステムを構築するため
の手法として提案する。この提案の有効性を確認するために SSA システムを具
体的事例として取り上げ、次章以降でその詳細を論じていくことにする。課題
解決のためのアプローチとして、デュアルユースシステムを構築する場合はシ
ングルユースのシステムにおける情報共有よりもやり取りが複雑になってしま
うことに着目し、システム内でやり取りされる SSA データがステークホルダー
の何処から何処に渡ったかを明確に追跡できるよう、システムズアプローチの
手法の中でプロセスの可視化を特徴とする ISM 手法と DSM 手法を用いて分析
する。 
4.5.3.1 ISM による可視化 
本節ではシステムズアプローチの手法である ISM と DSM を取り上げて、SSA
システムの情報の流れを可視化することに取り組むことで、デュアルユースシ
ステムの特性を把握する。 
ISM（Interpretive Structural Modeling）は複雑なシステム構造を分析して問題解
決するための技法の一つである。ISM の技法は、多数あるシステム要素を二つ
ずつ取り出して、その間の関係（たとえば因果関係）の有無をそれぞれ 1，0 で
表して関係マトリックスをつくる。それから 2 値ブール代数を用いて全要素間
の関係を導き、関係構造を階層的な有向グラフの形で表現するものである。ま
ず、ISM を適用するためのステークホルダーを記した詳細なコンテクストダイ
アグラムを確認する。本節の検討では 33 個のステークホルダーを記載した図と
して、SSA をデュアルユースで行う場合のコンテクストダイアグラムである図 
22 と図 25 により詳細に分析する。図中のステークホルダーの下部に記した括
弧書きの番号は、ISM で計算した際の計算結果である表中の縦横の行列番号と
一致している。なお、図 25 にあるデュアルユースの中心として位置付けられる
デュアルユースデータセンター（No.7）は、シングルユースにおいては存在し
ない。このため表 6 の No.7 の表中の記載ではすべて”0”の記載としている。 
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表 6 は、33 個のステークホルダー間で SSA 情報をやり取りするシングルユー
スの SSA を、33✕33 行列で表した ISM の計算結果である。表中の(i,j)=(1,6)項で
“1”が現れている意味は、No. i=1 のステークホルダーから No. j=6 のステーク
ホルダーに情報が分配されたことを表している。行中で 1 が多い行のステーク
ホルダーは、多くのステークホルダーから情報を受け取っていることが分かる。
列中で 1 が多い列のステークホルダーは、多くのステークホルダーに情報を提
供していることが分かる。なお i の値と j の値が同じ値のところには”1”を記述
している。この表から、シングルユースの SSA の流れに対して、民生分野のス
テークホルダーと安全保障分野のステークホルダーが、お互いに情報をやりと
りせず、それぞれが分離した状態で解が収束した結果が表れている。表中の No.6
にある JAXA のデータ解析システムは、情報のハブとなっており、多くのステ
ークホルダーに情報を分配していることがわかる。 
一方、表 7 はデュアルユースシステムのコンテクストダイアグラムを ISM で
表現したものである。No.7 のデュアルユースデータセンターがハブとなって多
くの情報を処理して、民生分野と安全保障分野両方の多くのステークホルダー
まで情報が配布され到達していることが明確になっている。安全保障分野のス
テークホルダーは、右上半分の対角ブロックで 1 が立っており、民生分野から
の情報が提供されて到達していることを示している。左下半分の対角ブロック
では民生分野のステークホルダーを経由して情報がもたらされており、デュア
ルユースシステムでの情報の確達性がある結果となった。これらから SSA のデ
ュアルユースシステムの情報分配に関わる管理は、SSA データセンターを介在
させて管理することで機能すると判断できる。 
このように ISM 手法を用いた分析により、民生と安全保障のステークホルダ
ーに情報が届いているかを確認することは容易になったといえる。他方で、シ
ングルユースとデュアルユースの ISM 結果を比較したものの、新たな気付きと
してデュアルユースシステムが抱える課題を摘出するまでには至らず、可視化
効果は認められない結果となった。これはステークホルダーの関係性をコンテ
クストダイアグラムでどこまで詳細に記述できるかにも依拠すると考えられる。
本論文での検討結果から、コンテクストダイアグラムの更なる詳細記述により
ISM での可視化分析を更に活かせる可能性があるかは今後の課題となる。 
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4.5.3.2 DSM による可視化 
エッピンジャー（Eppinger）らによると、DSM はあるシステムとその相互関
係を含んだ要素を表すために使われるネットワークモデルのツールであり、シ
ステムの構築やデザインに注目したツールである[29]。DSM は特に複雑なシス
テムの開発に対して適用され、エンジニアリングマネジメント分野で多用され
る手法である。本論文では、ステークホルダー間の複雑な情報のやり取りを可
視化して、SSA のデュアルユースシステムの構築に向けてその特性の理解を促
進させるため、DSM 手法を用いてデュアルユースを表現する。 
本節では、デュアルユースシステムを構築するにあたって、まず民生と安全
保障という二つの要素の依存関係について単純モデルを用いてDSM適用に向け
た考察を行う。図 27 は、民生利用と安全保障利用との依存関係を表しており、
左側のインプットから右側のアウトプットに向かって相互に情報を共有してい
る状態を示している。ここでは、民生利用と安全保障利用はそれぞれの目的を
達成するために、人的・物的な資源を相互利用して相互補完し合うことで依存
関係を保持しており、相互依存型(Interdependent)を構築することとなる。 
 
 
 
図 27 要素の依存関係（有向グラフ） 
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このような関係性をデザイン構造行列（DSM: Design Structural Matrix）を用い
て記述すると図 28 のようになる。この図は、それぞれの非対角要素が非ゼロ（×
印）になるため、システム構築にあたってシングルユースでシステム構築する
場合に比して手戻りが生じることを見える化することが出来る。システムのプ
ロセス検討にあたって手戻りがあること自体は考慮すべき事項として挙げられ
る。 
DSM を記述するために必要なコンテクストダイアグラムとして、SSA のデュ
アルユース運用を念頭に置いた図を図 29 に示す。この図は民生側と安全保障側、
そして海外宇宙機関を含めた合計 35 個から成るステークホルダーの構成で記述
している。この図中にある民生ステークホルダーは No.1 から No.24 までであり、
安全保障のステークホルダーは No.25 から No.35 までである。No.6、7、27、28
はそれぞれデュアルユースにかかわる機能を表している。また海外のステーク
ホルダーは No.19 から No.24 までであるが、本論文では国外からの情報提供を
考慮しない前提を立てることとし、DSM に整理する場合に民生分野として同一
に分類することとする。この図の中央には民生と安全保障の両方から SSA デー
タを収集するためのデータセンターを置いている。民生側と安全保障側双方の
センサーから集められた SSA データはこのデータセンターに集約される。SSA
 
 
図 28 DSM による相互依存関係 
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のデータを集約した後にデータセンターにおいてデータ解析を行った結果、運
用中の衛星とデブリとの衝突危険性が予測されたような場合には、関係するす
べてのステークホルダーに対して SSA 情報に基づく警報が発出される。そして
この際、安全保障上で機微となるデータが含まれないことを保障するためデー
タフィルターを経由して情報が配布されると想定する。 
このコンテクストダイアグラムで SSA のシステムを構築した際に、プロセス
として手戻りなどが発生しているかどうかを見える化して確認をすることがで
きる。この図の場合、プロセスとは SSA 情報の配布と受領というデータの流れ
を意味する。デュアルユースシステムに関する SSA データの流れを DSM 上で
表現することとなる。図 29 にある 35 個のステークホルダーを含んだデュアル
ユースシステムのコンテクストダイアグラムに従い、DSM の行列を表 8 のよう
に記述した[61]。この表は、SSA に関係する 1 から 35 のステークホルダーを行
列で表記している。DSM の中の色付きセル（i,j）はステークホルダーi がステー
クホルダーj から情報を伝達されることを意味する。この表中の赤枠に着目しな
がら観察すると、連成した行為(coupled activities)は海外のステークホルダー間の
関係以外には多く見当たらない。民生分野のステークホルダーはデータセンタ
ーを経由して安全保障分野のステークホルダーからの情報を享受できることが
分かる。さらにデータセンターのデータフィルターを通過することにより、デ
ュアルユースの運用上では不要な情報や機微な情報を取り除く等、情報管理し
て伝達することで安全保障上あるいは民生上保全すべき情報の管理を適切にす
ることを可能としている。 
このように DSM 手法によるプロセスの可視化により、デュアルユースシステ
ムが民生側と安全保障側の双方のステークホルダーの末端まで情報を提供でき
ると同時に、一部を除いて手戻りが多く発生してないことを確認することが出
来た。これらの内容から、デュアルユースシステムとして設計する上で、この
DSM のダイアグラムに沿って情報伝達することが適当であり、設計の方向性が
DSM により適切と認められた。 
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第５章 デュアルユースシステムの評価 
5.1 情報共有モデルの構築 
5.1.1 SSA プロセスの分析 
SSA 活動において民生と安全保障が独立して活動する場合、民生と安全保障
のそれぞれのリソース、すなわち双方のセンサーにより宇宙観測して収集した
SSA データはそれぞれ独立してステークホルダーに配布される。この場合、双
方のステークホルダーには独立してプロフィットとリスクが生じる状態となり、
相互運用上での問題は生起しないシンプルなプロセスである。このようにシン
グルユースにより行われる SSA のプロセスのフローチャートを図 30 に示す。 
 
図 30 シングルユース SSA のプロセス 
データ収集と解析
宇宙観測
観測計画の立案
データ分配
Input
Output
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この図から、 
① 宇宙空間の観測計画を立案する 
② その計画に基づいて宇宙空間の観測を光学センサーやレーダーセンサー
などの観測設備により行う 
③ 観測結果のデータ収集とともに軌道解析を実施してデータベース化する 
④ 収集した SSA データをステークホルダーに配分して終了する。 
の順で行われるプロセスがシングルユースの SSA のプロセスの基本となる。 
一方、図 22 に示したコンテクストダイアグラムのように、デュアルユースに
よる SSA では、民生と安全保障の 2 者が相互にデータを配信・受領するような
場合には、双方にとって一定のプロフィットとリスクが同時に伴うと考えられ
る。生じるプロフィットとリスクの主要な項目を表 9 に示す。この表は、表 1
で示したデュアルユースのイリティに対して、安全保障側と民生側のどちらか
がプロフィットまたはリスクとして受け取ることになる状態を示したものであ
る。 
例えば安全保障側は、安全保障側のセンサーが収集した SSA データを民生側
のステークホルダーに提供するときに、安全保障側のステークホルダーは民生
の解析ツールにデータをインプットしてより詳細に解析することが可能となる。
すなわち、解析結果となるデブリの軌道を高精度に特定させることで安全保障
アセットに対する衝突リスクの低減にもつながるため、情報精度の向上という
プロフィットを享受する。しかしこれと同時に、安全保障側はデータを安全保
障分野の外に提供することになり、安全保障上の理由から秘匿すべき情報が漏
洩する懸念など、情報保全性と機密性が低下するというリスクが同時に生じる。
一方の民生側は、民生側のみならず安全保障側を含めた複数のセンサーから情
報収集が可能になることから、SSA データの冗長性が確保されるというプロフ
ィットが生じる（そしてこれは安全保障側も同様のプロフィットとなる）が、
シングルユースに比べて結節が増える、アクセス制限が必要になる、アクセス
のための認証が必要となること、などが懸念される。更に違反した場合には法
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的な問題も生じる可能性があり、SSA データに適時に、そして迅速にアクセス
することができなくなるリスクが同時に生じる。このように、民生と安全保障
の間の情報の共有とやり取りは、双方のステークホルダーにとってそれぞれプ
ロフィットとリスクを生じることとなる。 
このようなプロフィットとリスクを、双方がバランスを取りつつ運用してい
くためには、図 25 のコンテクストダイアグラムで示したデュアルユースシステ
ムにおいて、データ管理手段の一つとしてフィルタリング機能を有するデータ
センターを構築することが有効と考えられることを前節で述べた。データセン
ターは安全保障データと民生データの配布を管理（フィルタリング）する機能
表 9 デュアルユース SSA のプロフィットとリスク 
 
項目 内容
大
小
プ
ロ
フ
ィ
ッ
ト
か
ら
リ
ス
ク
に
転
換
す
る
可
能
性
アクセス性
Accessibility
センサーから得られたデータを獲得するプロフィットがある一方、デュアル
ユースのために会員登録や本人確認などのアクセス制限が設けられ、SSAデー
タへのアクセスが困難となればシングルユースよりもアクセス性が劣りリスク
に転ずる
相互運用性
Interoperability
双方の利害関係者にとって十分情報が入手可能であればプロフィットとなるが、
一方の運用要求を満たすことができない場合にはシングルユースと比べて要求
を満足しない部分については相互運用性が劣るためリスクに転ずる
機密性
Confidentiality
安全保障上の機微な情報、あるいは企業情報を確実に保全することが出来れば
プロフィットとなるが、SSA情報の配分による安全保障情報や企業情報（営業
秘密）の漏洩の可能性が高まると、シングルユースより機密性が低下してリス
クに転じる
迅速性
Rapidity
センサーで観測してからユーザーが情報を入手するまでの時間が、ユーザーの
要求を満足する程度に迅速であればプロフィットとなるが、シングルユースに
比べて結節が増え、業務プロセスが煩雑化してユーザーの情報入手まで時間が
増加すればリスクとなる
効率性
Efficiency
アセット運用、設備維持、投資等の経費を削減でき効率化が図られればプロ
フィットとなる。シングルユースと比較して効率化できない部分があればリス
クとなる
冗長性
Redundancy
センサー数の量的・質的増大と観察範囲の拡大によるデータの冗長性がプロ
フィットとなる。この項目ではあまりリスクは生じないと見積もられる
情報精度
Accuracy
データの増大は検知可能なデブリサイズの極小化など精度向上につながりプロ
フィットとなる。この項目ではあまりリスクは生じないと見積もられる
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を有し、秘区分の有無などどのようなデータをどの程度の分量で配布するのか
物理的に手段を講じることを可能とする。しかしながらこのようなデータセン
ターを構築しただけでは、データを配布することによるリスクの管理ができず、
双方にとって利となるかどうかの判断材料が乏しい。この状態のままであれば
運用者はリスクがどの程度なのかを十分確認しないまま、一定のプロフィット
を得るために SSA データを配分することに合意しなければならない。定性的に
は判断が可能かもしれないが、具体的にどの程度のデータ量をどのような内容
まで含めて配分すれば安全保障と民生の双方にとって全体最適（プロフィット
＞リスク）となるか、定量的な判断材料がないため判断が容易ではない。 
そこで、次項以降で SSA のデュアルユースにおける情報共有の関係性をモデ
ル化し、そのプロフィットとリスクについて定量的に分析する手段を検討して
いく。 
5.1.2 情報共有モデルの作成 
2 種類のプレーヤーによる SSA データの相互利用に関するデュアルユースモ
デルを考える。本論文では、日本国内の SSA 活動として実際に存在している複
数の民生用センサーと、SSA 活動には利用されていないが今後安全保障用レー
ダーとして構築される予定の山口 SSA レーダー（図 25）と防衛用に運用中の
J/FPS-5 レーダーとの協働を想定したモデルを検討する。すなわち、SSA の活動
には民生と安全保障の 2 者が存在し、それぞれが観測、収集分析、データ配布
及びデータ格納の各機能は独自に保有しているものと仮定する。ただし観測機
能については、安全保障の観測機能の持つ能力は民生よりも広範囲な観測が可
能となり、民生の観測機能が持つ能力は安全保障よりも狭範囲であるが高精度
な観測ができるものと仮定する。これ以外の収集分析、データ配布、データ格
納機能についての能力は、民生と安全保障でほぼ同等とする。 
ここで民生と安全保障とのデュアルユースによる期待される主な効果は、安
全保障で取得した広範囲のデブリ軌道情報を基に緊要なデブリ軌道情報があれ
ば更に民生レーダーで詳細に観測して情報の信頼性を高めることである。図 30
のプロセスを複数化したデュアルユース SSAの活動のプロセスを図 31に示す。 
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この図に記述したデュアルユース SSA のプロセスは以下の通りである。左側
に民生側の SSA のプロセスを、右側に安全保障側の SSA のプロセスを示す。デ
ータ配分の段階で民生側と安全保障側が相互に SSA データを配布してアクショ
ンを起こすこととなる。 
すなわち、 
① 民生側と安全保障側の双方の調整に基づいて、それぞれの観測計画を立案
する。 
② 民生側と安全保障側は双方が運用しているセンサーを用いて、静止軌道と
周回軌道上の広範囲なデブリ観測を分担して実施する。 
③ 観測結果の SSA データを収集してデータ解析を行う。民生側 SSA であれ
ば、民生システムセンサーが収集した SSA データが JAXA 筑波宇宙センタ
ーに送られ、データ解析システムにより軌道位置の解析を行う。 
④ 民生側と安全保障側はすべてのステークホルダーに対してデータを配布
する。データ解析結果を基に、新たに観測計画を立案する。 
⑤ 民生側で民生用衛星とデブリとの接近が判明した場合、衝突可能性を判断
するために更に高精度なデブリ軌道情報が必要となる。この際、安全保障
側は民生側に SSA データを提供し、民生側は安全保障側から SSA データ
を受け取る。 
⑥ 安全保障側から SSA データを受け取った民生側は、より多くのデブリ軌道
情報を得ることで詳細な解析を実施する。この際更に観測が必要となれば
民生側 SSA の観測計画にフィードバックされてより詳細な SSA 情報の収
集を目指す。このような活動の結果、デブリと衛星との衝突の危険性があ
ると判断した場合は、民生用衛星の軌道を変更するなどの処置を講じる。 
という流れになる。この流れにより民生側と安全保障側は双方がより信頼性の
高いデブリ軌道情報を獲得出来ることから、SSA に対してデュアルユースシス
テムを構築する意義があるといえる。 
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一方、図 31 のプロセスにはリスクを招くことが含まれる。安全保障側は、民
生側の情報保全に関わる措置が不十分なシステムに対して情報を提供すること
で、本来は保全すべき情報まで漏洩してしまうような事態が生起するようなリ
スクを認識しなければならない。民生側も、安全保障と同じシステムで運用す
る場合には、情報アクセスへのハードルや迅速性の低下をリスクとして考慮す
る必要がある。情報共有は両当事者に様々なプロフィットとリスクをもたらす。
このような潜在的なプロフィットとリスクの指標は、具体的にはどのように表
現できるであろうか。プレーヤーに対するリスク分析には多面的に分析したリ
スク要素を本来網羅的に考慮する必要がある。表 9 に示した指標の他にもリス
クとプロフィットとなる要素は存在すると考えられるが、リスクとプロフィッ
トに関する変数をすべて網羅しようとして数多くの項を取り込むと計算自体が
 
図 31 デュアルユース SSA のプロセス 
宇宙観測
データ収集と解析
観測計画の立案
データ配分
Input
Output
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データ配分
Input
Output
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複雑化する反面、微細な内容まで含めたとしても計算目的であるリスクとプロ
フィットの最適化の結果にほとんど影響を与えないと見込まれる。そこで本論
文では、単純化した情報共有モデルを用いることで、リスクとプロフィットの
最適化を定量化する手法を確認することを計算の目標に置く。議論を複雑化さ
せないためにデュアルユースシステムにおける情報共有のリスクとしてアクセ
ス性の低下と相互運用性の低下の２つを主要なリスクと定義し、主要なプロフ
ィットとして効率性と冗長性の２つを取り上げることとする。安全保障が民生
にデブリ軌道情報を提供することによりシングルユースよりも情報を詳細に分
析して信頼性の高いデブリ軌道情報を獲得でき、結果としてデブリと衛星との
衝突リスクを低減するプロフィットを双方が享受する。一方、安全保障はデー
タ管理が及ばない他者へのデータ提供により同時に情報の機密性が低下するリ
スクを増大させることを許容しなければならない。また民生側も SSA を安全保
障と同一システムで運用するためにアクセス性等のリスクを考える必要が生じ
る[62]。 
デュアルユースの民生と安全保障の間の情報共有は、双方にとってそれぞれ
プロフィットとリスクが同時に生起する。この関係は情報共有モデルとして図 
32 のように表現できる。図中の記号の意味を表 10 に示す。上斎原レーダー等
の民生側SSAセンサーから得られたSSAデータ S1が安全保障側に提供される際、
安全保障側には提供されたデータに応じて増倍係数 f12を伴ってプロフィット
P21が生じる。そしてこのプロフィットが生じると同時に、民生側には増倍係数
r12を伴ったリスク R12が生じるものと考える。反対に、安全保障のセンサーから
得られる SSA データ S2が民生側に提供される際にも、民生側のプロフィット
P12が生じると同時に安全保障側のリスク R21が生じるものと考える。 
なお、民生側のセンサーにより得られた SSA データ S1は民生側にも当然提供
されることとなるが、このモデルではデュアルユースの関係におけるリスクと
プロフィットに焦点を当てているため、民生から民生へ、あるいは安全保障か
ら安全保障へのプロフィットとリスクは表現しないこととする。 
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図 32 情報共有モデル 
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表 10 パラメータ一覧 
   
記号 変数とパラメータ 
S1 民生のセンサーで収集した SSA データ量 
S2 安全保障のセンサーで収集した SSA データ量 
P12  安全保障側から提供されたデータによって得られた民生側のプロフィット 
P21 民生側から提供されたデータによって得られた安全保障側のプロフィット 
R12 
民生データが安全保障側に提供されることにより引き起こされる民生側
のリスク 
R21 
安全保障データが民生側に提供されることにより引き起こされる安全保
障側のリスク 
f12 安全保障側から民生側への情報提供に対する増倍係数 
f21 民生側から安全保障側への情報提供に対する増倍係数 
r12 安全保障側から民生側への情報提供により引き起こされるリスク係数 
r21 民生側から安全保障側への情報提供により引き起こされたリスク係数 
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5.2 デュアルユースシステムの評価 
デュアルユースシステムは、情報共有に関してプレーヤー双方にプロフィッ
トとリスクが同時に生起する特性を有している。このため、システム構築には
それらのバランスを取る必要があるが、バランスをコントロールするための定
量化手法は未だ十分に開発されていないことが課題である。本論文は、この課
題を解決するために、プロフィットとリスクを主要構成要素に分解してそれぞ
れを規格化し、それらの重み付き平均を定量化の一手法として提案する。この
点は本研究の第一のオリジナリティである。またこのように定量化したプロフ
ィットとリスクとの比を最適化（最大化）することがデュアルユースに対する
指針を与えるとし、具体的な最適化手法として SQP 法をベースにした大局的な
手法を適用することを本論文の第二のオリジナリティとして提案する。本節で
はこの手法をデュアルユースの SSA に適用して妥当な結果を得ることを目指す。 
5.2.1 基礎式の作成 
前節の図 32 で作成したモデルを最適化問題として取り扱うため、まずモデル
の数式化を試みる。民生のセンサーで得られる SSA データリソース S1、安全保
障センサーで得られる SSA データリソース S2とすると、民生側が安全保障セン
サーから情報を得たときのプロフィット P12は、 
 12 12 2P f S    (1) 
として表される。ここで𝑓12は、安全保障側から民生側への情報提供に対する増
倍係数である。S1、S2の入力量は SSA センサーが観測して収集したデータの量
であり、観測センサーの個数、センサーの性能、及び観測の頻度などに依存す
る。 
反対に、安全保障側のステークホルダーが民生情報 S1 を得るときのプロフィ
ット P21は、 
 21 21 1P f S    (2) 
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として表される。ここで𝑓21は、民生側から安全保障側への情報提供に対する増
倍係数である。 
𝑓12と𝑓21は、それぞれのセンサーから提供される情報の分担の割合であるため、 
 
12
21
0 1
0 1
f
f
 
 
  (3) 
の不等式を満足する。ここで𝑓12と𝑓21は値が大きいほど、SSA データを多く配分
することとなる。 
民生側が安全保障センサーからデータを得たときに受けるリスク R12は、 
 12 10 12 21R R r P     (4) 
で表される。同様に、安全保障側が民生センサーからデータを得たときに受け
るリスク R21は、 
 21 20 21 12R R r P     (5) 
で表される。ここで、R10 と R20 はデータ提供にあたって安全保障側と民生側に
ある既存の固定リスクと考える。 
このデュアルユースモデルでは、システム全体としてのリスクが最小となり
かつプロフィットが最大となるようにすることを目的としている。 
目的関数 𝑓 は、R と P の比が最小となる点を求める式により表される。すな
わち、 
    12 21 12 21 minf R R P P   ／   (6) 
となるような最適値問題に帰着する。 
民生側プレーヤーが受け取るリスクの妥協点がどこになるかを模式的に示し
た図が図 33 である。縦軸 r12は（4）式のリスク係数を示し、横軸は妥協点とな
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る x(1)を示す。ここで民生側プレーヤーは、安全保障側から一定量の情報を受け
取ることになるが、安全保障側の保有する情報を民生が受け取って共有する割
合が多くなるに従って、レードオフのポイントで安全保障側プレーヤーのリス
クが急激に立ち上がることとなる。安全保障側プレーヤーはリスクが限界を超
えて高くなったと判断した時点でそれ以上の情報を民生側に提供することを止
めることになり、安全保障側プレーヤーと民生側プレーヤーの平衡状態が生じ
る。このように平衡した点が双方の妥協点として成立する。この関係性は安全
保障側でも同様であり、安全保障側プレーヤーが情報を受け取り続けたとき急
激に立ち上がる民生側のリスクが一定の値にまで達すると、民生側はさらなる
リスクとならないようこれ以上の情報提供を止めるように振る舞う。安全保障
のプレーヤーにとってこの点が妥協点となる。他者への情報提供の状況が異な
れば当然リスクの立ち上がりが変化して妥協点も変化する。本論文では、SQP
法を用いた計算ができるように、リスクの急激な立ち上がりを示す 2 階連続微
分可能な関数として図中に示す計算式で表現した。図 33 にある微分可能な式を
民生側と安全保障側でそれぞれ（7）式と（8）式で表す。ここで 12 21a aと  はそれ
ぞれ定数となる。 
 
2
12 12 (exp (1) 1)r a x     (7) 
 
図 33 民生側が受けるリスクの妥協点 
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2
21 21 (exp (2) 1)r a x     (8) 
5.2.2 プロフィットとリスクの最適化 
次に最適化すべき変数を指定する必要がある。民生と安全保障はそれぞれが
SSA 観測データを持っており、相手に提供することでプロフィットとリスクの
両方を受け取る。両方のプレーヤーは相手にどのくらいの情報を提供すれば自
らにとって最良となるかどうかは定性的にしか判断が出来ない。2 者の妥協点を
定量的に探るために、情報のやり取りを 2 階微分方程式で表してその前提条件
を設定することで、全体として最適化となるポイントを定量的に計算すること
ができる。本論文では、このような条件下での方程式を計算する上である程度
精度良く収束する手法として、非線形計画法に対する逐次 2 次計画法（SQP 法：
Sequential Quadratic Programming method）を用いることとする[63]。 
5.2.2.1 逐次 2 次計画法（SQP 法）の概要 
 非線形計画問題に対して有効な方法の一つとされているのが逐次 2 次計画法
（SQP 法）である。ここで SQP 法の概要を以下に示す。 
 次のような非線形計画問題を考える。 
 
 
 
0, 1,2, ,
0, 1, ,  
( )
i e
i e
C x i m
C x i
f x
m m
  


 
制約条件： 　
　　
目的関数：　 　 　最小
　　　 ≧ 　
  (9) 
目的関数 f とすべての制約関数 Ci を n 次元空間 Rnで定義された 2 回連続微分
可能な関数と仮定して等式制約条件と不等式制約条件の添字関数をそれぞれ 
   1,2, , , 1, 2, ,e e eE m K m m m   … 　 …  
で表す。x*を(9)式の局所的最適解とする。Ci(x*)=0 が成立している制約条件す
なわち x*における有効制約条件の勾配ベクトル ( *)ic x  が 1 次独立ならば、次
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のカルーシュ・キューン・タッカー条件（Karush-Kuhn-Tucker condition）を満た
すベクトルの組 ( , ) ( *, *)x u x u  が存在する。 
 
1
( ) ( ) 0
0,
0, 0, ( ) 0,
m
i i
i
i
i i i i
f x u c x
c i E
c u u c x i K

   
 
   

　
　 　 　
   (10) 
ただし、
1 2( , , , )
T
mu u u u  はラグランジュ乗数のベクトルである。 
等式制約のみを含む問題から不等式制約の問題に拡張した場合の細部は、茨
木と福島による参考文献[63]に述べられている。（9）式に対する 2 次近似モデ
ルは、 
 
( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )
1
( )
2
( ( ) 0, 1,2, ,
( ) ( ) 0, 1, ,
k T T k
k k T
i i e
k k T
i i e
f x d d B d
c x c x d i m
c x c x d i m m
  
  
   
目的関数：　 最小
制約条件：　 　 …
　　　　　　 　 …
  (11) 
で与えられる。このように SQP 法は、各反復においてもとの問題を近似した 2
次計画問題を部分問題として解く反復法である。本論文では、（11）式を基本
として茨木と福島による参考文献に基づき FORTRAN77 のプログラムにより計
算した[63]。 
5.2.2.2 SQP 法に適用する計算式 
前節のような計算手法は、各反復において元の問題を近似した 2 次計画問題
を逐次解いていく方法であり、制約なし最適化問題に対する準ニュートン法の
拡張と考えることが出来る。この手法を 5.2.1 節で表した数式にあてはめると、
（6）式の目的関数と（3）式の不等式を考慮すると、これらは制約付き最適化
問題、すなわち不等式最適化問題として捉えることができる。制約に等式と不
等式がある場合については、前述したカルーシュ・キューン・タッカー条件34が
                                                 
34
 この条件は 1951 年にキューンとタッカーにより導かれた条件としてキューン・タッカー条件
と呼ばれていたが、近年 1931 年に既にカルーシュが同様の導出をしていたことが判明したため
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適用される。 
前節の基礎式にある目的関数 f の（6）式は、SQP 法に適用する 2 階微分可能
な数式として以下の（12）式の通りとなる。次節以降では（12）式に対する定
数を定義して前提条件を整理していく。 
 
   10 12 21 1 20 21 12 2
12 2 21 1
( ) ( )
( ) ( )
R r f S R r f S
f
f S f S
      

  
  (12) 
5.2.3 前提条件の検討 
前節の目的はSSAのデュアルユースシステムの評価であり、具体的にはSSAの
情報共有モデルが民生と安全保障のステークホルダー間でプロフィットとリス
クの妥協点を見出すことにある。このためSQP法を用いて計算を行うにあたり、
前提条件を整理する。 
まず、安全保障側から民生側への情報提供に対する倍増係数 f12 、及び民生
側から安全保障側への情報提供に対する増倍係数 f21 をそれぞれ最適化変数
として取り扱う。すなわち、 
 
12
21
(1)
(2)
f x
f x


 
として計算する。 
SSAの観測用センサーの数量は、インプットに対して大きな影響を有する。安
全保障側のセンサーの性能値は、民生側よりも性能が高いと仮定する。センサ
ーの数、性能レベル、そして周波数帯の幅によって、式（3）と（4）で表現さ
れるS1 と S2の値を以下のように仮定する。すなわち、民生側は美星町と上斎原
町とで合計2つのセンサーを保有していること、性能レベルが5であること、そ
して1つの周波数帯域と置くと、という条件から、S1の値を無次元量10と仮定で
きる。一方で安全保障側は、1つのセンサーを保有していること、10の性能レベ
ルであること、そして5つの周波数帯域と置くと、S2の値は無次元量50と仮定で
きる。 
                                                                                                                                               
カルーシュの名が加わることとなった。 
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民生センサー［2セット, 5性能レベル, 1周波数帯］ 2×5×1 = 10 
S1 = 10 
安全保障センサー［1セット, 10性能レベル, 5周波数帯］1×10×5 = 50 
S2 = 50 
また、式（6）と式（7）のリスク固定値 R10と R20は、安全保障のステークホ
ルダーの情報開示のリスクが民生側のリスクよりも10倍大きくなると仮定して、 
R10  =  5.0 
R20  =  50.0 
とする。 
さらに、安全保障分野にリスクが発生した場合、リスクが拡大して影響が波
及する可能性は民生側より大きいと仮定することで、 
a12 = 1.0 
a21 = 10.0 
として値を仮定できる。 
目的関数 f の（6）式に対して、上記の数値を代入すると（14）式となる。 
 
   
2 25.0 1.0(exp (1) 1) (2) 10 50.0 10.0(exp (2) 1) (1) 50
(1) 50 (2) 10
x x x x
f
x x
               
  
最小
  (14) 
この（14）式を目的関数としてSQP法のプログラムで計算して最適解を得る。 
5.2.4 SQP 法による計算結果と分析 
本項では、リスクとプロフィットの相関モデルについて SQP 法を用いた計算
結果を示す。図 34 は、SQP 法による計算プロセスと計算結果を表している。こ
の図では、横軸に x(1)を変数としておき、縦軸は目的関数 f を表している。図 34
は f12=x(1)を変数としてSQP法により計算した結果である。ここで、0≤f12≤1の（5）
式の不等式条件を考慮して、x(1)の初期値は 0 付近となる 0.01 を与えて計算を開
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始した。なお結果に対する初期値依存度については本節の最後に確認結果を示
す。 
計算の経過として、最適解を探すために x(1)が初期の段階で 1.0 という大きな
値まで一旦は振れるが、その近辺に目的関数の最適解がないことが分かると、
その後半分の 0.5 まで戻る挙動を示す。更にそこでも最適値がないとして、x(1)
がその半分の値 0.25 付近に戻る。今度はこの値の近傍に収束点を探索するため、
計算プログラム内のサブルーチンにあるニュートン・ラプソン法により数値探
索を行い、この計算を繰り返して行われている。最終的な結果として、目的関
数 f は最小値 3.53 で収束することとなり、その時の x(1)の値 は 0.31 となってい
る。 
ここで f12=x(1)が 0.31 という値に収束した意味について考察を加える。x(1)が
安全保障側から民生側へのデータ提供に対する増倍係数 f12を意味していること
から、安全保障側のデータが民生側に配布する割合が安全保障データ全体の 3
割程度という抑制的な割合で配分されることが、プロフィットとリスクがバラ
ンスされる妥協点となる結果を示した。これは安全保障上の秘匿性を考慮する
と秘密を安易に部外に配布しないという特性があることから妥当な割合である
と言え、計算結果の 0.31 は定性的な方向性とも合致した値と考えられる。 
次に民生側から安全保障側へのデータ提供に対する増倍係数 f21=x(2)を変数と
した計算結果を図 35 に示す。この計算例は x(2)の初期値を 0.89 として計算した
時の結果である。初期段階での数値の振る舞いは x(2)が 0.837 というわずかな減
少に伴い目的関数 f の値は 15.9 と急激に上昇している。その後 x(2)の値は 0.86
付近で探索を継続して、結果的に 0.83 の値で収束した。 
ここで上記と同様に f21=x(2)が 0.83 という値に収束した意味を考察する。この
結果は、民生側が安全保障側にデータを提供する割合が 8 割以上のデータを提
供しても民生側としては妥協できることを示している。民生側としては安全保
障側に対して情報を共有することは大きなリスクがなくプロフィットを得られ
ることにつながるという定性的な方向性に合致した値であると考えられる。 
これらの収束結果から、この計算手法を用いてある一定の前提条件を設定し
て計算することで、民生側と安全保障側の双方が妥協できる値に収束すること
が確認することが出来たと考える。 
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図 34 SQP 法による x(1)を変数とした最適化プロセス 
 
 
図 35 SQP 法による x(2)を変数とした最適化プロセス 
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図 36 反復回数による計算値の挙動 
更に x(1)と x(2)の両方を変数として計算した結果について、横軸に反復計算し
た際の回数（Iteration Number）で表した図を図 36 に示す。この図の縦軸は x(1) 
= f12, x(2)=f21 そして目的関数 f（×0.1）をそれぞれ表している。ここで、x(1)=f12
はほぼ 0 付近となる初期値 0.1 からスタートし、x(2)=f21は 0.3 から開始させる。
他の係数について条件変更は行っていない。 
目的関数 f が最小値に収束するとき、すなわち x(1)の値が SSA 情報の安全保
障から民生に情報提供した場合の妥協点となる値であるが、この時 x(1)=0.309
であった。図 34 の結果と同様に、これは安全保障側が情報を部外に提供するこ
とに対する一定の反発要素があるという定性的な方向性と合致している結果と
いえる。一方、x(2)の値は民生から安全保障に情報提供する場合の妥協点となる。
このときの x(2)の値は x(2)=0.833 となり図 35 の結果と同等であり、民生が情報
提供に対して大きなリスクを負うことはないという定性的な姿勢と方向性が一
致している観点から妥当な値として考えらえる。 
最後に、目的関数 f の収束に関して初期値依存性を確認しておく。x(1)の初期
値を変化させた場合に、目的関数 f がどのような挙動をとるのか確認する。表 11
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は、x(1)の初期値を 0 から 1 までの間で 0.1 刻み変化させた際の目的関数 f の計
算結果の値を示している。特に x(1)の初期値が 0.3 の値を取った際に、目的関数
f の値は 0.3092 の値を取り、x(1)の収束値は 0.300 となっている。ただしこの程
度の数値差は誤差範囲内として扱うことが適当と考えらえること、そしてこれ
以外の目的関数 f の値についてはどれも妥当な値に収束していることからも、結
果的に目的関数 f は初期値変化に依存していないといえる。 
SQP 法のような最適化計算の多くの計算では一般的に結果が収束しないこと
が生起する。今回の計算結果では、目的関数が一定の制約条件下において収束
することを示すことが出来たが、収束が困難となる条件の意味合い、あるいは
更に広く考えて、収束せずに本手法の適用が困難である事例については、今後
更なる検討が必要となる。 
 
表 11 x(1)の初期値による目的関数の変化 
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第６章 考察 
本章では、第 1 章序論で掲げた研究の具体的目標に対して、これまで論じて
きた内容から得られた成果を考察する。すなわち、①今後日本が本格的に運用
を推進していく SSA のデュアルユース適用に対する意義、②デュアルユースで
運用する場合の課題への対応、③デュアルユースシステムの設計の妥当性、④
課題解決に向けた定量的な評価手法の有効性、⑤本評価要領を実装する場合の
限界、そして⑥今後の宇宙利用における更なるデュアルユース適用の可能性に
ついて考察する。 
6.1 デュアルユース適用の意義 
第 2 章では、安全保障分野の宇宙利用を抑制的に行ってきた日本が、SSA を
皮切りに安全保障分野の宇宙利用を積極的に実施することになった背景を政策
面、法律面、技術面、安全保障面から論じた。安全保障分野の宇宙利用を「一
般化理論」の下で最小限の利用に抑えてきた日本が、北東アジアの安全保障環
境の変化と宇宙環境の変化に対応した形で本格的に SSA 取り組まなければなら
なくなった。日米同盟が安全保障の基軸であることも SSA に取り組む上で大き
く影響した。SSA に取り組むことを前提にするのであれば如何に効率的にそし
て効果的に取り組むべきかが重要となり、そこにデュアルユースを適用するこ
との意義が出てくる。SSA の豊富な経験で世界をリードする米空軍の協力を背
景にして、そして同盟国として米国の要請に応じざるを得ない形で、日本は
JAXA 主体の宇宙利用に防衛省・自衛隊がデュアルユースの形で参入する構図が
出来上がった。これに関連して、SSA で使用される高度なセンサー技術もシス
テム構築を成功に導くための必須要素であった。日本には防衛用レーダーを国
産開発してきた長い歴史があり、SSA 分野における JAXA の科学技術の蓄積も
されてきたことで、世界最先端の SSA センサー開発を可能とするポテンシャル
を持つ。この技術力が日本にあることが、米国を含めた世界各国が SSA の協力
を要請する理由の一つであった。 
これまでの日本の SSA は JAXA を中心とした民生分野の主導であったが、大
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部分の宇宙先進国ではこれまで SSA の安全保障分野の主導が標準となっている。
民生主導から安全保障主導の SSA に切り替わる結果、安全保障分野がプレーヤ
ーとして参加するシステムであるデュアルユースの SSA システムの構築が必然
である。そして同盟国である米国からの安全保障上 SSA の要請は、日本がやむ
を得ず SSA を国全体として取り組む方向に向かわせたともいえる。この意味か
ら、安全保障分野の宇宙利用初級者である日本が、攻撃的な要素を持たず国際
協力を得ることで強化される SSA 活動をデュアルユースシステムにより運用す
ることは理にかなった方策といえる。複数主体による運用要求に適切に対応し
つづけなければ日本が安定した SSA 運用を継続させることはできない。デュア
ルユースのシステム構築にあたっては、多種多様なステークホルダーのニーズ
や運用上の要求、あるいはシステムとしての制約を慎重に検討した結果をシス
テム設計に取り入れることにより、日本の SSA が大規模で持続性ある活動とし
て世界に貢献しうるものと期待できる。安定した宇宙利用の確保のために、長
期的な日本の SSA 活動は、サイバー攻撃対処、宇宙活動の妨害や軌道上の衛星
の捕獲など敵対的な活動へ対応することを支援できる。日本の SSA にとっての
挑戦は、その能力を単に強化するのみならず、宇宙環境の保全のためにさまざ
まなクロスドメインの能力と結合し統合させることである。 
6.2 システムの設計の妥当性とデュアルユースの課題解明 
宇宙利用にデュアルユースを適用する場合の本質的な課題を検討した。デュ
アルユースの概念を適用したシステムは、シングルユースのシステムよりもス
テークホルダー数が増えることで複雑化し、かつシステムが大規模となる懸念
がある。また各々の特性が異なる分野が共通のアセットを利用するための相互
の調整が新たに必要となる。このような特性を有するシステムについて、本論
文は、まずシングルユースより複雑となるステークホルダー間の関係性を明確
にするためにシステムズアプローチによりコンテクストダイアグラムを可視化
した。これにより SSA 活動目的となるエンドユーザーまでの SSA 情報提供が確
実に出来ることを確認することができた。設計を進めるに従い、システムを構
成するステークホルダー間の情報共有こそが運用の鍵となる本質的課題である
ことが分かった。そして情報共有にあたっては、民生と安全保障の相互に生じ
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るリスクとプロフィットが発生することも分かった。更に民生と安全保障のそ
れぞれの立場から、デュアルユース運用を行う中でリスクを甘受して妥協でき
る点が定量的に判明すればデュアルユース運用の適否判断が容易となると考察
した。デュアルユースシステムの運用に関する情報共有モデルを構築して、定
量的に妥協点を示して議論の俎上に載せるプラットフォームの必要性を再確認
することが出来た。 
6.3 課題解決に向けた定量的な評価手法の有効性 
本論文ではデュアルユースのモデルに対する SQP 法を用いた最適化計算を行
ったが、更に SQP 法による評価要領を現実問題に実装する場合の適否を考察す
る。まず目的を異にする関係にあるデュアルユースのプレーヤーの存在を明確
化する必要があったが、本論文はステークホルダー分析や ISM などのシステム
ズアプローチ手法を用いて関係性を明確にした。更に関係性を数式化するため
情報共有モデルを構築してプロフィットとリスクの数値化したのであるが、こ
こで、数式の中の定数に対して経験則に基づく前提を置くことや、重み関数に
任意性を要することなどの点が、現実問題に向けて実装する場合の限界となる
可能性がある。しかしながら、この計算結果に基づき多くのステークホルダー
がシステムの妥当性について議論するツールとなるプラットフォームを提供し、
定量的かつ客観的な議論を可能とすることでデュアルユース決定プロセスを論
理的かつ実際的なベースを与えたことが成果であると考える。 
問題を近似した数式に置き換える過程における精緻化の作業、すなわち数式
中の定数の忠実度が本研究の弱点であり今後の課題である。条件の設定と計算
の収束が合致することは容易ではないことが判明した。しかしながら、試行錯
誤を繰り返しながら適切な値を設定することによって、民生と安全保障それぞ
れが合理的な値に収束し、妥当性が評価されることが証明されたことは大きな
収穫であった。 
非線形計画問題に対する SQP 法を用いた最適化計算は、不等式制約の問題に
拡張した場合には各反復において 2 次計画問題を部分問題として解く反復法で
あるため、最適値の探索が他の最適化計算に比べるとより容易になるメリット
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がある。このような条件設定があれば現実問題への適用も広範に出来る可能性
があり、宇宙システムに対するデュアルユース以外でも一般化したデュアルユ
ースシステムに対する運用を決定するプロセスを論理的で客観的に議論するベ
ースを与えることが出来るものと考える。 
一方でデュアルユース適用に向けての検討の限界も露呈した。デュアルユー
スシステムのモデル化には、目的関数を明確化するという前提条件とともに変
数の等式と不等式を置く拘束条件を設定しなければならない。本研究で得られ
た定量的評価のためのプラットフォームは、適用に向けた客観的な議論を提供
することには長けるものの、このプラットフォームだけで総合的に判断を下す
ことは状況判断に資する網羅的な情報を提供できるわけではないため得策でな
い。とはいえ、たとえこのような大まかな前提条件による計算であっても SQP
法による計算結果に基づいてシステムの妥当性を定量的に議論するプラットフ
ォームの存在は、現実問題に対して意味のある定量的かつ客観的な議論を可能
とするものである。 
6.4 今後の宇宙利用へのデュアルユース適用の可能性 
本研究は日本の SSA における民生分野と安全保障分野のデュアルユースを設
計するとともに、そのシステムのプロフィットとリスクを定量的に評価するた
めのプラットフォームを提供することを目的とした。 
デュアルユースでは、システム構築にあたって異なる運用上の要求を持つ 2
つの主体がプレーヤーとなるため、シングルユースの運用に比べてシステムが
複雑化することが懸念された。しかし本研究の成果としてシステムズアプロー
チ手法を用いることで関係性を見える化し、双方のプロフィットとリスクを客
観的に評価するプラットフォームを提供することが出来たことから、複雑化す
る可能性があるデュアルユースシステムの構築への判断が容易になる可能性が
生まれた。このことは今後より効率化を図ろうとする宇宙システムに対してデ
ュアルユース適用を促す効果が期待される。 
今後の宇宙利用において SSA 以外のシステムにデュアルユースを適用するに
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あたって、適用の対象となるシステムは、複数主体間でのシステムの相互運用
という構図が存在している主体であることが前提となる。例えば、3.2.2.2 章で
論じたイタリアのコスモスカイメッド地球観測衛星は、民生と安全保障という
複数主体が衛星システムを運用しているデュアルユース事例である。SSA やコ
スモスカイメッド衛星を比較して分かるように、適用システムが宇宙軌道設置
型なのか地上設置型なのかという点にこだわらず、例えば２つの主体が情報を
共有する宇宙システムであるといった特性を持つシステムであれば、デュアル
ユースを適用するプロフィットが十分あると考えられる。 
そしてこのようなシステムに対してデュアルユースを適用した場合には、情
報共有という共通項がなかった場合でも、プロフィットとして効率性や冗長性
が期待され、逆にリスクとして相互運用性や迅速性が懸念される。これは表 8
で示した SSA システムにデュアルユースを適用した際のリスクとプロフィット
が、他のシステム構築であっても共通する部分が多いことが分かる。 
デュアルユースを適用するにあたってはデュアルユースの概念は宇宙利用ア
セットに限定したものではない。本研究が情報共有に着目したモデルを構築で
きたことから考えても、同種の情報のやり取りが存在するシステムの事例であ
れば、微分可能な数式の係数など特定の数値を変更することなく適用できる可
能性がある。他方、それ以外での運用形態に対してデュアルユースを適用する
ためには、異なる運用形態におけるプロセスに着目して検討した上でデュアル
ユース適用モデルを慎重に構築していくことが求められる。 
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第７章 結論 
本研究は、日本の SSA のための民生分野と安全保障分野のデュアルユースシ
ステムを設計するとともに、デュアルユースシステムで情報共有する際のプロ
フィットとリスクの妥協点を定量的に評価するためのプラットフォームを提供
することを目的とした。 
日本と諸外国を取り巻く宇宙利用状況について、国内の宇宙関連の法律や国
家戦略あるいは国際情勢等の幅広い視点から考察した。その結果、今後日本が
SSA をデュアルユースにより実施することは、デュアルユース適用にあたって
の解決すべき課題が存在するものの、妥当であるとの結論を得た。 
SSA にデュアルユースを適用したデュアルユースシステムを設計し、ステー
クホルダー（利害関係者）間の情報のやり取りに困難性があり、これが SSA の
ためのデュアルユース運用の本質的な課題であるとした。 
デュアルユースシステムの評価にあたっては、民生と安全保障相互の情報共
有モデルを構築してプロフィットとリスクの妥協点を探った。SQP 法を用いた
非線形計画法による計算結果から、全体システムとしてより最適となる妥協点
が求められた。このことはプロフィットとリスクの妥協という定性的な議論に
対して、定量的評価のためのプラットフォームの有効性を示したことを意味す
る。そしてこれはデュアルユース設計に対する指針を与えるものである。 
デュアルユースによる運用は、民生と安全保障の双方にプロフィットとリス
クを生み出すが、本研究の成果により妥協点を定量的に判断することで、今後
は宇宙利用を超えた多くの分野でデュアルユースの適用に向けた新たな展開が
一層期待できる。 
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